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はしがき 

本報告書は、平成 27 年度から平成 31 年度までの 5 年間にわたって、私立大学戦略的研

究基盤形成支援事業の助成を受け、「国民の身体活動不足解消を具現化するための健康スポ

ーツ科学研究の基盤形成」の課題のもとに実施された研究成果である。報告書執筆には、

本プロジェクトのメンバーやプロジェクトのメンバーと共に研究を行った研究協力者も参

加した。本研究課題は、多くの国民の身体活動不足解消を具現化するための知見の集積を

可能とする健康スポーツ科学研究基盤を確立し、研究成果創出面のみならず、研究環境、

人材育成・輩出面からの体制を整えた我が国の中核的健康スポーツ科学研究拠点を形成し

たことに意味を持つものである。 

 

研究組織 

研究者名 所属・職名 プロジェクトでの研究課題 プロジェクトでの役割 

岡 浩一朗 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 
身体活動不足の評価 

プロジェクトの統括、身体活

動・座位行動の客観的・主観的

評価法の確立【コホート・グル

ープリーダー】 

樋口 満 

早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・名誉教

授 

身体活動不足と代謝疾患リス

ク 

遺伝素因に着目した中高齢者
の身体活動不足と代謝疾患リ
スクの関連検討【コホート、グ
ループサブリーダー】 

石井 香織 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・准教授 
身体活動不足の決定要因 

子供・青少年における座位行動

の心理、社会的、環境・政策的

決定要因の特定【コホート】 

紙上 敬太 
筑波大学教育

推進部・准教

授 

身体活動不足と脳・認知機能

低下リスク 

子供・青少年の身体活動・座位
行動、体力と脳・認知機能低下
リスクの関連検討【コホート】 

鳥居 俊 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

身体活動不足と体力・運動機

能低下リスク 

子供・青少年の身体活動・座位
行動と体力・運動機能低下リス
クの関連検討【コホート】 

村岡 功 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

身体活動不足と心血管疾患リ

スク 

中高齢者の身体活動・座位行動

と心血管疾患リスクの関連検

討【コホート】 

鈴木 克彦 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

身体活動不足による慢性炎症

促進と機序 

免疫異常・慢性炎症に及ぼす身
体活動不足・老化の影響の機序
解明【実験、グループリーダー】 



 

 
 

術院・教授 

金岡 恒治 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

身体活動不足による運動器障

害発症の機序 

運動器慢性疼痛 (腰痛) 発症

に及ぼす身体活動不足の影響

の機序解明【実験、グループサ

ブリーダー】 

赤間 高雄 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

身体活動不足による免疫機能

低下の機序 

免疫機能 (sIgA 等) 低下に及

ぼす身体活動不足の影響の機

序解明【実験】 

川上 泰雄 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

身体活動不足による骨格筋・

腱機能低下の機序 

サルコペニアに及ぼす身体活
動・体力不足の評価法の確立と
その影響の機序解明【実験】 

秋本 崇之 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

身体活動不足による筋骨格筋

機能低下の機序 

力 学 刺 激 に よ る 骨 格 筋 の 分

化・組織形成、可塑性調節の機

序解明【実験】 

柴田 重信 
早稲田大学理
工学術院・教
授 

身体活動不足による心血管・

代謝機能低下の機序 

時間運動学・栄養学の視点から

みた肥満、糖尿病、メタボリッ

クシンドローム発症の機序解

明【実験】 

宮下 政司 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・准教授 

身体活動不足による代謝機能

低下の機序 

肥満、糖尿病、メタボリックシ
ンドローム発症に及ぼす身体
活動不足の影響の機序解明【実
験】 

正木 宏明 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

身体活動に関わる脳・認知機

能の評価 

身体活動研究における事象関

連電位、fMRI 等の脳・認知機

能の評価法の確立【実験】 

広瀬 統一 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

子供・青少年のスポーツ障害

予防プログラム 

子供・青少年のスポーツ障害予
防プログラムの開発・評価【介
入、グループリーダー】 

坂本 静男 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

中高齢者の身体活動不足解消

プログラム 

メタボリックシンドローム予

防のための身体活動促進プロ

グラムの開発・評価【介入・グ

ループサブリーダー】 

田口 素子 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

子供・青少年のスポーツ食育

プログラム 

子供・青少年のスポーツ活動を
支 え る 食 育 プ ロ グ ラ ム の 開
発・評価【介入】 

柴田 愛 筑波大学体育
系・准教授 身体活動不足の決定要因 

中高齢者における身体活動・座
位行動の心理・社会的、環境・
政策的決定要因の特定【コホー
ト】 

澤田 亨 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・教授 

中高齢者の身体活動不足とが

んリスク 

中高齢者の身体活動・座位行動
とがんリスクおよび社会環境
的要因の関連検討【コホート】 

宮地 元彦 

国立研究開発

法 人 医 薬 基

盤・健康・栄

養研究所健康

増進研究部・

部⾧ 

身体活動不足と運動器疾患リ

スク 

中高齢者の身体活動・座位行動
とサルコペニア・ロコモティブ
シンドロームの関連検討【コホ
ート】 



 

 
 

澤田 泰宏 

国立障害者リ
ハビリテーシ
ョンセンター
研究所運動機
能系障害研究
部・部⾧ 

身体活動不足による運動器の

機能低下の機序 

身体活動不足によるロコモテ

ィブシンドローム発症の機序

解明【実験】 

井上 茂 東京医科大学
医学部・教授 

身体活動不足解消のための社

会環境整備 

身体活動不足の解消につなが
る地域環境整備・地域キャンペ
ーンの展開方法の開発・評価
【介入】 

緒方 徹 

国立障害者リ
ハビリテーシ
ョンセンター
障害者健康増
進・スポーツ
科学支援セン
ター・センタ
ー⾧ 

高齢者の身体活動不足解消プ

ログラム 

ロコモティブシンドローム予
防のための身体活動促進プロ
グラムの開発・評価【介入】 

島田 裕之 

国立⾧寿医療

研究センター

生活機能賦活

研究部・部⾧ 

高齢者の身体活動不足解消プ

ログラム 

認知症予防のための身体活動
促進プログラムの開発・評価
【介入】 

中田 由夫 筑波大学体育
系・准教授 

中高齢者の身体活動不足解消

プログラム 

肥満・過体重の改善・防止のた
めの身体活動促進プログラム
の開発・評価【介入】 

山本精一郎 

国立がん研究

センターがん

予防・検診研

究センター保

健 政 策 研 究

部・部⾧ 

身体活動不足解消のための健

康情報の普及 
身体活動によるがん予防情報

の普及戦略の開発・評価【介入】 

谷澤 薫平 
早稲田大学ス

ポーツ科学学

術院・講師 

身体活動不足と代謝疾患リス

ク 

遺伝素因に着目した中高齢者

の身体活動不足と代謝疾患リ

スクの関連検討【コホート】 

 

研究代表者 

早稲田大学スポーツ科学学術院 岡浩一朗 



 

 
 

目次 

 

 

1、 研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要     1 

2、 研究組織         2 

3、 研究施設・設備等        3 

4、 本研究課題の研究成果        4 

5、 研究発表の状況         116 



 

6 
 

平成 27 年度～平成 31 年度「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」 

研究成果報告書 

 

1、研究プロジェクトの目的・意義及び計画の概要 

超高齢社会を迎えた我が国では、生活習慣病の蔓延、要介護高齢者の激増等に伴い、医療費・介

護費用といった社会保障費の高騰が大きな社会問題となっている。また、子ども・青少年の体力・

運動能力低下や肥満・やせ、骨折の増加、メンタルヘルス悪化等の健康問題も深刻な状況にある。

これら子どもから高齢者までの多世代に亘る健康障害の共通因子として「身体活動不足 (座りすぎ

を含む)」が注目されている。しかしながら、身体活動不足の健康影響や決定要因に関するエビデ

ンス、特に因果関係の証明については未だ不十分なままである。また、身体活動不足による健康障

害の背景にある機序に関しても十分に解明されていない。さらに、国民の身体活動不足を解消する

手法の開発や普及方策の検討も手探りのまま進められている場合が多い。これらの課題を解決すべ

く、本研究プロジェクトでは多くの国民の身体活動不足解消を具現化するための知見の集積を可能

とする健康スポーツ科学研究基盤を確立し、研究成果創出面のみならず、研究環境、人材育成・輩

出面からの体制を整えた我が国の中核的健康スポーツ科学研究拠点を形成する。 

本研究プロジェクトの目的は、我が国をはじめ世界中の子ども・青少年から中高齢者までの多世

代に亘って深刻な問題となっている「身体活動不足」を解決に導く最先端の研究成果を集積する基

盤を形成することである。その意義は、国内外有数の研究機関・大学と連携・協働し、身体活動不

足解消を具現化する国際共同研究拠点を整備することで、我が国のみならず世界的に大流行してい

る (パンデミックな状態) と言われる身体活動不足問題を解決する効果的な対策を、効率的に展開

するための最先端の知見を創出できることである。具体的な研究計画の概要としては、身体活動不
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足の健康影響や決定要因の特定に加え、身体活動不足による健康障害の背景にある機序を解明し、

身体活動不足を解消する効果的なプログラムや普及戦略を構築することである。これらの成果を、

超少子高齢社会を迎えた我が国において解決すべき喫緊の課題である中高齢者の健康寿命の延伸

や子ども・青少年の健全育成の促進につながる施策や指針へ活かすことにより、研究成果の国民へ

の還元の最大化を目指す。 

 

 

2、研究組織 

早稲田大学スポーツ科学学術院内の健康スポーツ科学を指向する研究者間で連携・協働し、研究

拠点を形成することのできる組織となっている。研究代表者の役割は、プロジェクトの統括を行う

とともに、コホートグループリーダーを務めた。各研究者 (27 名) は 10 に記載したとおり、メン

バーが得意とする研究分野や手法を最大限に活かし、①身体活動不足の健康影響および決定要因の

評価 (コホート研究グループ)、②身体活動不足に起因する健康障害の背景にある機序の解明 (実

験研究グループ)、③身体活動不足を解消する有効なプログラム・普及方策の開発 (介入研究グル

ープ) の 3 つのグループを形成し、役割分担を明確にすることにより責任体制を明確にしながら本

研究課題を推進した。また、各グループのメンバーが個別に研究を行うのではなく、お互いの研究

局面に応じて相補的に融合しながら研究を推進した。各メンバーは大学院生・ＰＤ及びＲＡ等を活

用し、これまで 353 名が本研究プロジェクトの業務に従事した。さらに、理工学術院、人間科学

学術院内の健康スポーツ科学周辺領域の研究者と共同研究を進めるとともに、国立健康・栄養研究

所、国立障害者リハビリテーションセンター、国立⾧寿医療研究センター、国立がん研究センター、

東京医科大学、筑波大学といった国内有数の研究機関・大学とも緊密に連携しながら研究を深化さ

せた。 



 

8 
 

3、研究施設・設備等 

本研究プロジェクトでは、子ども・青少年から中高齢者まで幅広い年齢階層の人々を対象とした

研究を行った。その中心となるヒト試験研究施設は、早稲田大学所沢キャンパスにあるスポーツホ

ール内の実験施設であった。ここには現在、運動負荷試験室、骨密度測定室、MRI 測定室などが

配置されているが、本事業を円滑に推進するために、主に以下の装置を導入し 16 のとおり使用し

た。 

① エアロモニタ AE-310S、肺運動負荷モニタリングシステム (ミナト医科学) 

 運動負荷試験室に設置し、子どもや⾧期にわたって継続的に中高年者を対象として運動負荷試験

を行い、全身持久力の指標である最大酸素摂取量を測定した。 

② 心臓運動負荷モニタリングシステム (フクダ電子) 

 運動介入研究の実施にあたって、多くの対象者が同時に運動トレーニングを行う際に、運動負荷

試験室において、心電図、血圧をモニタリングし、安全性を確認しながら行うために利用した。 

③ シールドルーム一式 (株式会社津川) 

 脳波を用いることにより、行動指標では推し測ることしかできない脳の働きを評価することが可

能となるが、脳波測定においてもっとも注意しなければならない点の一つはノイズの除去である。

多くのノイズが混入している脳波から脳活動を評価することはできない。また、認知機能を評価す

るには実験参加者が集中して認知課題を遂行できる環境が必要であるため、室外ノイズ (電波・音) 

を遮るための脳波計測用防音シールドルームをスポーツホール内の実験施設に設置した。また、運

動負荷中の脳波から脳活動を評価するためには、シールドルーム内に備え付けの運動負荷装置とし

て、トレッドミルが必要であるので同時に整備した。 

④ 携帯型肺運動負荷モニタリングシステム (モバイルエアロモニタ) 

 フィールド調査による健康評価に用いるため、実験室に保管し必要に応じて持ち出して使用した。 
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⑤ QuantStudioTM 12K Flex リアルタイム PCR システム 

 現在、スポーツ科学学術院内に設置されているリアルタイム PCR システムと比較して、10 倍以

上のスループットで遺伝子多型解析と遺伝子発現解析が可能であり、大規模なコホート研究におけ

る遺伝子解析を効率化するためには必須の機器である。リアルタイム PCR システムは、所沢キャ

ンパス内にあるフロンティア・リサーチセンター内の生化学実験室に設置し、遺伝子解析に利用し

た。 

また、骨密度等の測定のための骨 X 線吸収測定装置、運動負荷心電図の測定のための運動負荷

検査装置 MLX-1000、体組成の測定のためのマルチ周波数体組成計 MC-980A、血液サンプルの保

存のための超低温フリーザーPanasonic MDF-U33V、脳波測定のための BIOSEMI Active Two 

System 用 8 チャンネルアンプモジュール、64ch での脳波計測のための Easy Cap (EC80-#-BA) を

使用した。 

 

 

4、本研究課題の研究成果 

【期間をとおしての研究成果のまとめ】 

 本研究課題全体をとおしての研究成果として、コホート研究グループでは、まず身体活動・座位

行動を評価するための異なる加速度計の精度比較に関する研究や、場面別座位行動を評価するため

の質問紙の開発を行った成人を対象とした研究では、身体活動不足が世界的な健康課題となってい

る現在、身体活動不足が健康にどのような影響を及ぼすか、また、どのような身体活動不足のどの

ような要因が大きな影響を与えるのかについて、様々な疫学研究を実施した。日本人、シンガポー

ル人、米国人といったさまざまな人種を対象に、身体活動・座位行動や体力の健康影響について検

討した。これらの研究の多くは数千名を対象にしたコホート研究であり、高い体力を維持したり、
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身体活動を実践することによって種々の疾患が予防できる可能性を示唆する結果であった。さらに、

身体活動、身体組成、体力、食生活などの要因と健康アウトカムとの関連を、遺伝要因を踏まえて

横断的・縦断的に明らかにするための研究基盤を構築した。子どもを対象とした研究では、習慣的

運動による体力の向上が学力と密接に関わる子どもの高次認知機能を改善させること、20 分程度

の適度な運動後には一時的に認知機能を向上することが明らかとなった。これらの研究成果により、

運動が脳にポジティブな影響を与える、すなわち運動は脳を健康に保つために重要な役割を果たし

ていることが示された。さらに、運動器に着目した研究成果として、本事業では小児期の運動器の

発育・発達の標準値の作成や、スポーツ活動の有無による違い、高校生、大学生と発育完了時の運

動器の状態を DXA 装置や超音波骨評価装置、超音波断層装置などの機器を用いて定量化した。こ

れらの成果より、世代ごとに種々の健康アウトカム (脳・認知機能、骨格筋・腱機能、心血管・代

謝機能、免疫機能、精神機能等) に影響を及ぼす身体活動・座位行動の要素 (時間、強度、様式等) 

やその決定要因 (遺伝・生物学的要因、心理・社会的要因、環境・政策的要因) を横断的・縦断的

に特定することができた。 

 実験研究グループでは、ヒトおよび実験動物を用いて、身体活動・運動 (不足) が脳・認知機能、

運動器の機能および骨格筋・腱機能、心血管・代謝機能、炎症反応・免疫機能へ及ぼす影響やその

機序を解明した。脳・認知機能については、身体活動研究における事象関連電位、fMRI 等による

脳・認知機能の評価法を確立するとともに、習慣的運動も一過性運動も認知機能を向上させる可能

性を示した。また、高空間分解能の fMRI で認知機能の神経基盤を同定し、高時間分解能の事象関

連電位と併用する評価体制を確立した。 

運動器の機能および骨格筋・腱機能については、子どもから高齢者、アスリートを含む幅広い身

体能力レベルの人々を対象に、骨格筋の「機能的・形態的・材質的」特性の機序解明を行った。膜

性結合組織には形態的・力学的な異方性・部位特異性が存在しており、より大きなストレスがかか
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る部位はより高い剛性を持つこと、収縮時に不可避的に生じる骨格筋の 3 次元的な変形を妨げない

ようにしながら骨格筋収縮を補助する機能を発揮する可能性が示された。また、基本動作時やトレ

ーニング動作時、スポーツ動作時の身体各筋の筋活動解析を行い、特に皮膚上からは筋活動を測定

できない体幹や殿部、肩甲帯、下腿の深部筋の活動をワイヤ電極を使用して測定・解析し、各筋の

動作時の機能推察や効率的なトレーニング方法の提案を行った。さらに、培養細胞と実験動物を用

いて、メカニカルストレスがどのように骨格筋の可塑性を制御しているのか、そのメカニズムを解

明した。特に、骨格筋局所へのメカニカルストレスによる廃用性筋萎縮抑制の分子メカニズムに関

して、廃用性筋萎縮には間質液の滞留により局所のマクロファージにシアストレスが加わらなくな

ったことで増悪する炎症反応が関与し、マッサージ様の介入が廃用性筋萎縮の予防・治療となり得

ることが示された。心血管・代謝機能については、レジスタンストレーニングが中心動脈スティフ

ネスおよび脳血流動態、末梢動脈の緩衝能に及ぼす影響の機序の解明を試みた。また、部位別の皮

膚血流量に及ぼす運動強度の影響を検討した。低酸素環境下における一過性の運動が、その後の常

酸素環境下における代謝動態、酸化ストレスおよびホルモン応答に及ぼす影響も明らかにした。さ

らに、子どもを対象にした研究において、中・高強度身体活動を 60 分/日以上行うことが 1 年後の

血中脂質性状に好影響を及ぼすことが分かった。一方、閉経後女性を対象にした研究では、1 日の

中で座位時間の中断を意図し小分けに実施する「断続性身体活動」の食後代謝への有効性について

明らかにした。一方、高強度運動後の 20℃でのクーリングは自律神経に有意な影響を及ぼさず、

無酸素パフォーマンスを低下させないことも明らかにした。炎症反応・免疫機能については、老化

や生活習慣病の予防・改善に有効な適度な強度の運動について、慢性炎症や酸化ストレスなど分子

レベルまで含めた機序を解明した。また、日常的な運動習慣や一過的な運動が口腔内免疫機能の変

動に与える影響や、唾液を用いて口腔内免疫機能を評価するための新たなバイオマーカーの開発を

行い、身体活動の少ない対象者では口腔内免疫機能が低値を示すが、一過性の軽運動によってこの
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機能が改善する可能性を示した。さらに時間栄養学的視点から、食事や機能性食製品の摂取タイミ

ングが生理作用や生化学的な作用に大きな違いを生み出す可能性を示した。別の視点では、機能性

食品成分が体内時計の同調効果をもたらすことを、種々の食品群で明らかにした。これらの成果よ

り、身体活動不足に起因する脳機能、骨格筋・腱機能、心血管・代謝機能、炎症反応・免疫機能低

下の機序の一端を解明することができた。 

介入研究グループでは、身体活動不足の解消につながる地域介入手法の開発およびその評価を行

い、ソーシャル・マーケティングを活用した身体活動不足解消のための地域介入 (community wide 

intervention) の手法を確立した。また、肥満者に対する減量介入研究として、4 つのランダム化

比較試験を実施し、特に ICT を活用した減量介入プログラムの有効性を確認した。【さらに、運動

特化型デイサービスに参加するフレイル状態にある虚弱高齢者を対象に、⾧時間の座位行動 (座り

すぎ) を是正するための新しい介入プログラムを開発し、施設をベースにしたランダム化比較試験

による効果の検証を行い、その有効性を明らかにした。一方、身体活動の実践を妨げるスポーツ外

傷・障害の予防、特に前十字靭帯損傷予防については、体幹部の安定性および股関節の可動性向上

が貢献することや、関節角度によって刺激が加わる筋が異なること、そして投球障害については円

背姿勢がリスクとなり、それを改善することで予防効果が得られることを明らかにした。これらの

研究成果により、各世代の身体活動不足解消に資する効果的な介入プログラムを開発することがで

きた。 

以上の研究成果より、本研究プロジェクトの目的であった、多くの国民の身体活動不足解消を具

現化するための知見の集積を可能とする健康スポーツ科学研究基盤を確立し、研究成果創出面のみ

ならず、研究環境、人材育成・輩出面からの体制を整えた我が国の中核的健康スポーツ科学研究拠

点を形成することができた。なお、各年度における研究成果の詳細は以下のとおりである。 
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【1 年目】 

 コホートグループでは、まず身体活動・座位行動の評価法を整備している。具体的には、身体活

動・座位行動を評価するための異なる加速度計の精度比較に関する研究や、場面別座位行動を評価

するための質問紙の開発等を行った。それらを用いて客観的・主観的に評価した身体活動・座位行

動データを活用して、我が国の子ども・青少年から中高齢者までの身体活動不足の実態を浮き彫り

にし、健康アウトカムならびに決定要因との関連について探索的な検討を行った。実験研究グルー

プでは、ヒトおよび実験動物を用いて、身体活動・運動 (不足) が脳・認知機能、運動器の機能お

よび骨格筋・腱機能、心血管・代謝機能、炎症反応・免疫機能へ及ぼす影響やその機序について検

討した。介入研究グループは、子ども・青少年および中高齢者における身体活動促進ならびに座り

すぎ是正プログラムの開発に必要な知見の整理、健康情報 (特に、がん) の国民への普及、身体活

動支援環境整備・地域キャンペーン等に関する介入準備を行った。以上の研究を推進するために、

スポーツ科学学術院内に、遺伝子解析装置、心肺運動負荷モニタリングシステム、脳機能評価用シ

ールドルーム等の整備を行った。各グループの詳細は以下のとおりである。 

【コホート研究グループ】では、研究全体の鍵となる「身体活動不足」の評価方法 (加速度計、調

査票等) を整備するとともに、有効な評価方法により収集された客観的・主観的な身体活動・座位

行動データを活用して、未だ十分に明らかにされていない我が国における子供・青少年から中高齢

者までの身体活動不足の実態を浮き彫りにした。 

身体活動・座位行動の評価方法の整備に関して、大規模コホート研究を展開するために必要な身

体活動・座位行動の精確な評価を可能にする加速度計を精査するため、Active style Pro HJA-350IT 

(ASP)、ActiGraphTM GT3X+ (GT3X+) および activPAL3c (AP) を用いて自由生活下における

精度比較研究を行った。成人労働者 34 名 (男性 21 名、女性 13 名、平均年齢 41.1±13.0 歳) を対

象に、勤務日と休日の各 1 日、起床から就寝まで 3 つの加速度計 (ASP、GT3X+、AP) を同時に
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装着するよう求めた。各加速度計における座位行動の定義は、ASP は 1.5 メッツ/分以下、GT3X+

は 100 カウント/分未満 (垂直軸のみ使用)、AP は 1 分以上の座位または臥位で識別される時間と

した。総座位時間の差と一致度を、AP の測定値を基準として、分散分析、級内相関係数、

Bland-Altman Plot により検討した。その結果、AP で測定した総座位時間は勤務日で 456±130 分、

休日で 544±163 分、また立位時間は勤務日で 314±104 分、休日で 202±104 分であった。勤務

日の総座位時間について、ASP では AP よりも 30.4 分短く (95%信頼区間=4.8, 56.1)、GT3X+で

は 48.7 分⾧かったが (95%信頼区間=20.8, 76.5)、休日では有意な機種間差は認められなかった。

勤務日および休日における ASP と AP 間の級内相関係数は 0.89 および 0.93、GT3X+と AP 間の

級内相関係数は 0.83 および 0.92 であった。Bland-Altman Plot で機種間の系統誤差の有無を検討

した結果、ASP と AP 間は勤務日、休日ともに系統誤差を含まないが、GT3X+と AP 間において

は、勤務日の総座位時間が短い場合に GT3X+が過大評価しやすいことが示された (r=-0.40, 

p<0.05)。以上の結果より、AP の測定値を基準とした場合、ASP は総座位時間を短く、GT3X+は

⾧く評価することが示された。この機種間差は勤務日においてのみ認められたことから、立位時間

が比較的⾧い者を対象に、ASP や GT3X+を用いて座位時間を評価する際には結果の解釈に注意が

必要だと考えられた【岡】。また、GT3X+と ASP の身体活動の測定値についても比較を行った。

成人労働者 37 名 (男性 23 名、平均 41.1±12.4 歳) に対して、勤務日と休日の各 1 日、起床から

就寝まで ASP と GT3X+を同時に装着するよう依頼した。ASP と GT3X+ [標準設定 (Norm) ま

たは Low frequency extension 設定 (LFE)] の歩数と強度別身体活動時間の差を分散分析により検

討した。その結果、ASP で測定した歩数は勤務日 10,162±4771 歩、休日 7358±5225 歩であった。

これに対し、GT3X+ (LFE) の歩数は勤務日で 8,468 歩、休日は 5,038 歩多く (両日とも p<0.01)、

GT3X+ (Norm) では有意差は認められなかった。強度別身体活動時間については、GT3X+の両設

定は ASP に対し、勤務日と休日ともに中強度身体活動が短かった (差の平均 26.5-114.0 分; 
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p<0.01)。ASP は GT3X+の両設定よりも中強度身体活動時間を過大評価するが、ASP と GT3X+ 

(Norm) の歩数には差がないことが示された【岡】。以上のことから、身体活動・座位行動を客観

的に評価する機種として ASP の有用性がある程度示された。そのため、ASP を用いた活動量計デ

ータ解析をするためのソフトウェア開発も同時に行った。 

日常生活場面に即した身体活動・座位行動を精確に評価するための調査票の開発として、世界標

準化身体活動質問票 (Global Physical Activity Questionnaire: GPAQ) および場面別座位行動尺度

の計量心理学的特性 (妥当性、信頼性) の検討を行った。 

GPAQ について、WHO はこれまで国際標準化身体活動質問票 (International Physical Activity 

Questionnaire: IPAQ）を開発・使用してきた。IPAQ-short version (IPAQ-S) は 9 項目からなる

質問票であり、項目数は少ないが、仕事、移動、余暇などの場面別での評価ができない。IPAQ-long 

version は 31 項目から構成されており、場面別での評価が可能だが、項目数が多く、回答者の負担

が大きい。これらの問題を解決するために開発された世界標準化身体活動質問票 (Global Physical 

Activity Questionnaire: GPAQ) は両者の強みを取り入れた質問票であり、項目数が 16 項目と少な

いにも関わらず場面別での評価も可能である。そこで、GPAQ 日本語版を開発し、その妥当性お

よび IPAQ-S との比較可能性について検討した。対象者は、愛媛県松山市におけるランダム抽出集

団である。40～64 歳の男女 3,000 人に対して調査への協力を依頼した結果、410 人から協力が得

られた。GPAQ と IPAQ-S を含む調査票に加えて、加速度計 ASP の 7 日間装着により身体活動量

を評価した。加速度信号が 60 分間連続して検出されない場合を非装着と判断した上で、10 時間以

上の装着時間であった日が、休日 1 日を含む 4 日以上確認できた場合に有効データと判断した。本

研究では、質問紙および加速度計について有効なデータが得られた 306 人を解析対象者とした。

妥当性および比較可能性は、10 分以上継続した中高強度身体活動時間 (moderate-to-vigorous 

physical activity: MVPA) の順位相関係数および身体活動ガイドライン (週 150 分以上の MVPA) 
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の充足可否に対するカッパ係数から評価した。結果として、順位相関係数に関して、ASP と IPAQ-S

は 0.44、ASP と GPAQ は 0.38、IPAQ-S と GPAQ は 0.56 であった。カッパ係数について、ASP

と IPAQ-S は 0.33、ASP と GPAQ は 0.27、IPAQ-S と GPAQ は 0.55 であった。これらの結果よ

り、GPAQ の妥当性および比較可能性が確認できた【中田】。 

場面別座位行動尺度については、自己記入式質問紙による生活場面別の座位時間を評価する尺度

を開発し、その妥当性と信頼性を検討した。妥当性の検討には住民基本台帳より無作為に抽出した

40～64 歳の住民 3,000 名のうち研究協力が得られた 427 名 (協力率：14.2%) を対象とした。調

査・測定項目は、加速度計 ASP の連続 7 日間装着と、自記式質問紙調査により先行研究を参考に

作成した生活場面別座位行動尺度［平日および休日それぞれについて移動 2 項目 (車、公共交通)、

仕事 1 項目、余暇 3 項目 (TV 視聴、PC・スマートフォン使用、その他)］、社会人口統計学的要因 

(性、年齢など) とした。そのうち回答に不備のない 351 名 (男性 42.2％、平均年齢 51.9±7.0 歳) 

を分析対象とした。信頼性の検討は、調査ボランティア 38 名 (男性 57.9%、平均年齢 39.3±15.1

歳) を対象に再検査法を実施した。再検査は 1 週間の間隔を空け、同一の生活場面別座位行動尺度

を用い、2 回の調査を行った。1 週間あたりの 1 日の質問紙および加速度計評価による総座位行動

時間を算出し、妥当性の検討には級内相関係数、t 検定および Bland-Altman Plot を、信頼性の検

討には級内相関係数を算出した。結果として、妥当性の検討における分析対象者の ASP 評価によ

る総座位時間は 492.0±125.6 分/日、質問紙評価では 474.7±200.5 分/日と加速度計より過小評価

していたが、両者間に有意な差は認められなかった [t(350)=1.78, p=0.08]。質問紙と加速度計評

価間の級内相関係数は 0.58 であった。Bland-Altman Plot で系統誤差を検討した結果、総座位時間

が⾧いと質問紙での評価を過大評価することが示された (r=0.48, P<0.00)。また、信頼性を検討

した結果、1 週間あたりの 1 日座位時間の級内相関係数は r=0.85、生活場面別の座位時間の級内相

関係数は r=0.56～0.91 と良好な値が認められた。本研究で開発した尺度は、妥当性および信頼性
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は比較的高いが、座位時間が⾧い対象者においては評価結果を解釈する際に注意が必要であること

が示された【石井】。 

これらの研究過程で得られた大規模データを基に、各世代の特性 (性、学年、健康度、婚姻状況、

就労形態、経済状態等) ごとに身体活動・座位行動状況を示し、どのような特性を有する者がどの

程度身体活動不足に陥っているかの実態を明らかにするとともに、健康アウトカムとの関連につい

て探索的な検討を行った。 

日本の小児の身体活動量は体力・運動能力が高かった過去に比べて減少していると考えられてい

る。小児の生活活動は歩行量が減少、座位行動が増加しており、その影響は身体組成、外傷発生率、

小児生活習慣病など広い範囲に及んでいる。そのため、小・中学校で小児の生活習慣と身体組成、

超音波法による骨強度値などとの関連性について検討した。今年度はテレビ、ゲーム機、インター

ネットなどに費やすスクリーン時間との関係を検討したが、スクリーン時間が⾧い群で BMI が高

くなっていた。一方、骨強度値は体重と正の相関があるため、スクリーン時間との関連性が消失し

ていた。学年、体格 (身⾧・体重)、運動好嫌 (大好きから大嫌いまで 5 区分)、スクリーン時間と

睡眠時間 (各々、⾧い群から短い群まで 5 区分) を独立変数、骨強度値の若年成人標準値に対する

割合 (YAM 値) を従属変数として重回帰分析を行うと、学年、体重、運動好嫌が有意な独立変数

として選択され、スクリーン時間は標準回帰係数-0.054 (p=0.1885) と有意な関連とならなかった。

この結果から、スクリーン時間が⾧い小児では BMI が高くなるものの、体重が重いことで荷重刺

激から骨強度が保たれている可能性がある。また、スクリーン時間が⾧くても、運動が好きで運動

時間も保たれている限りは骨強度が保たれていると考えることもできる。スクリーン時間に代表さ

れる座位時間が⾧いと身体活動不足から健康問題が発生しやすいと考えられるが、運動時間も維持

される場合は少なくとも骨強度を低下させる危険は少ない。身体活動や座位行動の小児の身体組成

への影響を検討するために、健康な小児の身体組成の標準値の作成が必要であり、5～15 歳までの
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特別な傷病のない健康小児の身体組成を DXA 装置により測定を継続した。今年度は骨、除脂肪量

など運動器の発育順序や体幹部の発育様式に関する結果を報告した。さらに、小児の骨折に関する

疫学的な検討として、日本スポーツ振興センターの統計を用いて小児の骨折発生率の時代変化を分

析し、30 年前からの一貫した増加と最大値となる年齢 (12～13 歳) がほぼ変わらないことを報告

した。骨折発生率が最大値となる時期の中学生への対策を講じる必要があり、どのような生徒に骨

折が発生するかについての検討も必要である【鳥居】。 

また、子どもの運動不足、それに伴う体力の低下が懸念されるようになって久しい。そのような

中、近年のいくつかの研究では、体力が高い子どもほど学力テストのスコアが高かったことが示さ

れている。つまり、運動習慣を身につけ体力を高めることは脳の健全な発達、ひいては学力の向上

に重要なのかもしれない。しかしながら、子どもの体力と学力の間に関係を認めていない報告もあ

り、見解が完全に一致しているわけではない。子どもの体力の低下傾向が続いている現状を踏まえ

れば、このような子どもの体力と脳の関係を明らかにする必要があると考える。今年度は、学力と

密接に関わる高次認知機能 (実行機能) と記憶機能に焦点を当て、子どもの体力と脳機能の関係に

ついて検討を行った。その結果、前頭前野のネットワーク (実行機能) と子どもの体力が関係して

いることが示唆された【紙上】。 

さらに、日本人小学生を対象に座位行動の実態を明らかにするため、目的別の座位行動の性差お

よび学年差、またスクリーン時間が⾧い者の特徴を検討した。625 名の小学生 (6～11 歳、男子

52.8%、低学年 27.7%) を対象に横断調査を実施した。調査は質問紙にて行い、学年、性、身⾧、

体重、目的別の座位行動 (読書・音楽鑑賞、テレビ/ビデオ/DVD、テレビゲーム/コンピューター

ゲーム、インターネット・メール、宿題・勉強、車に乗る) および中等度以上身体活動実施時間を

調査した。目的別座位行動の性差および学年差また、スクリーンタイムが⾧い者 (>2 時間/日) の

特徴を検討するため、BMI および中等度以上身体活動を調整変数とし、二元配置分散分析および
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ロジスティック回帰分析を行った。座位行動それぞれの週当たりの平均実施時間 (標準偏差) は、

平日では読書・音楽鑑賞 90.3 (123.4) 分、テレビ・ビデオ・DVD 535.0 (356.6) 分、テレビゲー

ム・コンピューターゲーム 167.3 (222.1) 分、インターネット・メール 23.9 (70.9) 分、宿題・勉

強 264.9 (185.3) 分、車に乗る 33.4 (61.2) 分、休日では読書・音楽鑑賞 42.1 (70.0) 分、テレビ・

ビデオ・DVD323.9 (232.0) 分、テレビゲーム・コンピューターゲーム 123.0 (96.4) 分、インター

ネット・メール 15.8 (49.9) 分、宿題・勉強 74.4 (96.4) 分、車に乗る 71.3 (84.9) 分であった。男

子は女子よりもテレビゲーム時間が⾧く、女子は男子よりも読書・音楽鑑賞、車に乗る時間が⾧か

った。低学年の者は高学年の者よりも、車に乗る時間が⾧く、高学年の者は低学年の者よりもテレ

ビゲーム、インターネット利用、宿題の時間が⾧かった。また、高学年の者は低学年の者よりも 1

日 2 時間以上のスクリーン時間を有する者が 1.77 倍 (95%CI: 1.22-2.57) 多かった。日本人小学

生における目的別の座位行動は、性および学年によって異なり、高学年はスクリーン時間のガイド

ラインを満たしている者の割合が少なかった。以上の結果より、日本人小学生において座位行動を

減少させるためには目的別の座位行動に着目した取り組みの必要性が示唆された【石井】。 

一方、中高年者については、早稲田大学同窓生を対象としたコホート研究「WASEDA’S Health 

Study」を推進し、身体活動・座位行動・体力・食生活の健康影響を解明するための研究を進めた。

2015 年度の目標は、所沢キャンパスに来所して、詳細な健康・体力測定を受診する対象者 400 名

のデータを収集することであった。40～87 歳の男女を対象として、採血、動脈硬化度の測定、3

次元加速度計による身体活動量・座位行動評価、MRI による腹部脂肪面積の測定、最大酸素摂取

量の測定、簡易型自記式食事歴法質問票 (BDHQ) による食事調査などを実施した。2015 年 3 月

までに 340 名のデータを収集することができた。さらに本年度は、275 名の男女を対象とした探索

的な検討により、腹部肥満およびメタボリックシンドローム (MS) 発症に対する食生活パターン

の影響について検討を行った。腹部肥満の基準は、男性は腹囲≧85 cm、女性は腹囲≧90 cm とし、
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MS は日本内科学会の定めたメタボリックシンドローム診断基準に基づき判定した。BDHQ によ

り食物・栄養摂取量を算出し、52 の食品および飲料の摂取量を変数とした主成分分析を行った結

果、第 1 食事パターンとして、野菜、果物、海草、きのこ、いも類の主成分負荷量が高く、めしの

値が低い「副菜重視型」、第 2 食事パターンとして、アルコールと魚の値が高く、牛乳、パン、菓

子類の値が低い「晩酌型」、第 3 食事パターンとして、柑橘系の果物、乳製品、菓子類、及び漬物 (緑

黄色野菜) の値が高く、肉類、アルコールの値が低い「食事＋間食型」の食事パターンが同定され

た。年齡、性別、喫煙状況、服薬状況を調整変数としたロジスティック回帰分析の結果、第 1 食事

パターンの得点が最も高い第 4 四分位群において、第１四分位群と比較して腹部肥満者および MS

発症者は有意に少なかった (腹部肥満: P = 0.013, オッズ比 [95%信頼区間]=0.29 [0.11-0.77]; 

MS: P = 0.039, オッズ比 [95%信頼区間]=0.19 [0.04-0.92]）。第 2・第 3 食事パターンと腹部肥満

および MS との関連は認められなかった。以上の結果より、野菜、果物、海藻、きのこ、いも類を

多く含む栄養バランスの良好な食事パターンの者において、腹部肥満および MS の発症リスクが低

下する可能性が示唆された【樋口】。 

また、従来から進めている独自のコホート研究を中心に、身体活動不足の健康影響や決定要因を

特定するための疫学研究を実施した。具体的には、高齢者を対象に歩数の安定性について調査を行

うとともに、握力と 2 型糖尿病有病率の関係や、全身持久力と健康関連 QOL の関係について肥満

度を加味して横断的に検討した。さらに、身体活動や肥満が尿路結石症とどのような関係があるか

をコホート研究により明らかにした。高齢者を対象にした歩数の安定性に関する研究では、高齢者

505 人を対象に、72 歳から 80 歳までの 8 年間、歩数計を用いて歩数を測定した結果、72～80 歳

の平均歩数は男性が 6,949～4,836 歩、女性が 6,438～4,810 歩であった。追跡開始後 2 年、5 年、

8 年間といずれの追跡期間においても男女ともに追跡開始時と追跡終了時の歩数に 0.6 を超える順

位相関係数が得られ、高齢者の歩数は比較的安定している (変化が少ない) ことが確認された。筋
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力と 2 型糖尿病有病率の関係については、40～64 歳の男性 5,039 人を対象に、両者間に負の量反

応関係を確認した (トレンド検定 P<0.01）。肥満の有無で層別解析した結果、肥満者において筋力

の 2 標準偏差 (12kg) 増加あたりのオッズ比 (95%信頼区間) は 0.64 (0.49-0.83) であり、有意な

負の関係を確認した。一方で、非肥満者では明確な関連がみられなかった。肥満、かつ筋力が低い

者では 2 型糖尿病のリスクが高い可能性が示唆された。全身持久力と健康関連 QOL の関係では、

18～49 歳の米国人 709 人を対象に研究を行った。全身持久力が高く、かつ肥満度の低い者ほど身

体的健康度および精神的健康度が良い傾向にあった (トレンド検定＜0.001)。体力を高め、肥満を

避けることによって健康関連 QOL を高く保てる可能性が示唆された。肥満および全身持久力が尿

路結石症罹患率に及ぼす影響に関しては、20～40 歳の男性 4,074 人を対象に 19 年間の追跡調査

を行った結果、258 人が尿路結石症に罹患した。全身持久力と尿路結石症罹患の間には明確な関係

は認められなかったが、肥満との間には負の量反応関係を認めた (トレンド検定＝0.019)。男性に

おいては肥満を避けることによって尿路結石症を予防できる可能性が示唆された【澤田(亨)・宮地】。 

高齢者を対象にした研究では、客観的評価による座位行動パターンの実態と骨格筋量および体脂肪

率との関連について検討した。その結果、覚醒時間の 58.2%を座位行動が占めていることに加え、

20 分以上連続した座位行動が 1 日に 7.3 回もあり、中等度以上の身体活動はわずか 5.5%しかない

ことが明らかになった。また、男女ともに中等度以上の身体活動量とは独立して、骨格筋量および

体脂肪率がそれぞれ総座位時間と有意に関連した。さらに、20 分以上連続した座位行動数は骨格

筋量のみと有意な関連がみられた。本研究から、日本人高齢者の場合、座りすぎはサルコペニアな

どが関連する筋骨格系機能や、肥満を起因とする内科的慢性疾病の双方に悪影響を及ぼす可能性が

示唆された【柴田(愛)】。一方、地域在住自立高齢者を対象とした健康づくりの集団戦略を開発す

るための包括的研究を推進するため新たなコホート研究の立ち上げを行った。地域在住高齢者の生

活機能障害 (膝痛、うつ、認知機能低下、睡眠障害) の発生頻度を明らかにすること、前述した生
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活機能障害の関連要因 (身体活動量、身体不活動時間、社会参加活動など) を明らかにすることを

目的とした。対象者は山梨県都留市に在住する非要介護認定の全ての高齢者 6,989 名とし、1 月に

調査票を郵送法により配布・回収した。調査項目は基本属性、介護予防用の基本チェックリスト、

膝痛の有無、うつ状態 (GDS)、認知機能、睡眠状態、身体活動量、身体不活動時間、社会参加活

動、生活習慣 (栄養、喫煙、飲酒) などとした。基本チェックリストにより各生活機能障害 (運動

器機能低下、低栄養状態、口腔機能低下、閉じこもり、認知機能低下、うつ) と虚弱高齢者の実態

把握を行った。調査票の回収数は 5,328 件であり、回収率は 76.2％であった。結果として、運動器

機能低下が 23.3％、低栄養状態 1.3％、口腔機能低下 20.5％、閉じこもり 24.1％、認知機能低下

28.3％、うつ 26.7％であり、これらの値はいずれも全国に比べて高い値であった。したがって、対

象地域においてこれらの生活機能障害の予防・改善を目的とした介護予防事業の重要性が明らかと

なった。今後、このベースラインデータを用いて、これらの生活機能障害と身体活動量、身体不活

動時間、社会参加活動などとの関連性を分析し、その結果を基に各生活機能障害予防のための介入

プログラムを作成する。また、地域全体に生活拠点型の健康づくりの場 (居場所) を整備し、近隣

住民による健康づくり支援システムを構築する【荒尾】。 

【実験研究グループ】では、ヒトおよび実験動物を用いた基礎研究を行い、身体活動不足による

脳・認知機能低下、運動器の機能低下および骨格筋・腱機能低下、心血管・代謝機能低下、炎症反

応・免疫機能異常への身体活動・運動 (不足) の影響およびその機序について検討した。 

脳・認知機能に着目したヒト実験として、MRI、脳波計等を用いて健常高齢者における気分、認

知機能、注意制御課題遂行中の脳血流、朝型・夜型生活の関連を横断的に調査した。122 名 (平均

67.67±6.56 歳；男性 69 名、46～76 歳、男性平均 67.78±6.24 歳；女性 53 名、44～79 歳、女性

平均 67.53±7.00 歳) を対象に、気分調査票質問紙 POMS (緊張・不安、抑うつ、怒り・敵意、活

力、疲労、混乱の 6 下位尺度からなる) による気分の測定、認知機能検査 COGNISTAT (見当識、
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注意、理解、復唱、呼称、構成、記憶、計算、類似、判断の 10 下位尺度からなる) による認知機

能の測定、両耳分離聴課題 (選択的注意、注意の分割の 2 つの課題条件があり、各条件には統制条

件が設けられている) および課題実施中の NIRS を用いた脳血流測定、朝型・夜型質問紙 (MEQ) 

による生活習慣測定を実施した。注意の分割条件で課題中の脳血流のピーク値を用いた分析を行っ

た結果、右側頭極の脳血流変化 (課題条件ʷ統制条件) が両耳分離聴課題の正答率 (r=-.154, 

p=.096)、反応時間 (r=.183, p = .050) と関連を示した。さらに、同脳領域の血流量変化は POMS

の抑うつと正の関連(r=.183, p = .041)、COGNISTAT の見当識と正の関連 (r=.164, p = .067) が

あることが示された。右側頭極は生理的興奮によって賦活することが知られているが、右側頭極が

課題によって賦活しやすい被験者ほど課題の正答率が低く、反応時間が遅いこと、さらに抑うつが

高い傾向にあることから、右側頭極の賦活のしやすさが注意制御機能や気分の脆弱性を表す脳機能

マーカーの 1 つになる可能性が示された。さらに、朝型・夜型質問紙 (MEQ) により算出された

MEQ スコアを基準に、明らかな朝型・適度の朝型に分類される群 (朝型群 n=93, 女性 39 名、全

体平均 68.13±6.02 歳) と、中間型・適度の夜型・明らかな夜型に分類される群 (非朝型群 n=34, 女

性 16 名、全体平均 68.12±5.14 歳) に分け、各群で気分、認知機能、脳血流変化に差がみられる

かどうかを検討した。その結果、気分に関しては、朝型群で活力の得点が有意に高いことが示され

た (朝型群 8.79±4.43 点、非朝型群 6.79±4.14 点；t=2.161, p = .033)。また、課題中の脳血流の

ピーク値を用いた分析では、選択的注意条件で、非朝型群で左前頭極がより脱賦活 (deactivation) 

することが示された。さらに、両耳分離聴課題成績に関して同様の比較を行った結果、選択的注意

課題の正答率が非朝型群の方が朝型群よりも高いことが示された (t=-1.781, p = .078)。以上のこ

とから、朝型群の方が活力は高いものの、選択的注意課題の成績は悪いことが示され、今後はその

理由に関して脳機能的な側面も合わせて検討していく必要が示された【熊野】。また、若年女性の

やせすぎと高次認知機能 (実行機能) の関係および一過性有酸素運動が記憶機能に与える影響を
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解明する実験にも着手した。前者について、我が国では健康な若年女性におけるやせすぎ者の増加

という特有の現象が起きている。やせすぎは身体的、精神的に健康問題を来たし、さらには母体の

やせすぎは胎児に悪影響を及ぼす。よって、このやせすぎ者の増加に歯止めをかけ、その割合を減

少させる必要がある。そのため、日本人若年女性のやせすぎと高次認知機能 (実行機能) との関係

を明らかにすることを目的とした研究を進めている。現段階では、対象者数が不足しており、今後

も継続して実験を行っていく予定である。後者は、従来の研究により一過性有酸素運動が記憶機能

を向上させることが示されてきたが、運動を行うタイミングによっては、運動が記憶機能にネガテ

ィブに作用する場合もある可能性が示唆されている。運動を推奨する上で、運動のネガティブな影

響を示すことは、ポジティブな影響を示すのと同様に重要であると考えている。そのため、運動の

ネガティブな影響に焦点を当て、「どのように運動を行えばよいのか」を運動を行うタイミングと

いう視点から提案することを目的に研究を進めている。本年度は予備実験を重ねた結果、実験デザ

インを確立できたため、次年度より本実験を開始する予定である【紙上】。一方、認知機能評価の

確立に関して、事象関連電位(event-related potential: ERP) のなかでも、エラー関連陰性電位 

(error-related negativity: ERN) 、 エ ラ ー 陽 性 電 位  (error-positivity: Pe) 、 刺 激 前 陰 性 電 位 

(stimulus-preceding negativity: SPN) に着目した実験研究も行った。ERN と Pe はエラーモニタリ

ング機能を反映し、SPN は報酬予期に関わる情動ʷ動機づけを鋭敏に反映する。先ず、行動上で

は観察困難な筋電位レベルのエラー (部分エラー) に着目し、金銭報酬・罰の操作による動機づけ

の高まりがエラーモニタリングに及ぼす影響を検証した。エラーモニタリングと動機づけ効果との

関係の個人差も検討した。実験参加者 (23 名) は認知葛藤課題を遂行した。罰条件では誤反応に

50 円の損失を、報酬条件では正反応に 5 円の報酬を随伴させた。統制条件では金銭獲得・損失は

なかった。その結果、ERN は金銭報酬・罰の随伴によって増大した。また、報酬に対する反応性

の高い者ほど ERN は小さかった。脳は筋電位レベルの微細なエラーを検出でき、動機づけによっ
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て活動を変えることが明らかとなった。次に、勝利確率の異なる 3 種類の意思決定課題で SPN を

測定し (32 名)、ヒトの意思決定に関わる情動ʷ動機づけ過程を調べた。SPN は島皮質を主発生源

とし、その振幅は外部信号に対する予期・期待の大きさを反映する。実験では、いずれの課題も 3

つの選択肢 (1 つのみが標的) から成り、参加者は 1 試行につき 2 回の選択機会が与えられた。最

初の選択後に、その意思決定に固執するか、別の選択肢に変更するか、最終意思決定が求められた。

実験結果はいずれの課題でも、最初の選択結果に固執する行動が強く認められ、SPN を増大させ

ることが明らかとなった。当該年度では、ヒト認知機能を ERP から解明するために、種々の課題

工夫や動機づけ操作を行い、一定の成果を得ることができた。今後は、記憶機能に及ぼす有酸素運

動の効果、認知機能に及ぼす脳震盪の影響、運動が苦手な子どもの認知機能、運動学習の神経機序

等の実験的検証に取り組む予定である【正木】。 

運動器の機能および骨格筋・腱機能に着目したヒト実験に関して、同じ姿勢で座り続けると筋は

短縮したままになり伸展性が低下する。筋の伸展性が低下した不良姿勢や同じ姿勢を保持し続ける

ことによる筋疲労は肩こりや腰痛などの発症につながると推測される。つまり、⾧時間座位姿勢を

とり続けることによって、運動器の障害発生につながる悪影響を及ぼすと推察され，正しいアライ

メントを保つための筋機能への刺激やストレッチといったトレーニング方法について検討してい

く必要があると考える。そこで、座りすぎや身体活動不足による運動器障害の発生メカニズムや運

動器の機能低下、これらを予防・改善するための効果的なトレーニング方法を明らかにすることを

目的に研究を進めた。腰痛者においては体幹深部筋の機能低下、腹臥位での股関節伸展動作におけ

る脊柱起立筋の過活動や大殿筋の活動低下が報告されている。特に、腹横筋の機能低下によって股

関節だけを伸展させることができず、腰背部を中心に動作を行っていることが示されている。また、

腹横筋の活動を学習させ、腹横筋を収縮させた状態で股関節の伸展動作を行うことで大殿筋の活動

増加や骨盤の回旋が消失することなども報告されている。そのため本年度は、股関節伸展運動時の
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機能低下を改善するために効果的なエクササイズについて検討した。その結果、股関節伸展動作時

に内転抵抗を加えることで大殿筋下部の筋活動増大と脊柱起立筋の活動減少が見られた。したがっ

て、脊柱起立筋の活動が優位になってしまう腰痛者や一般人に対して脊柱起立筋の活動を抑制しな

がら大殿筋の活動を促通し、正しい動きを覚えさせることが腰痛の治療・予防として効果的なエク

ササイズである可能性が導き出された【金岡】。また、骨格筋は 30 代以降徐々に減少し、中・高年

期以降加齢性の筋委縮が顕著にみられる。そのため、健康の維持・増進、生活習慣病予防および介

護予防という観点から、レジスタンストレーニングを行い、筋肉を肥大させることは重要である。

近年、レジスタンストレーニングを低酸素環境下で行うことで筋肉の肥大および筋力の向上が促進

されることが報告されている。しかし、これらの研究は酸素濃度および運動強度に着目した研究が

大半を占め、回復過程の環境の違いに着目した研究はみられない。そこで本年度は、トレーニング

中の環境および回復過程の環境の違いがホルモン応答および酸化ストレス指標に及ぼす影響を検

討した。本研究では常酸素環境下レジスタンストレーニング＋常酸素回復試行、低酸素環境下レジ

スタンストレーニング＋低酸素回復試行および低酸素環境下レジスタンストレーニング＋常酸素

回復試行の 3 つの異なる条件で実施し、筋肥大や筋力向上に関与するホルモン応答および酸化スト

レス指標の測定を行った。その結果、低酸素環境レジスタンストレーニング終了後に酸素環境を変

えても、ホルモン応答および酸化ストレスに影響を与えない可能性が示唆された。また、常酸素環

境下と低酸素環境下でのトレーニングの間でホルモン応答および酸化ストレス応答に差はみられ

なかった。したがって、75%1RM 強度のレジスタンストレーニング時には低酸素環境に曝露した

ことによる付加的な代謝要求の増大、乳酸値の上昇および酸化ストレスの増加が引き起こされない

可能性が明らかとなった。75%1RM 強度のレジスタンストレーニングを実施した際には、これま

での低酸素環境を利用し筋肥大を目的としたトレーニングで指摘されていたような速筋線維の追

加的な動員が引き起こされず、筋内の低酸素化が進んだ結果、常酸素環境下でのレジスタンストレ
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ーニングと比較し差がみられなかった可能性が考えられる。次年度の研究では、筋電図を用い低酸

素環境でレジスタンストレーニングを行った際に、速筋線維の動員を引き起こし、代謝産物の蓄積

およびホルモン分泌の促進効果をもたらし得る運動強度を決定する予定である【村岡】。さらに、

骨格筋の機能的・形態的・材質的特性を評価して、青年から高齢者までの身体運動の規定因子を明

らかにすることを目的とした研究を推進した。青年を対象に超音波法、磁気共鳴撮像法 (MRI)、

筋電図法などの手法を用いて非侵襲的に骨格筋の特性を定量化した。骨格筋の形態的・機能的特性

を検討するため、中高齢者男女の身体機能および形態計測を行い、中高齢者の生活リズムが骨格筋

の機能特性に及ぼす影響について検討を行った。具体的には、自転車ペダリング運動時における筋

の機能分化を明らかにした実験では、自転車競技者の骨格筋に大腿直筋と広筋群で解剖学的な適応

が起こることを明らかにし、現在は各筋の筋活動の神経生理学的な機能分化を評価する研究を進め

ている。また、中高齢者の身体機能を規定する骨格筋の形態的・機能的特性を検討した結果、最も

基礎的な身体運動である歩行機能を規定する因子が性別によって異なることが示された。さらに、

朝型の生活リズムをもつ中高齢者が大腿四頭筋の発揮筋力が高いことが明らかになり、食事や運動

のタイミングが身体機能に影響する可能性が示された。これらの実験結果は、中高齢者のロコモテ

ィブシンドロームやサルコペニアの予防戦略を考えるための一助となると考えられる【川上】。 

心血管・代謝機能低下に関するヒト実験について、朝と夕方の運動実施時間帯の相違が脂質代謝

応答に及ぼす影響を検討した。朝と夕方の一過性持久性運動を比較した運動負荷終了直後において

アドレナリン、成⾧ホルモンおよび IL-6 濃度が朝と比較し夕方で有意に高値を示し、運動負荷終

了後の脂質分解が亢進することが明らかとなった。これらの結果から、朝と夕方の運動実施時間帯

の相違によって代謝関連ホルモン、IL-6 および脂質分解応答は夕方に高くなることが示唆された。

また朝と夕方の運動実施時間帯とは関係なく、最大脂質酸化量時運動強度 (Fatmax) の方が

60%VO2max に比較して総脂質酸化量がより高値を示した。この結果より、Fatmax の方が
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60%VO2max に比較して脂質酸化亢進により有効な運動強度であることが示唆された。さらに、

朝と夕の中等度強度運動実施時間帯の相違が脂質酸化量に及ぼす影響を検討した。その結果、中間

型クロノタイプの若年者を対象に運動前の食事条件を統制した条件下において、一過性中等度強度

運動が脂質酸化量に及ぼす影響を朝と夕で比較検討した結果、一過性中等度強度運動が脂質酸化量

に及ぼす影響は朝と夕で同程度であることが分かった【坂本】。 

炎症反応・免疫機能に着目したヒト実験について、身体活動不足による免疫機能低下の機序解明

を行うために、高齢者を対象に身体活動量と唾液中の分泌型免疫グロブリン A (secretory 

immunoglobulin A; SIgA) の関係を、高齢者健康保持増進運動教室に参加した高齢者 287 名 (76.7 

± 4.8 歳) の測定データから検討した。唾液採取は、市販のミネラルウォーターで口腔内を 30 秒

間、3 回ゆすいだ後、滅菌された脱脂綿を 1 秒に 1 回、合計 60 回咀嚼することで採取した。採

取した唾液は遠心分離して回収し、回収した唾液量を 1 分間の唾液分泌量 (唾液分泌速度; 

ml/min) とした。唾液 SIgA 濃度は、酵素免疫測定法 (enzyme-linked immunosorbent assay; 

ELISA) で測定した。SIgA 濃度 (μg/ml) と唾液分泌速度 (ml/min) の積により、1 分間の SIgA

分泌量 (SIgA 分泌速度; μg/min) を算出した。身体活動量は、簡易活動量測定器 (Lifecorder, 

Kenz) を 14 日間連続して腰部に装着して、1 日当たりの平均歩数を測定した。全対象者では、年

齢と歩数の関係では負の相関関係が認められ、年齢が高くなるほど歩数が減少していたが、年齢と

SIgA 分泌速度、歩数と SIA 分泌速度に有意な相関関係は認められなかった。前期高齢者男性の

20 名、前期高齢者女性 70 名、後期高齢者男性 47 名、後期高齢者女性 150 名をそれぞれ身体活動

量で 3 群に分けて、SIgA 分泌速度との関係を検討した結果、前期高齢者男性群と前期高齢者女性

群では、身体活動量と SIgA 分泌速度には有意な関係はみられなかったが、後期高齢者男性群では、

身体活動量が中等度の群が他の 2 群に比較して有意に SIgA 分泌速度が高かった。一方、後期高齢

者女性では、身体活動量の最も少ない群の年齢が高く、SIgA 分泌速度は身体活動量が中程度の群
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に比較して有意に高かった。本研究により、高齢者の口腔内局所粘膜免疫能である SIgA 分泌速度

は、単純に高齢者の日常生活の身体活動量や年齢によって規定されるわけではないことが明らかと

なったため、個人の基礎値を規定する遺伝的要因と生活習慣や地域の特性などの環境要因を含めて

検討する必要性が示された【赤間】。また、有酸素運動が若年女性のサイトカイン変動に及ぼす影

響を評価するために、若年健康女性の月経周期別に 60 分間 の換気閾値強度での自転車運動の前後

に唾液採取と採血を行った。安静時の唾液 IL-6 は黄体期より卵胞期で高く、唾液 IL-8 は運動直後

に上昇し、血中 IL-6 は運動直後と 30 分後に上昇した。以上より、唾液中サイトカイン濃度は月経

周期や運動の影響を受けるが、必ずしも血中濃度を反映せず、局所の炎症を反映する可能性もあり、

評価が難しいことが考えられた。さらに、炎症細胞のなかでも好中球は活性酸素種 (ROS) 産生に

よる酸化ストレスの主な原因であり、過剰な ROS によって引き起こされる組織傷害は老化や種々

の疾患につながる。タヒボの抗炎症効果は試験管内や動物実験で報告されてきたが、ヒトでの知見

は少ない。そこで健常成人 14 人に 500 ミルグラムのタヒボエキスを 2 週間投与し、末梢血好中球

の ROS 産生をルミノール依存性化学発光法で測定した。その結果、ピーク値と合計値は有意に低

下し、タヒボ投与はヒト好中球の ROS 産生を抑制することが証明された【鈴木】。 

動物実験に関しては、マウスを用いて関節不動化・脊髄損傷等の身体不活動によって骨格筋・骨・

軟骨および血管に生じる機能変容について検討した。廃用性筋萎縮の抑制に関する研究として、マ

ウスを用い脱神経により廃用性萎縮を生じた骨格筋にメカニカルストレスを負荷する実験を行っ

た。具体的には、坐骨神経を切離後、下腿に 1 日 10 分間、反復性圧迫を 3 日間負荷し、腓腹筋・

ヒラメ筋を採取して筋萎縮抑制効果を解析した。筋湿重量と炎症性サイトカイン TNF-αの発現量

を解析して萎縮の程度と炎症状態を評価した。メカニカルストレスを負荷していない対照群では筋

湿重量が有意に減少し、骨格筋の萎縮が誘発されていたのに対し、メカニカルストレス負荷群では

筋湿重量の減少が抑制され、筋萎縮が抑制されていた。次に、メカニカルストレスが筋萎縮抑制効
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果をもたらすメカニズムを解明するために、NF-κB (筋タンパク分解シグナル分子) のアセチル化

を免疫染色法にて解析した。萎縮した筋組織では、NF-κB のアセチル化が促進されていたが、メ

カニカルストレスを負荷した筋組織では NF-κB のアセチル化が抑制されていた。この結果は、メ

カニカルストレスが NF-κB 活性の低下を介して炎症性反応および筋萎縮を抑制したことを示唆

する。また、血管内皮におけるメカノセンサーの機能変容と、これに対する運動などの身体メカニ

カルストレスの影響・効果に関する研究では、主要なインスリン標的組織である骨格筋組織内の血

管内皮細胞における Cas の発現を免疫染色法により評価したところ、血管内皮細胞マーカーの

CD31 との共染色を認めた。次に血管内皮特異的 Cas 欠損マウスを作製し糖負荷試験を行ったとこ

ろ、Cas 欠損マウスにおいて耐糖能の改善が認められた。以上のことから、血管内皮細胞において

メカニカルストレスは、メカノセンサーCas を介して糖代謝を制御する可能性が示唆された。さら

に、神経再生に関する研究では、ヒトを含む哺乳類の脳には、ニューロンとアストロサイトと呼ば

れる細胞が存在する。これまで、アストロサイトは単にニューロンをサポートするための細胞と考

えられてきたが、最近の研究により、アストロサイトはニューロン同様、記憶や学習といった脳機

能において重要な役割を果たすことが示されている。ニューロンとアストロサイトは神経幹細胞と

呼ばれる共通の幹細胞から産み出されるが、これまで神経幹細胞がどのようにアストロサイト産生

を開始するのか明らかではなかったが、Zbtb20 という転写因子がアストロサイト産生の開始に必

須の分子であることを明らかにした。近年、ニューロンの機能異常が原因と考えられていた多くの

精神疾患や神経変性疾患において、アストロサイトの機能異常も関与することが示唆されている。

本研究の成果により、アストロサイトの発生、機能の理解が進めば、これらの疾患の原因の解明や

治療法の開発につながる可能性がある。これらの成果を基に、適度な運動による神経機能改善効果

におけるアストロサイトの役割の検討を開始している【澤田(泰)】。 

また、激運動は筋損傷を促進するが、その機序は解明されていない。マウスの炎症細胞を除去し
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た条件で持久性運動を負荷し、筋の組織損傷と炎症に及ぼす影響について検討した。腓腹筋を組織

学的に評価したところ、炎症細胞浸潤が妨げられると筋膜傷害が減少することが示された。また、

炎症性サイトカイン (TNF-α, IL-1β, IL-6) の発現も抑制できることが示された。これらの結果

より、炎症細胞浸潤が筋損傷において重要な役割を担うことが示唆された。さらにマウスの運動ト

レーニングでも、脂肪組織への好中球の浸潤と炎症性サイトカインの産生が抑制できることが証明

され、慢性炎症の予防においても好中球の病態形成における役割と制御の可能性を示唆することが

できた【鈴木】。 

さらに、実験動物の骨格筋の材質的特性の定量法も新たに試みた。生体の軟組織の材質的特性を

評価することができる超音波エラストグラフィ法を用いて、麻酔下における実験動物のハムストリ

ングスの⾧さʷ硬さ関係を定量化した。筋弛緩剤により反射を阻害した状態では、麻酔下の筋の⾧

さʷ硬さ関係が変化したことから、ヒトの骨格筋の障害予防につながる知見を得ることができた

【川上】。 

一方、時間運動学・時間栄養学に基づき、肥満に関する遺伝素因を明らかにするための動物実験

を行った。具体的には、マウスの運動による体内時計リセット効果について調べた。運動は、輪回

し運動もしくはトレッドミル運動を負荷した。マウスの体内時計の位相を調べる方法として、我々

は IVIS (in vivo imaging system) を開発し、この方法により時計遺伝子 Per2 の働きを生きた状態

でモニターでき、肝臓、腎臓、顎下腺の時計の振幅や位相を決定することができる。まず、輪回し

運動をヒトの朝、昼、夕に相当する時間に 4 時間行った結果、夕方の輪まし運動が、予想に反して

末梢臓器の体内時計を朝方に移動させることが分った。そこで、輪回し運動をさせているときの食

パターンを調べてみたところ、面白いことに摂食活動のピークが朝方に移動していた。すなわち、

夕方運動に伴い二次的に食パターンが変化することにより、この朝方の食パターンが体内時計を朝

方にしている可能性があり、運動と食の両方のタイミングが体内時計の位相を決めている可能性が
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考えられた。そこで、食事を 1 日 2 食 (朝と夕あるいは昼と夜中) などとし、輪回し運動は朝方に

固定した実験を行った。結果として、朝・夕の 2 食では体内時計の位相は何も影響されず、朝の輪

まし運動も影響しなかった。一方、昼・夜中の 2 食実験では、夜中の食事が体内時計を夜型化させ

てしまった。このような条件下ででは、朝の運動が朝方化をもたらし、全体として、体内時計の位

相を正常化させることが分った。これらをまとめると、輪回し運動は、それ自身は体内時計の位相

を変える効果は弱かったが、食事の乱れによる体内時計の乱れに対しては改善効果をもたらすもの

と考えらえる。ヒトの社会生活に応用すれば、食生活が乱れている人は、規則的な運動習慣である

程度は体内時計の正常化が期待できる可能性を示唆する結果が得られた【柴田(重)】。また、朝と

夕の中等度強度運動実施時間帯の相違がマウスの体重増加に及ぼす影響についても検討を行った。

その結果、マウスにおける夕での運動実施の方が朝の運動に比較してより体重増加の抑制効果があ

ることが明らかになった【坂本】。 

【介入研究グループ】では、子供・青少年および中高齢者における身体活動不足解消のためのプ

ログラムの開発に必要な先行研究の知見整理や先進事例の分析等を主に行った。また、ポピュレー

ションアプローチとしての健康情報の国民への普及、身体活動支援環境整備・地域キャンペーン等

に必要な情報を精査するとともに、実行可能なフィールドから介入プログラムの開発・実践を試み

た。 

子供・青少年については、身体活動介入プログラムとして、休み時間に用具を提供することによ

る小学校児童の身体活動促進効果について検討した。介入校 (n=39) および統制校 (n=59) の各

1 校の小学校に在籍する 5 年生合計 98 名 (男子 63 名) を対象とし介入研究を行った。介入校には

バレーボールや楕円球などのボールを用具として提供した。身体活動の測定には加速度計を用い、

用具提供前とその 3 ヵ月後に測定を行った。業間休み、昼休み、平日 1 日の座位行動、低強度身体

活動、中等度身体活動、高強度身体活動を評価した。介入校と統制校における用具提供 3 ヵ月後の
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身体活動・座位行動の差を検討するため、性、BMI、用具提供前の身体活動を共変量とした共分散

分析を行った。分析対象者は、介入群では業間休みが 23 名 (男子 13 名)，昼休みが 25 名(15 名)、

1 日全体では 18 名(男子 10 名)、統制群は業間休みが 41 名(男子 28 名)、昼休みが 42 名 (29 名)、

1 日全体では 37 名 (男子 26 名) であった。業間の休み時間において、介入群は統制群と比較し、

有意に座位行動 [F(1，62)=7.70；p=0.01] および高強度身体活動の割合 [F(1，62)=6.31；p=0.02] 

が低く、低強度身体活動の割合 [F(1，62)=28.73；p<0.01] が高かった。昼休みでは、介入群は

座位行動の割合 [F(1，65)=18.36；p<0.01] が低く低強度身体活動の割合 [F(1，65)=17.11；

p<0.01] が有意に高かった。また、1 日全体では介入群の方が統制群よりも有意に中等度身体活動

の実施割合 [F(1，53)=5.06；p=0.03] が高かった。休み時間に使用できる用具の提供は、休み時

間および 1 日の身体活動促進に貢献することが示された【石井】。 

また、スポーツ食育介入プログラムとして、松江市内の小学校に通う小学 5 年生男女 36 名を対

象とし、2014 年 12 月～2015 年 11 月の 12 ヵ月間にわたり食事および運動介入を実施した。食事

介入は「副菜摂取の増加」に絞って行い、みそ汁チェックシートの配布、出前授業、ニュースレタ

ーやリーフレートの配布等を行った。夏休み期間中には家庭で調理実習も行わせた。運動介入は、

歩数計を渡して親子で歩くことを推奨し、学校で楽しく実施できるダンスを作成して指導を行った。

介入前後の評価項目は、身⾧、体重、体脂肪率、除脂肪量 (FFM)、推定ヘモグロビン値、超音波

伝播速度（SOS）20ｍシャトルラン(推定最大酸素摂取量)、栄養摂取状況、身体活動量、食意識や

子どもの体調であった。副菜総摂取量の変化量とカルシウム以外の栄養素摂取量の変化量との間に

正の相関関係が認められ、カルシウム摂取量の変化量との間には正の相関傾向が認められた。副菜

総摂取量は男子のみ介入後に有意に増加した。さらに男子の保護者の食意識は、介入後に有意に高

値を示した (p＝0.014)。身体活動量は男女とも平日の歩数において介入後で有意に低値を示した 

(男: p<0.001，女: p=0.006)。3Mets 以上の運動時間においても介入後で有意に低値を示した (男: 
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p=0.006, 女: p<0.001)。介入前後で男女とも推定最大酸素摂取量は有意に増加し (p＜0.001)、シ

ャトルランの回数の変化量は、FFM の変化量と正の相関関係が認められた (r＝0.477，p＝0.003)。

また、副菜総摂取量との間にも弱い正の相関傾向が認められた (r＝0.283，p＝0.094)。副菜総摂

取量の増加に伴ってエネルギーおよび全ての栄養素の摂取量が増加することが明らかとなった。副

菜総摂取量が介入後に有意に増加した男子の保護者の食意識の向上が認められたことから、子ども

の栄養状態の改善のためには保護者の食意識を高める食事介入を行うことが大切である。食事の質

を高める食育においては、本課題で実施した副菜摂取量の増加に絞ったシンプルな働きかけを子ど

もと保護者の双方に行うという栄養介入が、十分に効果的であると考えられる。一方、身体活動量

の増加は認められなかった。食事介入と比較して運動介入の頻度が少なかったこと、保護者に対し

て直接介入を行わなかったことが影響したようである。しかしながら、学童期の全身持久力の向上

には主菜摂取量の増加及び副菜摂取量の増加が関連すると考えられたことから、食事と運動の介入

を同時に行うことは意義があり、副菜摂取量が全身持久力の向上に間接的に関連する可能性が示唆

された【田口】。 

さらに、スポーツ活動を阻害する外傷・障害の発症予防に関する研究および成⾧期の各種運動能

力変化の特徴を明らかにするための研究を行った。スポーツ外傷・障害予防に関する研究では、前

十字靱帯 (ACL) 損傷と脛骨内側ストレス症候群 (シンスプリント: MTSS) に着目した。その結

果、これまで ACL 損傷の要因は非接触と接触の 2 つに大別され、非接触は予防できるが接触は予

防困難として見過ごされてきたのに対し、実際には接触も Direct 型と Indirect 型に分類され、後

者による受傷が多く予防が可能であることが示された。また MTSS においては、MTSS 既往歴を

持つ男性のランニング時の距骨下関節の振る舞いをみると、スタンス期に回内/回外の変位量が健

常群より大きく、このような骨性支持機構における運動の特徴が MTSS の再発要因になる可能性

が示唆された。これらの結果に基づき、次年度以降はスポーツ外傷・障害予防プログラムの開発を
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進める。一方、成⾧期における各種運動能力の変化については、主にバスケットボールやサッカー

に着目して研究を進めた。成⾧期には方向転換能力 (10x5 COD test) や跳躍能力 (5-step 

bounding) が顕著に向上するのに対し、直線走スピードの変化は非常に小さいことが明らかとな

った。またバスケットボール選手の跳躍動作を中学生、高校生、大学生で比較すると、年代を追う

ごとに跳躍高は高くなるが、中～高校生では筋量よりも動作変化が、高～大学生では筋量の発達が

跳躍高の差を説明する大きな要因となることが明らかとなった。これらは年代毎に運動能力の発達

要因が異なることを示しており、運動能力を効果的に高めるためには、各年代の特徴を考慮したト

レーニングプログラム立案が必要であることが明らかとなった【広瀬】。 

中高齢者を対象にした研究として、肥満に対する介入研究の知見を整理し、総説としてまとめた。

また、介入プログラム開発の基礎となる研究として、肥満や代謝疾患と関連する遺伝子多型に関し

て、アディポネクチンとメタボリックシンドロームと関連する CDH13 遺伝子多型、動脈硬化と高

血圧と関連する CST 遺伝子多型、インスリン抵抗性と関連する ADIPOQ 遺伝子多型について報

告した。また、20 歳以降の体重変化が脂質異常症の発症と関連すること、身体活動量計の妥当性

の検討、血糖値の非侵襲的な評価方法などを作成した。肥満・メタボリックシンドローム予防のた

めの介入プログラムの開発に向けては、肥満者に対する減量介入後の体重維持に対する web 支援

の効果検証をランダム化比較試験によって行っている。これは、肥満者に対する減量支援後、⾧期

的に減量した体重を維持することは非常に困難であることから、体重維持プログラムの開発および

検証を目指すものである。本研究の参加者は、自宅で測定した体重と身体活動量をデータサーバに

登録できるインターネット (web 支援) システムを利用し、そのデータを基に支援者が定期的にフ

ィードバックメッセージを送ることで、2 年間の⾧期的減量維持を目指している。これまでに、133

人がベースライン測定に参加し、119 人が年齢 40 歳以上 65 歳未満、BMI 25 以上 40 未満、メタ

ボリックシンドローム構成因子 (腹部肥満、血糖高値、脂質異常、血圧高値) を 1 つ以上満たす、
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という適格条件を満たした。3 ヵ月間で初期体重の 5%以上の減量を達成したのは 95 人であり、ラ

ンダム割付の結果、介入群 47 人、対照群 48 人に割り付けられた。介入群に対してのみ、体重維

持プログラムを提供し、月 1 回のフィードバックを個別に行い、2015 年度に 15 ヵ月目測定を実施

した。あと 1 年間、介入および観察を継続し、27 ヵ月目測定を経て、体重維持プログラムの有効

性を検証する【中田】。 

ロコモティブシンドローム予防に着目した研究としては、高齢者におけるロコモティブシンドロ

ームの増悪因子を解析するため、既存データの解析を行った。230 名からなる運動器疾患を有する

高齢者の 18 か月の縦断データを用いた。ロコモティブシンドロームの重症度評価には日常生活活

動を自記式に記録するロコモ 25 を用いた。計測パラメータとして、肩・腰・下肢の痛み、握力、

下肢伸展力を記録した。各ケースのロコモ 25 の変化量と各変数の関連について検討した結果、筋

力や部位別の疼痛など運動器症状の単一のものが日常活動度には直接影響しないことが明らかと

なった。今後、複合的な因子がどのように日常活動度に影響するかを明らかにする必要性が示唆さ

れた。また、ロコモティブシンドロームの重症度別での評価を行うため、対象者を調査開始時点の

ロコモ 25 の点数に応じて 7 群に分類したところ、重症例ほど適切な介入を行うと機能が改善する

ため、予防・介入プログラムを考える際には対象者のロコモの状態に応じた内容を考える必要があ

ることが明らかとなり、プログラム策定にむけ予定通りの成果を上げることができた。【緒方】。 

認知症予防については、高齢期における認知症の発症要因を明らかとし、認知症予防に資する介入

方法のエビデンスを構築することを目的とした。認知症の主要な原因疾患であるアルツハイマー病

の危険因子は、加齢の過程に伴い出現、変化、あるいは重畳し、その結果高齢期における脳の機能

的予備力を低下させる原因となる。とりわけ、高齢期に顕在化する老年症候群は認知症発症の重要

な危険因子となる。たとえば、高齢期のうつ症状は、活動性を低下させ社会的孤立を招くとともに、

脳由来神経栄養因子の発現を減少させる。また、転倒等による頭部外傷は将来のアルツハイマー病
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発症の危険因子である。その反面、社会参加、知的活動、生産活動への参加、社会的ネットワーク

が、認知症発症に対する保護的因子として認められている。これらの知見は、高齢期における活動

的なライフスタイルの確立が、認知症予防のために重要であることを示唆するものである。本年度

は、身体的あるいは認知的フレイル (予備力が低下した状態) が認知症の発症や日常生活機能の低

下に対して、どのような影響力を持つかを中心に検討を進めた。愛知県で実施している National 

Center for Geriatrics and Gerontology-Study of Geriatric Syndromes (NCGG-SGS) のコホートデ

ータを用いて身体機能と認知機能から、身体的フレイル、認知機能低下、そしてそれらを併せ持つ

認知的フレイルの有症率と IADL との関連を明らかにした。対象者は、大府市と名古屋市緑区に在

住する 65 歳以上の高齢者とし、平成 23～25 年度に調査を実施した 10,885 名の高齢者データベー

スを用いた。対象者の除外基準は、脳血管疾患、パーキンソン病、うつ病、認知症、MMSE が 21

点以下、要介護認定を受けていることとした。これらの除外基準に該当した高齢者を除いた解析対

象は 8,864 名となり、平均年齢は 71.7±5.3 歳、女性が 51.6％であった。身体的フレイルの評価は、

歩行速度の計測 (カットオフ値；1.0m/s)、握力測定 (カットオフ値；男性<26kg、女性<18kg)、

体重減少 (6 か月間に 2～3kg の体重減少)、疲労 (ここ 2 週間わけもなく疲れたような感じがする)、

身体活動の低下 (健康のための中強度の運動やスポーツの実施、健康のための軽い体操の実施を両

方共実施しない) とした。認知機能検査は、記憶、注意、実行機能、処理速度の 4 検査で構成され

る National Center for Geriatrics and Gerontology-Functional Assessment Tool を用いた。認知機

能低下の判定は、教育歴で分類した 5 歳年齢階級の平均から 1.5 標準偏差より得点低下が認められ

た項目が 2 つ以上認めた場合とした。これらから、対象者を健常、身体的フレイル、認知機能低下、

認知的フレイルに分類した。また、IADL の調査は、1) バスや電車の利用、2) 日用品の買い物、

3) 金銭管理、4) 家事、5) 電話の利用とし、１つでもできないと答えた場合を IADL 低下と判定

した。統計解析は、各群における基本属性の比較を一元配置分散分析、χ2 検定にて行った。IADL
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の低下を従属変数とし、基本属性とフレイルの分類変数を独立変数とした多重ロジスティック回帰

分析を実施した。その結果、身体的フレイル、認知機能低下、認知的フレイルの有症率は、それぞ

れ 7.2％、5.2％、1.2％であった。群間で基本属性を比較した結果、喫煙を除くすべての変数で有

意差を認めた。フレイルと IADL 低下との関係では、健常な高齢者に対する身体的フレイルのオッ

ズ比は 1.24 (95％信頼区間：1.01-1.52)、認知機能低下のオッズ比が 1.71 (95％信頼区間：1.39-2.11)、

認知的フレイルのオッズ比は 2.63 (95％信頼区間：1.74-3.97) となり、認知的フレイルのオッズ比

が最も高かった。以上の結果から、認知的フレイルに焦点をあてたスクリーニングと介入プログラ

ム開発の必要性が示唆された【島田】。 

一方、普及戦略の開発については、身体活動によるがん予防情報の国民への普及および身体活動

支援環境整備・地域キャンペーンを取り上げた。がんでなくなることを防ぐには、がんの予防およ

び早期発見が重要である。がん予防に関しては、適度な運動をはじめ、禁煙、節度のある飲酒、バ

ランスのとれた食事、体形の維持、肝炎やピロリ菌などの感染検査など、がん検診に関しては、胃

がんの X 線及び内視鏡検査、肺がん X 線検査、乳がんマンモグラフィー、子宮頸がん細胞診、大

腸がん便潜血検査が現在のところ、十分なエビデンスがあり、推奨できるものである。しかしなが

ら、喫煙割合は依然として高く、運動習慣があるものも多くなく、がん検診の受診率は十分高くな

い。がんで苦しむ人を減らすためには、このエビデンス・プラクティスギャップをなくすことが重

要である。がん対策基本計画においては、これらのギャップを減らすことは第一義的に地方自治体

等の役割となっているが、義務ではないので、結局のところ個人の行動変容をいかに起こすかとい

う問題に帰着する。そのためには、健康情報を普及し認知度を上げることはもちろん、その後の行

動変容をいかに起こすかということが重要となる。行動変容を促すためには、個人の行動の契機と

なる要因、妨げとなっている要因を調べ、行動科学モデルを構築し、実証していくことが必要であ

る。そこで、がん検診、適度な運動 (身体活動量の増加)、禁煙などについて行動科学的アプロー
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チ、特にソーシャルマーケティングの手法を用い、その要因を検討した。例えば、がん検診であれ

ば、がん検診の意識による対象者のターゲッティング (無関心者、関心者、意図者)、禁煙であれ

ば依存症であることを伝えることにより、禁煙に対するハードルを下げること、肝炎であれば、そ

れが肝がんの原因になること、一度受検すればそれでよいことなどにより、ハードルが下がること

などを明らかにした。これらの要因は、多くの人が共有するものであったり、人によって大きく異

なったりするものであるため、次のステップとして、どのくらいの人がどの要因にどのくらい反応

するかを調べることが重要となる【山本】。 

また、身体活動支援環境整備・地域キャンペーンについて、これまでの身体活動推進対策は主に

個人および小グループを対象とした介入によって行われてきた。しかし、国民全体の身体活動量を

高めるためには集団全体・地域全体、あるいは地域社会環境に働きかける効果的なポピュレーショ

ン戦略の開発が必要である。これまでに島根県雲南市の 12 地区 (公民館区) を対象に、地域クラ

スター無作為化試験を行い、ソーシャルマーケティングを活用したコミュニティワイドキャンペー

ンによる地域介入の有効性を検証してきた。ただし、これまでの研究は比較的小規模な 12 地域 (合

計人口約 20,000 人) を対象としたもので、今後はより実践的な広域展開で、その効果を検証する

必要がある。すなわち、同様の介入手法を全市展開 (雲南市内の全 32 地区) し、地方自治体が現

実的に活用できる資源 (人的および物的資源) を用いて、全市民の身体活動量を高めることができ

るかを検証する必要がある。そのため、平成 28 年度以降は雲南市全市を対象とした地域介入研究

を実施する計画である。本年度は地域介入研究としてのクラスターランダム化試験のプロセス評価

を行い、介入を広域展開するための準備とした。地域介入の評価には RE-AIM フレームワークを

用い、Reach (到達度：全住民の何割に教育介入できたか、介入内容は実際に認知されているか)、

Effectiveness (有効性：介入が到達した個人はどれほどアウトカムや QOL を改善したか)、Adoption 

(採用度：介入地区すべてで介入が実施されたか)、Implementation (実施精度：地区により介入の
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内容及び量に違いはないか) の各側面から評価した。地域介入は、すべての介入地区で地域との協

働事業として採用された (採用度)。介入の構成要素とした「情報提供」、「教育機会」、「サポート

環境」はすべての介入地区で実施され、介入量は地域の実状によってばらつきがあったものの、全

地区で最低限の介入量が担保された (実施精度)。教育機会による疑似人口カバー率 (延べ参加者

数／地域人口) は介入前期 62%、中期 24%、後期 27%であった (到達度)。前期終了後時点では、

地域住民の介入への気づき (認知) と身体活動に関する知識に変化が認められた (有効性)。また、

中期終了時点では、主要評価項目である推奨レベル身体活動実施者の割合に変化の差は見られなか

ったが、サブグループ解析の結果、柔軟運動を普及した地区では対照地区と比べて柔軟運動を実施

する者の割合が増えていた (有効性、後期終了後の結果は現在解析中)。RE-AIM モデルを用いて、

実際に行われた介入の内容および量、有効性を評価した。RE-AIM モデルの活用による介入プロ

セスの多面的な評価は、中⾧期に渡る介入の戦略の構築、見直しや転換に有用と考えられた。次年

度以降の全市展開では、現実的な介入資源の量を踏まえて、介入戦略を構築していく【井上】。 

【2 年目】 

 コホート研究グループでは、独自の研究フィールドを活用し、世代ごとに種々の健康アウトカム 

(脳・認知機能、骨格筋・腱機能、心血管・代謝機能、免疫機能、精神機能等) に影響を及ぼす身

体活動・座位行動の要素 (時間、強度、様式等) やその決定要因 (遺伝・生物学的要因、心理・社

会的要因、環境・政策的要因) を横断的に特定した。実験研究グループは、ヒトおよび動物を対象

にした基礎実験を行い、身体活動不足に起因する脳機能、骨格筋・腱機能、心血管・代謝機能、炎

症反応・免疫機能低下の機序を探索した。介入研究グループでは、子どもから高齢者までの各世代

の身体活動不足解消に資する効果的な介入プログラムの開発および情報普及戦略、社会環境整備・

地域介入方策等の検討を行った。各グループの詳細は以下のとおりである。 

【コホート研究グループ】では、子どもから高齢者までの各世代において、種々の健康アウトカ
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ムと身体活動および座位行動との関連を解明し、さらに各研究分野で未だ解明されていないこれら

の関連に影響を与える決定要因について、横断的に検討し今後の縦断的な検討につなげるための研

究を行った。 

子どもを対象とした運動器・骨格筋・腱機能を検討した研究として、健康行動や不健康と考えら

れる行動が身体に及ぼす影響を明らかにするためには、対象とする日本人小児の身体組成や運動器 

(筋、骨を中心に) の標準値を作成する必要がある。本年度は、日本人健康男児の運動器の発育様

式を、カナダ人を対象とした Rauch et al. (2004) の報告を参考に検討し、日本人男児においても

最大身⾧発育 (PHV)、最大除脂肪量発育、最大骨量発育の順で運動器発育が生じていることを確

認できた。また、最大骨量発育時期が PHV の 15 か月後頃、最大除脂肪量 (筋量) 発育時期が PHV

の 9 か月後頃であることが数値化され、これらの時期が骨、筋への影響がもっとも生じやすい時期

であることを示すことができた。さらに身体活動を促す場合、骨への負荷が加わる活動は PHV の

15 か月後以降、筋力発揮を主体とする活動は PHV の 9 か月後以降であることが望ましいことが分

かった。また、成人や高齢者において健全な生活維持に必要な筋量 (あるいは加齢による筋量減

少：サルコペニア) の目安として真田らが提案した SMI (四肢除脂肪量を体重の二乗で除したもの) 

が健康小児でどのような発育変化を示すかを明らかにするため 14 歳までの健康小児を対象に横断

的に検討した。男児ではなだらかな増加から 11 歳以降で増加が著しくなるが、女児では 14 歳ま

でなだらかに増加するのみであることが示された。小児の身体活動が不足していることの影響を筋

量発育の点から評価する際に、小児の SMI の標準値が必要であり、本研究は日本人健康小児の SMI

の標準値を初めて提示したことになる。これらの 2 つの研究成果は今後の小児の身体活動および不

活動の影響評価の指標として活用することができると考えられ、必要と考えられる身体活動の種類

や量、働きかけ時期の最適化などに用いることで貢献することが期待できる。【鳥居】青少年期の

スポーツ活動と身体の痛み発生の関係について、継続調査 2,403 名分のデータを利用したコホート
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研究データを用いて青少年におけるスポーツ活動と身体の痛みの関係について調査し、青少年の

27%が何らかの部位に痛みを持つことや、スポーツ活動の時間が⾧ければ⾧いほどその時に痛みを

持つ傾向、さらに 1 年後に新たな痛みを発症する傾向が高くなるという関係を明らかにした。【澤

田亨】また、スポーツにおける外傷・障害の危険因子の解明に関する研究も行った。対象とした外

傷・障害は第 5 中足骨骨折 (Jones 骨折) であった。Jones 骨折は 300 名を対象とした前向き調査

を実施し、発症者はつま先立ち肢位での荷重圧分布が外側に偏ること、そして後足部の回内が大き

いことが明らかとなった。これらの結果は動作時に荷重が外側に偏り、その結果として第 5 中足骨

に加わるベンディングストレスが骨折を誘発する可能性を示唆するものである。この結果から、プ

レシーズンスクリーニングとして荷重圧分布の評価や足部アライメント評価を実施してあらかじ

め発症リスクを予測すること、そして運動時の荷重を調整する予防方策の確立が必要であることが

示された。【広瀬】 

心血管・代謝機能に着目した研究としては、児童・生徒における身体活動量の基準値設定に資す

る研究を行った。特に、身体活動・体力・ 健康増進に関する客観的・定量的なエビデンスの蓄積

を目指した研究を 231 名の小学生及び中学生を対象に実施した。その結果、低体力を予防するこ

とは、血中脂質値に良好な影響を及ぼす可能性が示された。さらに身体活動目標値の達成に関連す

る要因を包括的に検討した研究において、男女ともに「運動部活動への所属」と「体脂肪率」が有

意に関連している可能性が示唆された。【宮下】 

脳・認知機能について検討した研究として、子どもの運動不足、それに伴う体力の低下が懸念さ

れるようになって久しい。そのような中、近年のいくつかの研究では、体力が高い子どもほど学力

テストのスコアが高かったことが示されている。つまり、運動習慣を身につけ体力を高めることは

脳の健全な発達、ひいては学力の向上に重要なのかもしれない。しかしながら、子どもの体力と学

力の間に関係を認めていない報告もあり、見解が完全に一致しているわけではない。子どもの体力
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の低下傾向が続いている現状を踏まえれば、このような子どもの体力と脳の関係を明らかにする必

要があると考える。そこで当該年度は、学力と密接に関わる高次認知機能 (実行機能) と記憶機能

に焦点を当て、子どもの体力と脳機能の関係を明らかにすることを目的に研究を進めた。これまで

の研究成果より、前頭前野のネットワーク (実行機能) と子どもの体力が関係していることが示唆

されている。【紙上】 

精神機能に関して検討した研究として、子どもの身体活動および座位行動は身体面だけでなく、

心理面の健康アウトカムとの関連があることが指摘されている。また、諸外国ではこれらの関連は

横断的な検討だけでなく、縦断的にも検討がなされその影響が示されている。しかし、日本におい

て子どもの身体活動および座位行動が与える心理面への⾧期的影響については検討がなされてい

ないのが現状である。そこで、当該年度は小学生を対象に身体活動および座位行動が心理面へ与え

る影響を 2 年間の縦断的検討により明らかにした。292 名の小学生 (6ʷ12 歳) を対象に郵送法に

よる調査を行った。調査は質問紙にて行い、社会人口統計学的要因、身体活動、座位行動 (平日・

休日)、心理的要因 (セルフ・エフィカシー、不安、行動) を調べた。心理的要因の維持・向上へ

の身体活動の変化、座位行動の変化、ベースラインの身体活動、座位行動、心理的要因、年齢の影

響をロジスティック回帰分析にて性別に検討した。その結果、男子では、学校外での身体活動の増

加はセルフ・エフィカシーと負の関連が認められ、女子では正の関連が認められた。平日の座位行

動の増加および週末の座位行動の⾧さは、女子においてのみ行動の維持・向上と正の関連が認めら

れた。本研究はわが国において 2 年間の縦断的な検討を初めて行った研究である。効果量は小さい

が、本研究の結果よりわが国の児童の心理的健康の向上に向けた介入への重要な知見が示された。

【石井】 

一方、成人を対象とした研究として、早稲田大学の同窓生を対象としたコホート研究「WASEDA’

S Health Study (WHS)」を推進し、身体活動・座位行動・体力・食生活の健康影響について検討し
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ている。当該年度は、所沢キャンパスに来所して、詳細な健康・体力測定を受診する WHS 参加者

のデータを 2015 年度に引き続き収集することであった。40 歳以上の早稲田大学校友の男女を対象

として、採血、動脈硬化度の測定、3 次元活動量計による身体活動量・座位行動評価、MRI による

腹部脂肪面積の測定、最大酸素摂取量の測定、簡易型自記式食事歴法質問票 (BDHQ) による食事

調査などを実施した。本年度は、WHS 参加者 829 名のデータに関する横断的検討により、腹部肥

満に対する食事パターンの影響について男女別の検討を行った。BDHQ により食品および栄養素

摂取量を算出し、52 の食品および飲料の摂取量を変数とした主成分分析を行った結果、第 1 食事

パターンは、野菜、きのこ、海草、豆腐などの大豆製品、果物、魚介類の主成分負荷量が高く、め

しの値が低い「ヘルシー型」が同定された。「ヘルシー型」の食事パターンスコア三分位による高

得点群ほど、男女とも身体活動量が多く、喫煙者が少ない傾向が示された。年齢、喫煙状況、服薬

状況、身体活動量、エネルギー摂取量、アルコール摂取量を調整変数とした共分散分析の結果、男

性において、“ヘルシー型”の食事パターンスコア三分位による高得点群ほど腹囲が低く、内臓脂肪

面積が少ないことが示唆された。以上の結果より、野菜、きのこ、海草、豆腐などの大豆製品、果

物、魚介類の摂取を特徴とする栄養バランスの良好な食事パターンの重みづけが高い中高齢男性に

おいては、腹部脂肪が少ないことが示唆された。【樋口】全身持久力とウエスト身⾧比を組み合わ

せた指標と 2 型糖尿病の関係について、男性 10,381 名を対象としたコホート研究のデータから、

全身持久力とウエスト身⾧比を組み合わせた指標が将来の 2 型糖尿病罹患を予測する指標である

ことが分かった。【澤田亨】また、20 歳時における体重と脂質異常症罹患の関係について、2,647

名の男性を追跡したコホート研究により、20 歳時における体重を維持している群に対し、体重が

15％以上増加した群の脂質異常症罹患のオッズ比が 2.68 倍高いことを確認し、20 歳時における体

重維持の重要性を明らかにした。【澤田亨】加えて、非肥満日本人男性における代謝異常とインス

リン感受性の関係について、70 名の日本人を対象に骨格筋のインスリン抵抗性を別々に計測し、
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身体活動指標との関係を調査した。その結果、骨格筋のインスリン感受性と体力や身体活動量が関

連していることが示唆された。【澤田亨】470 名の成人男女を 2 年間追跡したコホート研究のデー

タを用いて全身持久力と加齢に伴う動脈壁硬化の関係について調査し、全身持久力が高い人達は 2

年間における動脈壁硬化の進行率が小さいことを明らかにした。【澤田亨】また、臨床診療におけ

る全身持久力評価の重要性について、米国心臓病学会における身体活動委員会の委員として、全身

持久力と健康アウトカムに関する先行研究をレビューし、臨床診療における全身持久力評価の重要

性をアピールする声明を発表した。【澤田亨】さらに、痛みとの関係について、1,152 名の男性を

最大 23 年間追跡したコホート研究にて肥満度と腰痛の関係を検討した。研究参加者を体脂肪率で

四分位に分類した結果、体脂肪率がもっとも低い群を基準にした場合の体脂肪率が最も高い群の腰

痛発症のオッズ比は 2.12 であった。本研究より高い肥満度は将来の腰痛の危険因子であることを

明らかにした。【澤田亨】 

高齢者を対象にした研究では、健康寿命延伸のために、高齢期に特有の老年症候群の危険因子の

特定や、その予防に効果的なプログラムの探索を実施した。危険因子の特定のために、大規模なコ

ホート研究を実施しており、現在、約 15,000 名の高齢者コホートを運営して追跡調査を実施して

いる。多くの神経心理学的検査が臨床で活用されているが、その実施は高度な専門的知識が要求さ

れ、専門職の配置が少ない地域の保健活動では適用することが難しい。そのため、誰でも簡便に実

施が可能な認知機能検査 NCGG-FAT を開発し、地域での健診活動等に用いている。当該年度は、

NCGG-FAT の認知症発症に対する予測妥当性を検討した。対象者は 65 歳以上の高齢者 4,151 名

であった。日常生活動作が困難、神経精神疾患、MMSE が 20 点以下、欠損値がある者は対象から

除外した。認知機能検査は NCGG-FAT と MMSE を実施した。NCGG-FAT には、物語の記憶、

単語記憶、注意力、実行機能、処理速度、視空間スキルの検査が含まれている。認知症発症は診療

情報明細書から 36 か月以上の追跡調査を実施した。認知症発症の潜在的な交絡因子として、基本
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属性、慢性疾患、服薬、主観的記憶、GDS-15、喫煙、歩行速度、活動習慣を聴取した。解析は、

認知症発症を従属変数、各認知機能検査値と交絡因子を独立変数とした Cox 比例ハザードモデル

を用いた。なお、認知機能検査値は母集団の平均値と標準偏差を用いて z スコア化した。また、サ

ブ解析として、MMSE が 27 点以上と、26 点以下の群とに層化して分析した。平均追跡期間 43 か

月の間に 180 名 (4.3%) の対象者が認知症を発症した。認知症発症と関連した検査は、単語記憶、

注意力、実行機能、処理速度、MMSE であった。最も強く関連した指標は、処理速度の検査であ

り、z スコアのハザード比は 0.61 (95% CI: 0.50–0.75) であった。MMSE の得点が低い群では、視

空間スキル以外のすべての検査において認知症発症と有意な関連が認められたが、MMSE が高い

群では、すべての検査で有意な関連が認められなかった。NCGG-FAT は MMSE と同様に地域で

簡便に用いることができ、認知症発症に対する予測妥当性を有することが明らかとなった。ただし、

MMSE の値が高い対象者における将来の認知症発症との関連は認められなかった。【島田】また、

対象地域に居住する全自立高齢者を対象とした調査として、身体活動および座位行動と主観的認知

機能低下との関連について解析を行った結果、身体活動と読書が認知機能低下と関係することが明

らかとなった。すなわち、身体活動は 150 分以上／週、読書は 10 分以上／日行うものは認知機能

低下のリスクが低い可能性が示された。さらに、身体活動時間が⾧く、読書時間も⾧いほど認知機

能低下のリスクが低いことが分かった。【荒尾】地域在住高齢者における膝痛の関連要因について

も解析を行っている。その結果、身体活動、肥満度 (BMI)、栄養状態がそれぞれ有意な関連要因

として認められた。すなわち、身体活動は 150 分以上／週で、肥満度は BMI が 25 以下で、栄養

状態が良好でそれぞれ膝痛のリスクが低いことが明らかとなった。【荒尾】 

高齢者における⾧時間の座位行動 (座りすぎ) の健康影響および決定要因の検討を目的とした

研究において、フォローアップ調査・測定を実施した。加えて、ベースライン調査・測定データに

て客観的・主観的に評価した座位行動の記述疫学的検討を行った。その結果、加速度計による客観
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的な座位行動時間は 522 分/日で一日の覚醒時間の 58.1%を占めていた。また、平均で 7.7 回/時間、

座位行動を中断していた。加えて、30 分以上続くような⾧時間の座位行動を 4.4 回/日とっていた。

座位行動パターンにハイリスク集団は、男性、後期高齢者、過体重・肥満者、独身者であった。ま

た、質問紙評価による余暇 (テレビ視聴、パソコン・スマートフォン利用、読書などその他)、仕

事、および移動 (自動車運転・乗車、電車・バス移動等の公共交通機関利用) に伴う座位時間につ

いては、テレビ視聴に伴う座位時間が最も⾧く、総座位行動時間の 45.6%にあたる 200 分にのぼ

った。ハイリスク集団の特徴は、生活場面ごとに異なっていた。以上の結果から、高齢者を対象と

した座位行動減少の取り組みとして、主にテレビ視聴場面で 30 分以上続くような⾧時間の座位行

動の中断を推奨することが有効である可能性が示唆された。【柴田愛】 

【実験研究グループ】では、ヒトおよび動物を対象とした基礎研究により、身体活動・運動不足

による脳・認知機能、運動器の機能および骨格筋・腱機能、心血管・代謝機能低下、炎症反応・免

疫機能異常の機序について検討を行った。 

脳・認知機能に着目したヒト実験として、若年女性のやせすぎと高次認知機能 (実行機能) の関

係について検討した。我が国では、健康な若年女性におけるやせすぎ者の増加という、我が国特有

の現象が起きている。やせすぎは身体的、精神的に健康問題を来たし、さらには母体のやせすぎは

胎児に悪影響を及ぼす。よって、このやせすぎ者の増加に歯止めをかけ、その割合を減少させる必

要がある。脳の健康という視点から若年女性のやせすぎの問題点を提示すべく、日本人若年女性の

やせすぎと高次認知機能 (実行機能) との関係を明らかにするため、当該年度は多くの実験を行い、

データ取得を完了するとともに、現在はデータを詳細に分析している段階である。【紙上】また、

一過性有酸素運動が記憶機能に与える影響についても検討した。これまでの研究により、一過性有

酸素運動が記憶機能を向上させることが示されてきた。しかし、ストレス研究に従えば、運動を行

うタイミングによっては、運動が記憶機能にネガティブに作用する場合もあることが示唆される。
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運動を推奨する上で、運動のネガティブな影響を示すことは、ポジティブな影響を示すのと同様に

重要であると考えている。そこで、運動のネガティブな影響に焦点を当て、どのように運動を行え

ばよいのかを、運動を行うタイミングという視点から提案することを目的に研究を進めた。本年度

より実験を開始したが、途中で実験デザインの変更を余儀なくされたため、現段階ではサンプル数

が不足しており、今後も継続して実験を行っていく予定である。【紙上】①近赤外分光法 (Near 

Infrared Spectroscopy: NIRS) および両耳分離聴課題を用い、中高齢者における朝型・夜型スコア

と脳機能の関連について探索した。具体的には、中高齢者 176 名を対象にした測定を実施し、男

性において、朝型・夜型得点と両耳分離聴課題実施中の脳賦活 (左右前頭極・右縁上回・左背外側

前頭前野) が正の関連を示す (朝型であるほど脳賦活が起こりやすい) 一方、女性ではそのような

関連は見られないことを明らかにした。本研究は、初めて男性においてのみ朝型・夜型スコアと脳

機能が関連することを示した点で意義深く、性差に着目した今後の研究の発展が期待される。【熊

野】加えて、身体活動に関わる脳・認知機能を評価するうえで、当該年度は脳波の事象関連電位の

測定を通して、意思決定過程やパフォーマンスモニタリング機能について調べた。ヒトの意思決定

過程について Monty Hall ジレンマ課題を用いて調べた結果、直観に反して有利となる選択行動は

非顕在的に学習できることを確認した。その際の脳活動を刺激前陰性電位 (stimulus-preceding 

negativity SPN) によって測定した結果、島皮質の活動が学習に大きく関与することを明らかにし

た。【正木】 

 運動器の機能および骨格筋・腱機能に着目したヒト実験に関して、従来より行われてきたヒト解

剖体を用いた観察・実験やヒト生体の骨格筋特性の定量法に加え、磁気共鳴撮像法 (MRI) や超音

波法などの技術を用いて、非侵襲的に詳細な骨格筋の特性を定量することを試みた。また、幅広い

身体運動能力レベルの人間を対象に、骨格筋の「機能的・形態的・質的」特性の機序解明を推進さ

せた。高齢者や運動未熟練者など、比較的体力レベルが低い対象者における実現可能かつ効果的な
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運動プログラムの作成に関する研究では、どのようなタイミングで運動を行うと身体機能の維持・

向上により効果的かという「時間運動学」の概念に着目し、運動の実施タイミングが高齢者の生体

リズムや身体機能に及ぼす影響を明らかにすることができた。また、一流アスリートに代表される

身体能力レベルが非常に高い人間の筋腱複合体特性やその使い方を明確化させたことで、一般人の

身体運動能力を向上させる手がかりを明らかにした。さらに、筋腱複合体の材質的特性を解明する

研究においては、解剖体の大腿部深筋膜を牽引することで力学的特性の定量化を試みた。その結果、

深筋膜は身体の⾧軸方向に高い弾性を示し、骨格筋の収縮方向と一致するため、深筋膜の材質的特

性は骨格筋の機能を反映することを示した。一方、骨格筋に損傷を誘発する伸張性収縮を伴う運動 

(スクワット、ニーエクステンション、下り坂歩行) の動作特異性に関する研究では、T2 強調 MRI

法により大腿四頭筋内に引き起こされる筋損傷部位を特定することで、スクワットや下り坂歩行は

内側広筋に、ニーエクステンションは大腿直筋に筋損傷を引き起こすことが明らかとなった。【川

上】菱形筋の姿勢制御機能について、座位姿勢でのパソコン作業や、スマホ使用に伴い、背部が丸

まる不良姿勢となり、腰痛症や肩こりの要因になると言われているが、その発生メカニズムは明ら

かにされていない。不良姿勢時と良姿勢時の背部、体幹の筋活動解析を行い両者の差を明らかにす

ることで良姿勢を保つために必要な筋を明らかにすることを当該年度の目標とした。健常な成人男

性 11 名を対象とし、実験試技は立位姿勢において耳孔、肩峰、大転子、大腿骨外側上顆を矢状面

上で一直線上に保持させた良姿勢と耳孔及び肩峰を前方に突出させた不良姿勢の 2 つの姿勢保持

とした。被験筋は右側の肩周囲筋、体幹筋とし、菱形筋にはワイヤ電極を刺入した。不良姿勢にお

ける菱形筋の筋活動量は、良姿勢における筋活動量に比較して有意に低い値を示した。胸椎が過度

に後弯し、肩甲骨が外転した不良姿勢においては菱形筋の筋活動量が低下していることが明らかに

なった。このため良い姿勢を保つためには菱形筋の筋活動とその持続性が重要であることが示唆さ

れた。【金岡】 
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 心血管・代謝機能低下に関するヒト実験について、中心動脈は弾性に富んでおり、心臓より送ら

れてくる血液およびそれに伴う血圧の拍動性を緩衝する。この緩衝機能は拍動性の低い血流を末梢

臓器に送り、脳のように血管抵抗が低く物理的な負荷に弱い臓器を保護する。先行研究では、中心

動脈が硬化し、緩衝機能が低下した際に脳血流拍動性を増加させ (Xu et al., 2012)、微小血管を損

傷させることが報告されている (O' Rourke and Safar, 2007)。レジスタンストレーニング鍛練者は

同年代の非鍛練者よりも中心動脈スティフネスが高いことが明らかになっている (Miyachi et al., 

2003)。この中心動脈スティフネスの増加はレジスタンストレーニング時に生じる急激な血圧上昇

に耐えるための有益な応答であるという見解がある。もちろん、動脈を硬くし、強固な血管となる

ことは血圧上昇に耐えうるために重要な応答かもしれない。しかし、先述したように、中心動脈の

役割は脳血管などを保護するため、血流の拍動性を緩衝することである。レジスタンストレーニン

グにより動脈スティフネスが増加することはいくつも報告されているが、その増加によって緩衝機

能が低下しているか否かは明らかになっていない。そこで、2016 年度は、レジスタンストレーニ

ング鍛練者と非鍛練者の中心動脈スティフネスと脳血流拍動性を比較検討し、レジスタンストレー

ニングによる動脈スティフネスの増加が脳血流拍動性に影響を及ぼすか否かを検討した。対象は、

健常な若齢成人 31 名 (レジスタンストレーニング鍛練者 15 名、非鍛練者 16 名) とした。脳血流

拍動性および中心動脈スティフネスは臥位安静にて測定した。中心動脈スティフネスおよび脳血流

拍動性はレジスタンストレーニング鍛練者において非鍛練者と比較して有意に増加していた。また

中心動脈スティフネスと脳血流拍動性には有意な正の相関関係が認められた。以上の結果から、レ

ジスタンストレーニングによる動脈スティフネスの増加は脳血流拍動性を増加させることが示唆

された。【村岡】脂質代謝能力の個人差に応じた最適な運動強度についても検討を行った。脂質代

謝能力と⾧時間運動中の脂質代謝との関係については十分な検討は行われていない。本研究では

「脂質代謝能力の違いが⾧時間運動中の脂質代謝にどの様に反映されるか」、「脂質代謝能力の違い
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が脂質酸化に最適な運動強度範囲に与える影響」の 2 つの検討課題を明らかにすることを目的とし

た。脂質代謝能力が異なると推察される以下の身体特性を有する者および定期的な運動習慣のない

健康な男性 24 名 (肥満者 12 名、標準体重者 12 名)、定期的な運動習慣のある男性鍛錬者 12 名を

対象とした。事前測定では、心肺体力の指標となる最大酸素摂取量 (VO2max) と脂質代謝能力の

指標とされる最大脂質酸化量 (maximal fat oxidation: MFO)、Fatmax を測定するために、症候限

界性の運動負荷試験と Fatmax 試験を実施した。⾧時間運動負荷実験として、Fatmax および Fatmax

前後の運動強度で 300kcal 消費する⾧時間運動を実施し、運動中および運動中止 2 時間後までの代

謝量および血液指標を測定した。測定項目は、運動中および運動中止 2 時間後までの脂質代謝量お

よびグルコース代謝量を呼気ガス分析で測定した。また、安静時、運動中止直後、運動中止 1 時間

後、運動中止 2 時間後に採血を行い、中性脂肪、アドレナリン、ノルアドレナリン、コルチゾール、

成⾧ホルモン、アセト酢酸、βヒドロキシ酪酸を測定した。まず予備実験を行い上述の研究手法を

確定し、定期的な運動習慣のない健康な若年男性 11 名 (肥満者 7 名、 標準体重者 4 名) を対象に

測定を実施した。今年度測定した 11 名のデータを用いて、脂質代謝能力の指標である MFO およ

び Fatmax と Fatmax での 300kcal の⾧時間運動中の脂質酸化量との関係について検討した。MFO

および脂質酸化量は除脂肪体重で補正した。MFO、Fatmax ともに Fatmax での⾧時間運動中の脂

質酸化量との間に有意な関係は認められなかった。しかし、肥満者 7 名に着目すると Fatmax と

Fatmax での⾧時間運動中の脂質酸化量との間にやや強い相関関係が認められた。以上の結果より、

脂質代謝能力に応じて脂質酸化に最適な運動強度は異なる可能性が推察された。【坂本】 

 炎症反応・免疫機能に着目したヒト実験について、中高齢者における身体活動と免疫機能の関係

を 解 明 す る た め に 、 ス ト レ ッ チ ン グ ヨ ガ が 唾 液 中 の 分 泌 型 免 疫 グ ロ ブ リ ン A (secretory 

immunoglobulin A; SIgA) に及ぼす影響を検討した。対象は、中高齢者 23 名とした。本実験はク

ロスオーバーデザインにて実施し、対象者は安静日とヨガ日の 2 回の測定に参加した。安静日は
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90 分間の座位安静試行、ヨガ日は 90 分間のストレッチングヨガ試行を行い、測定は試行前後で実

施した。唾液採取は、市販のミネラルウォーターで口腔内を 30 秒間、3 回ゆすいだ後、滅菌され

た脱脂綿 (Salivette, Sersted) を 1 秒に 1 回、合計 60 回咀嚼することで採取した。採取した唾液

は遠心分離して回収し、回収した唾液量を 1 分間の唾液分泌量 (唾液分泌速度; ml/min) とした。

唾液 SIgA 濃度は、酵素免疫測定法 (enzyme-linked immunosorbent assay: ELISA) で測定した。

SIgA 濃度 (μg/ml) と唾液分泌速度 (ml/min) の積により、1 分間の SIgA 分泌量 (SIgA 分泌速

度; μg/min) を算出した。心理状態は、日本語版 Profile of Mood States (POMS) 短縮版を用い

て測定した。その結果、安静日にはいずれの測定項目も有意な変動を示さなかったが、ヨガ日では

ストレッチングヨガ後に SIgA 濃度および SIgA 分泌速度が有意に増加した。POMS スコアについ

ては、緊張ʷ不安、抑うつ、怒りʷ敵意の得点がストレッチングヨガ後に有意に低下した。近年、

ヨガが心理状態改善のリラクセーション効果を示すことが様々な先行研究によって報告されてい

る。ヨガの実施がα波を増加させ、血清コルチゾール濃度を減少させると報告されており、ヨガの

リラクセーション効果の一因と考えられている。本研究においても、POMS の緊張ʷ不安、抑う

つ、怒りʷ敵意の得点がストレッチングヨガ後に有意に改善されており、ストレッチングヨガのリ

ラクセーション効果が確認された。唾液中の SIgA は、高強度運動で低下するが、一過性の低・中

強度運動では変動しないと言われている。従って、本研究における唾液 SIgA レベルの増加は、ヨ

ガの実施に伴うリラクセーション効果が影響していると推察される。実際に、先行研究においても

クラシック音楽鑑賞やヒーリングによる唾液 SIgA の増加が報告されており、本研究の結果とも一

致する。本研究によって、低強度でもリラクセーションを伴うような身体活動は免疫機能を亢進さ

せることが新たに明らかになった。また、リラクセーション効果による唾液 SIgA の増加には副交

感神経活動の亢進が関与していると考えられており、今後、身体活動と免疫機能の関係を明らかに

していく際に、心理状態や自律神経活動も考慮に入れて詳細に検討していく必要がある。【赤間】 
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 時間運動学・時間栄養学に基づくヒトを対象にした臨床研究では、侵襲性が低くかつ客観性が高

い人のリズム測定技術を確立した。髭の毛母細胞からｍRNA を抽出し、時計遺伝子発現リズム調

べるという方法である。4 時間おきに、髭を 5-8 本抜き、1 日を 6 ポイント時間として表す方法で、

発現量のリズム性を評価するものである。この方法では、時計遺伝子のうち、Per3、Rev-erba、

Rev-erbb の 3 つの遺伝子発現リズムを効率よく観察することができた。また、女性の毛髪も試み

たが、RNA が十分量取れないケースが多々あり、リズムを評価するのには向かないと判断した。

遺伝子発現リズムを cosinor fitting 処理し、リズムの位相と振幅を評価した。その結果、60 歳以

上の高齢者 20 名程度の活動量・自転車漕ぎの最大酸素摂取量と 3 つの遺伝子発現振の相関性を調

べると、Per3 と中等度身体活動量・最大酸素摂取量に正の相関がみられた。すなわちリズムのメ

リハリが良い高齢者は運動も適切に行われているものと思われた。引き続き、睡眠や BDHQ によ

る食事頻度調査を行い、体内時計遺伝子発現、睡眠、食事内容の 3 者間の関連性について引き続き

調べていくことにより、生活習慣と体内時計の関連性を解明することが可能となる。【柴田重】 

動物実験に関しては、当該年度はまず臨床的にも問題となる運動誘発性熱中症について、そのメ

カニズムに炎症が関与することを熱中症の専門家である Nanyang Technological University の Dr. 

Chin Leong Lim とともにレビューし、運動・スポーツ現場との関連性について研究の意義を再確

認した。運動誘発性熱中症のメカニズムのひとつとして運動誘発性筋損傷の関与が考えられる。激

運動によって骨格筋にはマクロファージが集積し、炎症、筋線維破壊、筋損傷が引き起こされるが、

昨年度はマクロファージを薬理学的に除去すると運動誘発性筋損傷を予防できることを報告した。

しかしもうひとつの主要な炎症細胞である好中球については、筋損傷を誘導するかどうかが不明で

あった。そこで、本年度は好中球除去抗体をマウスに投与して、好中球の関与を検討した。抗好中

球抗体による前処置により、激運動後の骨格筋への好中球浸潤は阻止され、それによってマクロフ

ァージの浸潤や炎症性サイトカインの産生に加え筋損傷も抑制できることが示された。これらの結
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果より、炎症細胞浸潤が筋損傷において重要な役割を担うことが確認された。また、昨年度はタヒ

ボ投与が好中球の活性酸素種産生を抑制することが証明されたので、本年度はタヒボ投与が激運動

による筋損傷に及ぼす影響についてマウスを用いて検討した。その結果、タヒボは運動による骨格

筋の酸化ストレスの増加を軽減した。また、ポリフェノールが激運動により生じる腎傷害を軽減す

ることも示されたため、激運動による腎傷害とそのメカニズムおよび機能性食品成分による予防に

ついてさらに検討を進めつつある。また、不活動による骨格筋萎縮時の炎症系サイトカインの関与

を検証するために、非観血的な螺旋ワイヤー固定という不動型の固定法を開発した。マウスを 3

日間、5 日間、10 日間の固定後、遅筋ならびに速筋の筋湿重量は有意に減少したが、骨格筋の分

解を促す筋特異的萎縮関連遺伝子 atrogin-1、 MuRF1 の発現量は有意に上昇するという結果を発

表することができたため、今後不活動による筋萎縮のメカニズムや予防に関する研究も進めること

となった。【鈴木】ロコモティブシンドロームの原因疾患の中で脊髄障害は下肢歩行機能低下を引

き起こし、転倒リスクを高める要因となっている。当該年度はこうした脊髄障害の病態と治療に関

するメカニズムの検討を行った。中でも脳から脊髄を下降する神経伝達を助ける髄鞘形成システム

に着目し、このシステムが炎症反応によって障害されるメカニズムや、また内在性の修復力によっ

て回復するメカニズムの一端を明らかにした。さらに動物実験において脊髄障害の病態が関与する

下肢機能の変化を経時的に評価する手法として、水中遊泳テストを独自に開発した。一連の研究に

より、脊髄に炎症反応が生じると、グリア細胞とよばれる細胞群によってケモカインの一つである

CCL-2 を中心とした炎症関連分子を介してその炎症が拡大すること、そして髄鞘を形成している

オリゴデンドロサイトが損傷されることが明らかとなった。さらにオリゴデンドロサイトが再生す

るためには十分なエネルギー供給が必要であることが示された。今後、動物モデル等での治療介入

実験においては炎症の制御とオリゴデンドロサイトへのエネルギー供給が重要となると考えられ

る。臨床の視点では、高齢者の多くが慢性的な脊柱管狭窄の状態にあり、転倒などによる軽微な外
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力によって脊髄機能の低下を来す症例が増加している。こうした症例に対し、炎症の制御において

も CCL-2 が重要な働きをする可能性が示唆された。また、痙縮症状は臨床的にも多くの症例で問

題になっており、これを経時的に定量評価していくことで、基礎研究と臨床研究を関連付けながら

治療法開発を進めていくことができると考えられる。【緒方】生体には重力、身体運動、拍動、血

流などにより様々な物理的刺激 (メカニカルストレス) が負荷されており、それらのストレスに応

答して生体機能が調節されていることや、⾧期的な生体組織の再構築 (リモデリング) が行われて

いることが明らかになってきている。 例えば、骨には重力により⾧軸方向への圧縮応力が負荷さ

れており、関節軟骨では歩行などで生じる静水圧によってコラーゲンなどの細胞外マトリクス産生

が影響を受けていると報告されている。 逆にメカニカルストレスが負荷されない、あるいは激減

する微重力環境、無動、不活動などでは廃用性萎縮が惹起され、骨量の減少 (骨粗しょう) が起こ

る。これらの現象は非常にダイナミックであり、生物学的にも興味深いと同時に超高齢社会を迎え

た我が国における高齢者の寝たきりなどの今日的課題とも関係性が深いため、骨格筋等の運動器が

メカニカルストレスを積極的に受容して組織の恒常性を維持する仕組みを理解することは、学術的

にもまた社会的にも有意義であると考えている。そのため、メカニカルストレスがどのように骨格

筋の可塑性を制御しているかについて、主に培養細胞と実験動物を用いてアプローチしている。【秋

本】身体不活動により生じる局所組織の炎症とメカニカルストレスによるその救済の分子機構解明

を行った。当初、ギプスあるいはワイヤーによる関節固定では顕著な局所炎症をコントロールでき

ないので本研究には適さないと判断し、身体不活動モデルとして坐骨神経切離を用いることに決め

た。しかし、メカニカルストレス介入による影響を担保すると考えられる細胞であるマクロファー

ジの解析にあたり、坐骨神経切離では、切離された部位より遠位の神経組織に多数のマクロファー

ジが動員されることがわかった。これでは不活動の影響ではなく神経切離そのものの影響が大きい

ことになるので、不活動モデルとしてワイヤーによる関節固定とすることに最終的に決定した。こ
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の不活動モデルの後肢筋組織において間質に存在するマクロファージの数が、メカニカルストレス

介入により変わることが分かったので、その背景にある分子メカニズムを、間質に存在する細胞特

異的に Cas の発現を欠失するマウスを作成するなどして解析している。【澤田泰宏】加えて、関節

拘縮の病態におけるメカニカルストレス受容機構の変容の意義・役割の解明を行った。マウス膝関

節の不動化拘縮モデルを用いた関節周囲組織の解析を進めている。当初、マウス後肢の皮下にワイ

ヤーを通し、膝関節を屈曲位で固定する手法を想定していたが、より侵襲の小さい固定法を選択す

べきと考え、ワイヤーを用いた膝関節伸展位での固定を行うことにした。関節固定により関節周囲

組織にマクロファージの侵潤を認めた。そこで、マクロファージの遊走や増殖に関わる因子である

MCP-1 の発現を免疫染色によって評価した。関節固定により、MCP-1 陽性細胞の有意な増加が認

められた。しかし、MCP-1 陽性細胞のうちマクロファージの率は関節固定で上昇しなかった。液

性因子として細胞外に放出される分子である MCP-1 の産生を、免疫染色で評価することには限界

があると考えられた。今後は FACS などを用いて組織中のマクロファージを単離・分離し、定量的

PCR などの生化学的手法で遺伝子 (mRNA) 発現を解析する予定である。なお、このプロジェク

トで行う関節固定は、身体不活動モデルとしてのワイヤーによる後肢不動化とは異なり、頻回に固

定を除去するということはない。【澤田泰宏】 

 時間運動学・時間栄養学の観点から、動物を用いた基礎研究も行っている。マウスを用いた実験

により、運動や食事の介入が体内時計にどのような影響を及ぼすかについて調べた。ストレス運動

としてトレッドミル運動を、ストレスが少ない自発的運動として輪回し運動を用意した。その結果、

トレッドミル運動は体内時計に対する作用が強く、ストレス反応であるコルチゾルの分泌やノルア

ドレナリンの分泌促進が顕著にみられた。そこで、薬理学的な受容体拮抗薬の投与や、副腎摘出を

行うと、トレッドミルによる体内時計の位相変容作用は両者の併用でほとんど完全にブロックされ

た。また、運動によるリハビリ効果が施行時刻によって異なるか否かについて後肢懸垂による廃用
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性筋委縮モデルマウスで実験を試みた。マウスを 1 週間後肢懸垂させると、ヒラメ筋の委縮が顕著

に出現する。そこで、朝、昼、夕に 4 時間だけ、後肢懸垂を解放した。その結果、朝の 4 時間解除

により、筋委縮が軽減することが分かった。【柴田重】 

 【介入研究グループ】では、子どもから高齢者までの身体活動不足解消のための介入プログラム

について、先行研究の知見および先進事例を参考に、各世代の身体活動不足解消に資する効果的な

プログラムを開発し、介入を実践した。また、ポピュレーションアプローチとしての身体活動支援

環境整備・地域キャンペーン研究についても引き続き推進した。 

子ども・青少年については、松江市内の中学校に通う中学 1 年生男女 36 名を対象とし、2014

年度及び 2015 年度に実施した食事および運動介入の効果を維持させるための働きかけを継続して

実施した。男子の身⾧・体重の平均値は中学 1 年生の全国平均値と同程度であり、おおむね標準的

な体格であった。一方、女子は中学 1 年生の全国平均値を上回っていた。さらに 2 年目から 3 年

目の変化量を全国平均値の変化量と比較すると、男女とも同程度であり、2 年目から 3 年目にかけ

ての対象者の身⾧、体重の発達は平均的な水準であったと考えられた。また前年度までの結果では、

全ての項目において女子が男子に比べて有意に高値を示したが、今年度の結果では、体脂肪率以外

の項目で性差は認められなかった。これらの結果より男子においても第 2 次成⾧期が始まったと考

えられた。体力テスト (20m シャトルラン) における男子の結果は、昨年度に引き続き全国平均値

の結果を上回っていたものの、女子は全国平均値を下回っていた。身体活動量の結果では、平日の

歩数・3Mets 以上の運動時間および 4Mets 以上の運動時間において女子に比べて男子で有意に高

値を示した。3 年間の変化について検討したところ、男子は 2 年目、3 年目の平日の歩数において

1 年目と比べて有意に減少していた。しかし 3Mets 以上の運動時間では 3 年目において 2 年目と比

べて有意に増加が認められた。さらに 4Mets 以上の運動時間では 1 年目、2 年目と比べて有意に増

加が認められた。女子の結果では、3 年目の平日の歩数が 1 年目に比較して有意に減少していた。
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しかし 3 年目の 3Met 以上の運動時間及び 4Mets 以上の運動時間において 2 年目より増加が認め

られた。中学生になり部活動に参加することで運動の機会が増加したことが影響していると考えら

れた。栄養摂取状況は、エネルギー・たんぱく質・炭水化物において女子より男子の方が有意に高

値を示した。身体組成の結果は身⾧、体重ともに性差は認められなかったにも関わらず、栄養摂取

は男子の方が有意に高値を示した。男子は部活動やスポーツ少年団に所属し、より活発に活動して

いるからではないかと考えられた。3 年間の変化について検討したところ、男子ではたんぱく質、

炭水化物の摂取量が 1 年目と比べて 2 年目で有意に増加が認められた。さらにカルシウム・鉄・食

物繊維総量の摂取量が 1 年目と比較して 3 年目で有意に増加した。副菜の摂取量は、男子において

1 年目と比較して 3 年目で増加し、女子では 2 年目、3 年目ともに 1 年目よりも摂取量が増加した。

栄養状態の改善と身体活動量の増加のために、スーパー食育スクール指定校における学校、地域、

大学が連携した継続的な食事および運動介入が有益であったと考えられた。【田口】子どもにおけ

る物理的環境要因への介入による座位行動を減少させるための研究の動向についても整理した。国

内外の複数の文献データベースを用いて、物理的環境要因への介入を行っていること、座位行動を

測定していること、子どもを対象としていること、査読付の雑誌であることを条件に論文を検索し

た。タイトル、抄録および本文から採択基準に合致した論文について、該当論文の概要 (対象者、

研究デザイン、介入内容、座位行動指標、結果の概要) を抽出した。検索した論文の精読の結果、

31 編の論文 (無作為化比較試験 25 編、準実験デザイン 3 編、前後比較研究 3 編) が選出された。

多くの研究 (23 編) は、学校においてマーキングや用具の提供、施設の変更を行っていた。その

他の研究では、自宅においてテレビ視聴を制限するための装置を設置することや、地域において安

価もしくは無料にてスポーツ施設を利用する機会の提供等が行われていた。座位行動の測定には、

加速度計や質問紙、観察法による方法が用いられていた。20 編の研究では、座位行動の有意な改

善効果が報告されていた。2 編の研究を除き、すべてが日本国外にて行われた研究であった。本研
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究の知見より、座位行動減少の物理的環境要因への介入効果はある程度示されたが、わが国の子ど

もを対象とした更なる研究成果の蓄積が望まれる。【石井】 

高齢期における身体活動による生活習慣病予防・改善に関する研究に関して、日常生活下での活

動量を高めるために、無理なく実践できる生活活動を用い、食後中性脂肪の上昇の予防に対する身

体活動の有用性を 15 名の閉経後女性を対象に無作為化比較試験にて検討した。その結果、日常生

活下で安全かつ実践しやすい身体活動 (1 回 90 秒の歩行を断続的に 1 日合計 20 回) により閉経後

女性の脂質代謝に改善が認められ、さらに座位継続時間を短くすることの重要性も示唆された。ま

た、同様の試験プロトコルにて、高中性脂肪血症に罹患する閉経後女性 12 名を対象に実施した研

究においても、同様の結果が得られた。これらの知見をもとに今後は、身体活動と身体不活動の両

側面から生理学的指標を主に用いながら、さらに⾧期間の介入研究を進めていく予定である。【宮

下】また、朝と夕方の異なる運動実施時間帯における⾧時間持久性運が代謝関連指標および血中脂

質の変動に及ぼす影響についても検討した。脂質代謝能力には個人差があり、遺伝的差異がその要

因の 1 つと推察されている。運動介入により脂質代謝能力が向上すると示されているが、脂質代謝

能力の向上と遺伝的差異についての関連は明らかではない。我々の研究では朝と夕方の異なる運動

実施時間帯で一過性持久性運動に対する代謝応答が異なることが示唆されている。本研究では、12

週間の異なる運動実施時間帯での運動介入が脂質代謝能力の改善に与える影響を明らかにし、運動

介入による脂質代謝の向上度合いと遺伝的差異の関係について明らかにすることが目的である。研

究進捗状況として、被験者募集および運動介入前の測定は 34 名すべてで終了し、中間測定を実施

している状況である。【坂本】高齢者に対する運動機能および認知機能の向上に焦点を当て、時間

帯を考慮した介入プログラムの効果検証に関する介入研究も実施した。午前運動群 17 名、午後運

動群 18 名、統制群 12 名に割り振り、12 週間の介入プログラムを実施し、その前後での気分や認

知機能の変化を評価した。介入プログラムでは、身体動作と認知的エクササイズを組み合わせた二
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重課題 (歩きながら、一歩ごとに引き算を行うなど) なども組み入れ、午前運動群では午前の時間

帯に、午後運動群では午後の時間帯に、週 3 回以上自宅でのホームワークも行うように依頼した。

各群における介入前後での比較を行った結果、午後運動群で「怒り・敵意」と「疲労」が低下し、

短期記憶に関連する「復唱」と「記憶」の成績が向上する傾向が認められた。一方、午前運動群で

は「復唱」の成績のみが向上する傾向にあり、統制群では「判断」の成績のみが向上する傾向にあ

った。このことから、午後運動の方が気分や認知機能に対する改善効果が高い可能性があることが

示唆され、午後運動の方が広範な認知機能に対して効果を持つことを示した Benloucif et al.の先行

研究とも一致する結果が得られた。しかし、午後運動の方が効果的であることの背後にあるメカニ

ズムに関しては不明瞭である。【熊野】 

運動・スポーツ時の外傷・障害の予防・再発予防のための方策に関する効果検証を行った。膝前

十字靱帯 (ACL) 損傷後には損傷靱帯の再健が必須であるが、再健後の再断裂例は多い。したがっ

て再発予防プログラムの確立が急務であるが、未だ情報は少ない。本研究では 4 年間のコントロー

ル期と 8 年間の介入期、合計 12 年間の追跡を行い、股関節の可動性および安定性向上を主目的と

したエクササイズの ACL 損傷再発予防プログラムの効果検証を行った。その結果、本プログラム

実施者はコントロールの約半分の再発率であり、本プログラムが再発予防に貢献する可能性が示さ

れた。足関節内返し捻挫の再発率は 70％と極めて高いことから、再発予防因子の解明が必須であ

る。バランス課題時の測定圧分布の偏りと足関節周囲筋群の筋放電の特徴から再発リスクについて

も検討した。その結果、足関節内返し捻挫を複数回既往しているものはコントロールよりも外側荷

重率が高く、前脛骨筋よりも相対的に腓骨筋群の筋活動が低値を示すことが明らかとなった。これ

らのことから、足関節内返し捻挫の再発予防のためには腓骨筋の筋活動向上と、それにともなう立

位時の荷重を内外側でバランスとることが必要だと考えられた。【広瀬】 

 身体活動支援環境整備・地域キャンペーン研究について、これまで、身体活動推進対策は主に個
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人および小グループを対象とした介入によって行われてきた。しかし、国民全体の身体活動を推進

するためには集団全体・地域全体に働きかけるポピュレーション戦略が必要である。これまで、比

較的小規模な地域 (島根県雲南市内の 12 地区) を対象に地域介入研究を行い、ソーシャル・マー

ケティングを活用した地域介入の有効性を検討してきた。次のステップとして、これまでの成果を

発展させて介入をより広域 (雲南市全域) に展開し、その効果を検証する研究を開始した。広域展

開の意義はより実践的な状況において、この介入方法が有効であるかどうかを検討することにある。

すなわち、これまでは比較的狭い地域に集中的に資源を投入する実験的な研究であったが、広域展

開では、一般的な地方自治体が現実的に活用できる資源 (人的および物的資源) を用いることにな

る。この方法で身体活動実施者を増やすことができれば、他地域でも同じ地域介入を行うことの意

義を確認することができる。特に、この地域介入研究におけるプロセス評価に着目し、今後の地域

介入の戦略について検討する。当該年度は、10 月にベースライン調査を行って広域展開による地

域介入研究に着手した。研究協力者間で協議を重ねて、①研究デザインは対照地区のない前後比較

研究とすること、②介入地域は島根県雲南市内全域とする (ただし、主要な評価地域は先の介入研

究の対象地域ではなかった市内 20 地区とする) こと、③介入手法はソーシャル・マーケティング

を活用したコミュニティ・ワイド・キャンペーンとすること、④介入期間は 5 年間とすること、⑤

主要評価項目は定期的な身体活動・運動実施者の割合とすること、⑥評価は 40-79 歳の地域住民よ

り無作為に抽出した者とすること、⑦介入によって身体活動・運動実施者が 4％増加すること、⑧

調査への回答率は 60％程度であると仮定して 7000 名に調査票を発送すること等を決定した。倫理

審査、臨床試験登録を経て 2016 年 10 月にベースライン調査を実施した。その結果 3,963 名 (回

収率 56.6％) より回答を得た。現在、データクリーニングを進めている。今後は、プロセス評価の

ための記録を残しつつ、介入を本格化させていく予定である。【井上】 

【3 年目】 
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 コホートグループでは、独自の研究フィールドで進めてきた世代ごとに、種々の健康アウトカム 

(脳・認知機能、骨格筋・腱機能、心血管・代謝機能、免疫機能、精神機能等) に影響を及ぼす身

体活動・座位行動の要素 (時間、強度、様式等) やその決定要因 (遺伝・生物学的要因、心理・社

会的要因、環境・政策的要因) を縦断的に検討した。実験研究グループは、ヒトおよび動物を対象

にした基礎実験を行い、身体活動不足に起因する脳機能、運動機能、骨格筋・腱機能等の機序を探

索した。介入研究グループでは、前年度までに開発した子どもから高齢者までの各世代の身体活動

不足解消に資する効果的な介入プログラムの実施およびフォローアップ調査・測定を行い、短期的

効果のみならず中・⾧期的効果の検討にも着手した。各グループの詳細は以下のとおりである。 

【コホート研究グループ】では、2017 年度の研究においては、身体活動不足の健康影響および

決定要因を縦断的に評価した。子どもを対象とした検討では、児童・生徒における身体活動量の基

準値設定に資する研究において、身体活動・体力・ 健康増進に関する客観的・定量的なエビデン

スの蓄積を目指した研究として、日本人小・中学生を 1 年間にわたり追跡調査をすることにより、

日常生活全般の身体活動が血中脂質性状に及ぼす影響を縦断的に明らかにすることを目的とした

研究を行った。結果、日本人小・中学生において、中・高強度身体活動を 60 分/日以上行うことが

1 年後の血中脂質性状に良好な影響を及ぼす可能性が示唆された。これからの結果は、現在、学術

誌に投稿のため原稿を執筆中である。また、強度が高い身体活動だけでなく（例：中・高強度身体

活動および高強度身体活動）、低強度の身体活動（例：低強度身体活動）であっても、日常生活内

で積算していくことにより血中脂質性状に良好な影響を及ぼす可能性が示唆された。【宮下】また、

子どもにおいても成人同様座位行動は心身への悪影響が示されていることから(Tremblay et al., 

2011)、子どもにおいても座位行動を減少させる効果的な介入策を確立することは喫緊の課題であ

る。しかし、介入策確立のために不可欠な質の高い手法による座位行動とアウトカムの関連の検討

は、わが国では皆無である。世界的にも子どもの座位行動減少ための効果的な介入方策は十分に確
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立されておらず、また健康アウトカムとの関連は質の高い手法にてわが国では検討されていないこ

とが挙げられる。子どもの頃の座位行動習慣はそれ以降にも持ち越されることから(Jones et al., 

2013)、子どもの座位行動を減少させることは日本国民全体の健康増進を進める上で重要である。

そこで本年度は、子どもの⾧時間の座位行動と学力・体力との関連を明らかにすることを目的とし

た。調査対象は、学校⾧より調査に協力の同意が得られている小学校 1 校の児童 3-6 年生を対象と

した。調査の方法は、留め置き法で質問紙への回答を求めた。アウトカム評価で必要な体力及び学

力のデータについては、該当児童のデータを学校より得た。調査内容は、平日及び休日の場面別座

位時間(分/週)(読書/音楽鑑賞、テレビ視聴、テレビ/ビデオゲーム利用、インターネット利用、学

業、夜間のスマートフォン/携帯電話利用、移動(車))、学校の学業成績、新体力テストの値、社会

人口学的要因(性、学年、身⾧、体重)、1 日 60 分以上の週あたりの中等度以上身体活動の実施日

数とした。分析方法は、座位行動とアウトカム変数との関連を、社会人口統計学的要因及び身体活

動を調整変数とした相関係数を算出した。結果として、平日のゲーム利用と反復横とび、20m シ

ャトルラン、50m 走に相関が、また休日のゲーム利用と反復横とび、20m シャトルラン、50m 走

に相関が認められた。さらに、平日のインターネット利用及び休日のインターネット利用と 20m

シャトルランの間に負の相関が認められた。学業成績については、平日のテレビ視聴と国語及び算

数に負の相関が認められた。また、ゲーム利用については、平日及び休日それぞれ、国語、算数、

体育の成績と負の相関が認められた。さらに、インターネット利用については国語、算数の間に、

学業については国語、算数、社会に相関が認められた。休日の夜の携帯電話利用については、算数

及び音楽と負の相関が認められた。このように、学業以外の座位行動の⾧さは体力及び学業成績の

悪さと関連していることが示された。【石井】 

成⾧期アスリートにおける効果的なトレーニングプログラムや傷害予防対策において、成⾧の個

人差、すなわち早熟や晩熟を評価することは重要であることが報告されている。現在では
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Tanner-Whitehouse 法を用いた骨年齢が最も信頼性の高い方法として広く用いられている。この

方法には、第 2 法（TW2）と第 3 法（TW3）があり、それぞれ骨年齢算出に用いられた基礎デー

タが前者が欧米のみであるのに対して後者はアジアの子どもも含んでいる。このような算出背景が

異なるにもかかわらず、多様な人種のデータを用いての信頼性や妥当性評価はなされていない。そ

こでヨーロッパ、南米、アジアのデータを用いて暦年齢との関係について検討した結果、TW3 の

方が暦年齢との当てはまりがよいことが明らかとなり、評価においては TW3 の方が信頼性が高い

ことが示された。一方で日本とタイのデータは TW3 でも高値にあることから、日本人に適した方

法の確立も必要であることが示された（Malina et al., 2017）。危険因子検討研究において、サッカ

ーで好発する Jones 骨折の危険因子に関する後ろ向き研究において、Jones 骨折既往者は踵上げ動

作時の荷重位置の外方偏移を呈する傾向にあり、着地や切り返し動作時の荷重の外方偏移は第 5

中足骨のベンディングストレス増大をもたらし、その結果として疲労骨折が好発する可能性が示さ

れた（Matsuda et al., 2017）。また足関節捻挫の危険因子としても荷重位置の外側偏移が危険因子

であると考えられているが、そのような荷重変化をもたらす要因として前脛骨筋に対する腓骨筋の

機能低下が影響している可能性が示された（Mineta et al., 2017）。これらから、足関節捻挫予防あ

るいは再発予防には腓骨筋機能の向上を図ることで荷重が足部外側に偏移しないような動作獲得

が必要であることが示され、今後の予防トレーニングプログラミングの基礎情報を得ることができ

た。【広瀬】 

成人については、身体活動不足の健康影響や決定要因を特定するため、「肥満と腰痛」や「全身

持久力と 2 型糖尿病」の関係をコホート研究によって評価した。肥満度と腰痛罹患の関係について

は、1,152 人の日本人男性労働者 (平均年齢 28 歳) を、肥満指標 (体脂肪率および BMI) と腰痛

罹患の関係を縦断的に評価するために約 20 年追跡した。追跡開始時点において各肥満指標を四分

位に分類した。体脂肪率の第 1 四分位を基準にした場合の第 4四分位の多変量調整オッズ比は 2.12、
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体脂肪率は 1.74 であった。本研究は肥満が将来の腰痛罹患の危険因子である可能性を示唆してい

る。また、全身持久力が⾧期間の 2 型糖尿病罹患に及ぼす影響については、男性 7,804 人 (平均

年齢 38 歳) を最大 23 年間追跡し、追跡開始時点 (1986 年) の全身持久力がどのくらいの期間、2

型糖尿病罹患率に影響を及ぼし続けるかを評価した。1986 年以降の追跡期間を 1986～1993 年、

1994～2001 年、2002～2009 年の 3 つの期間に分類し、それぞれの期間における 2 型糖尿病罹患

率を評価した。その結果、いずれの期間においても追跡開始時点で全身持久力が高い値を示した群

は、全身持久力が低い群と比較して多変量調整ハザード比が低い値を示した。本研究は高い全身持

久力を保持することは、⾧期にわたって 2 型糖尿病の発症を予防する可能性があることを示唆して

いる。さらに、全身持久力の維持と 2 型糖尿病罹患については、先の研究で高い全身持久力を保持

することが⾧期間にわたって 2 型糖尿病の発症を予防する可能性があることを観察したが、本研究

では全身持久力を一時的に高めればよいのか一定期間高い値を維持しなくてはいけないかを評価

した。まず、20～60 歳の男性 7,158 人の 8 年間 (1979～1987 年) における全身持久力の値を確認

した。そして、全身持久力が一時的に高い値を示した群と 8 年間にわたって高い値を維持した群の

1987 年以降の糖尿病罹患率を比較した。その結果、8 年間にわたって高い値を維持した群の 2 型

糖尿病罹患率が明らかに低い値を示していることを観察した。本研究は高い全身持久力を⾧期間に

わたって維持することが将来の 2 型糖尿病罹患を予防するために重要であることを示唆している。

全身持久力の基準値の⾧期達成と 2 型糖尿病罹患の関係については、厚生労働省は、生活習慣病の

予防が期待できる「全身持久力の基準値」を公表している。本研究はこの「全身持久力の基準値」

を⾧期間満たすことによって将来の 2 型糖尿病罹患が予防されるかどうかを評価した。21～59 歳

の男性 2,235 人を対象に、追跡開始前の 8 年間において「全身持久力の基準値」を満たしていたか

どうかを評価した。そして、「満たしていた群」と「満たしていなかった群」の、追跡期間中（最

大 23 年）の 2 型糖尿病罹患率を比較した。その結果、「満たしていた群」の 2 型糖尿病罹患率が
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明らかに低い値を示していることを観察した。本研究の結果は厚生労働省が示している「全身持久

力の基準値」が妥当であることを示している。【澤田亨】 

軽度認知障害 (mild cognitive impairment: MCI) は認知症へ移行する危険性が高い一方で、正常

の機能へと回復する者の存在が明らかとされている。回復率は報告によって大きく異なり、数パー

セントから 50 パーセント以上であるとする報告が散見される。日本においては、大規模集団を対

象とした報告がなく、また世界的にも MCI のサブタイプ毎の回復率については十分明らかになっ

ていない。本研究では、高齢者の大規模コホートデータ (National Center for Geriatrics and 

Gerontology-Study of Geriatric Syndromes) から、MCI 高齢者が正常へ回復する者の割合を MCI

のサブタイプ毎に明らかにすることを目的とした。対象者は、初回 (2011～2012 年) と 2 回目

（2015～2016 年）の調査を受け、初回調査時に mini-mental state examination (MMSE )が 24 点

以上の 65 歳以上の高齢者とした。対象者は、認知機能検査 National Center for Geriatrics and 

Gerontology-Functional Assessment Tool を実施し、5 歳年齢階級の平均値から 1.5 標準偏差以上

の低下を認知障害ありと判定した。MCI 判定は Mayo Clinic の基準に準じた。解析は初回調査時

の MCI 単領域、複数領域、および健忘型、非健忘型から 2 回目調査時に正常の機能へと回復した

高齢者の割合を集計し残差分析を行った。また、ロジスティック回帰分析により 2 回目調査時に

MMSE が 23 点以下に低下するオッズ比を求めた。初回調査 5104 名のうち、2 回目調査を受けて

分析対象となったのは 2323 名であり、サンプリングバイアスが疑われたので多重代入後の平均を

用いて解析した。最終的な分析対象者は、3641 名 (平均年齢 72 歳) であった。 MCI 単領域か

ら正常へと回復した高齢者は約 50% (p<0.01)、複数領域では 22% (p<0.01) であった。また健忘

型 MCI からの回復者は 36% (p<0.01)、非健忘型では 45% (p<0.01) であった。MMSE 低下に対

する MCI 単領域のオッズ比は正常と比較して有意ではなかったが、複数領域のオッズ比は 2.7 

(1.3-5.6, p=0.01) で有意な関連を示した。健忘型のオッズ比は有意ではなく、非健忘型が 1.9 
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(1.1-3.2, p=0.03) で有意な関連を示した。MCI から 4 年間後に正常の認知機能へと回復した高齢

者の割合は、22～50%であり改善可能性を有していた。また、MCI 複数領域と非健忘型が、全般

的認知機能低下へ移行する危険性が高かった。【島田】 

早稲田大学の同窓生を対象としたコホート研究“WASEDA’S Health Study”を推進し、身体活動・

座位行動・体力・食生活の健康影響を解明するための研究を推進した。2017 年度の目標の一つは、

所沢キャンパスに来所して、詳細な健康・体力測定を受診する WASEDA’S Health Study D コース

の対象者のデータを 2015 年度、2016 年度に引き続き収集することであった。40 歳以上の早稲田

大学校友の男女を対象として、採血、動脈硬化度の測定、3 次元活動量計による身体活動量・座位

行動評価、MRI による腹部脂肪面積の測定、DXA による身体組成の測定、自転車エルゴメータに

よる最大酸素摂取量の直接測定、簡易型自記式食事歴法質問票 (BDHQ) による食事調査などを実

施した。2018 年 3 月までに総計 953 名のデータを収集することができた。この WASEDA’S Health 

Study の対象者のデータを用いて横断的な検討を行い、研究成果を国際学会で発表した。筋量が低

下した状態のサルコペニアと生活習慣要因との関連について検討した結果、加齢、低たんぱく食、

身体不活動がそれぞれ独立してサルコペニアと関連することが示唆された。また、食事パターンと

内臓脂肪量との関連について検討した結果、野菜、きのこ、海藻などの副菜を十分に摂る食事をし

ている人、特に男性においては、内臓脂肪量が少ないことが示唆された。今後、引き続き測定を継

続して実施し、データを蓄積するとともに、身体活動・座位行動・体力・食生活の健康影響につい

ての解析を進める。2017 年度までに総計 953 名のデータ収集ができ、研究実施はおおむね順調に

進んでいるといえる。また、今年度はデータ収集のみならず、食事パターンと腹部内臓脂肪面積と

の関連についての論文投稿が完了しており、データ解析についても当初の予定どおり順調に進んで

いるといえる。【樋口満】 

【実験研究グループ】では、2017 年度は、身体活動不足に起因する健康障害の背景にある機序
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の解明に取り組んだ。まず、動物を対象とした研究では、マウスの非活動期の真ん中に、高脂肪食

を与えるとマウスは嗜好性を示し、非活動期にも関わらず、餌が提示されると直ちに反応して餌を

取る。これは 5 分と短時間の提示でも起こり、1 日の摂取カロリーの約２５％を、この時間に取る

ことが出来るようになる。これは、ヒトの夜食症のモデルとなりうることを見出した。また、夜食

症ではヒトの場合肥満になることが報告されているが、今回のモデルマウスも肥満傾向になること

が分かった。ヒトの夜食症は、うつ症状を伴うことが報告されているので、このマウスのうつ症状

を、強制水泳試験で確かめた。強制水泳試験とは、マウスを 25℃の水の中に入れ、15 分観察する。

マウスは、水に入れられると逃避行動として、活発に泳ぐが後半になるとシリンダーから逃げられ

ないことを覚え、浮いた状態を維持する。このとき、抗うつ薬をあらかじめ投与しておくと、あき

らめずに強制水泳の後半でも、活発に泳ぐようになる。今回作成したモデルマウスでは、後半のあ

きらめが早く出現し、浮いた状態を⾧く続けることが分かった。したがって、うつ症状の視点でも、

今回のモデルマウスの妥当性が評価できた。うつ病治療に、セロトニン神経を活発にさせる、セロ

トニン選択的再取り込み抑制薬が良く使われる。すなわち、うつ状態ではセロトニンの神経系が、

減弱していることになる。そこで、今回作成したモデルマウスの、海馬や大脳皮質の、セロトニン 

(５HT) やセロトニンの主代謝産物のセロトニンインドール酢酸 (５HIAA) を液体クロマトグラ

フで定量した。その結果、5HT や 5HIAA の含量が海馬で変動し、セロトニンの代謝が悪くなって

いることが分かった。すなわち、今回の夜食症モデルマウスの脳内セロトニン代謝は低下すること

で、行動上うつ症状を示す可能性が強く示唆された。夜食症の脳内機構は良く分かっておらず、今

回用マウスのモデルが作成されたことにより、ヒトの夜食症の病因解明や、治療の開発が促進され

るものと期待している。また、非活動期に高脂肪食を取ることから、末梢の体内時計位相が狂って

しまう可能性が考えられる。今回、Per2::Luc のマウスを用いて、時計遺伝子 Per2 の位相変動を

調べた。その結果、夜食症モデルマウスでは、肝臓、腎臓など末梢臓器の時計の位相が前進してい
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ることが分かった。したがって、強制水泳やセロトニン代謝で見られる変化は、視交叉上核の主時

計と末梢時計の位相のずれに起因する可能性が示唆される。【柴田重】 

また、身体不活動による生じる局所組織の炎症とメカニカルストレスによるその救済の分子機構

を解明した研究では、2016 年度までの実験で、メカニカルストレス介入による影響を担保すると

考えられる細胞である単球/マクロファージの解析にあたり、坐骨神経切離では不活動の影響では

なく神経切離そのものの影響が大きいことになるので、不活動モデルとしてワイヤーによる関節固

定とすることに最終的に決定した。ワイヤーによるマウス後肢不動化 (関節固定) による筋委縮を

下腿三頭筋 (腓腹筋) 筋繊維断面積 (cross sectional area) で評価したところ、マッサージを模す

る体表からの局所的反復性圧迫 (1 回 30 分、頻度 2 Hz、筋内圧変化 50 mmHg を 7 日間) により、

不動性筋委縮が抑制されることが分かった。また、マウス後肢不動化による下腿三頭筋組織におけ

る F4/80 陽性の単球/マクロファージの数の増加も局所的反復性圧迫により有意に抑制された。マ

ウス後肢不動化により促進される局所 (下腿三頭筋組織) の単球/マクロファージにおける炎症性

物質、具体的には MCP-1 及び TNF-α の産生も、局所的反復性圧迫により有意に抑制された。こ

れは反復性圧迫による単球/マクロファージの活性抑制を示唆する。そして、マウス後肢不動化に

よる局所の間質腔増大も局所的反復性圧迫により有意に抑制された。これは、反復性圧迫による局

所の浮腫の抑制を示唆する。リポゾーム化ビスフォスフォネートの投与により、骨髄から局所に動

員される単球/マクロファージを枯渇・除去したところ、不動性筋委縮が認められなくなった。こ

れは、不動性筋委縮に、骨髄由来の単球/マクロファージの活性が重要な役割を果たすことを示す。

また、リポゾーム化ビスフォスフォネートの投与により、局所的反復性圧迫の筋繊維断面積に対す

る影響が明らかではなくなった。局所的反復性圧迫の効果は、間質液の動き (間質流) による単球

/マクロファージへの液流剪断応力 (シアストレス) によるものではないかと考え、培養マクロフ

ァージに 30 分間、シアストレス (0.5 Pa, 1 Hz) を負荷して 6 時間後の mRNA 発現をリアルタイ
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ム PCR 法にて計測したところ、シアストレスにより、マクロファージにおける MCP-1 及び TNF-

αの発現抑制が認められた。以上の知見は、不動性筋委縮には局所の間質流不全による局所の単球

/マクロファージの活性化が関与しており、エクササイズ (筋収縮) ではなくメカニカルストレス

による介入にて局所の単球/マクロファージの活性を抑制すれば、不動性筋委縮を抑制あるいは最

小限にできる可能性を示唆する。現在、in vivo 及び in vitro の実験結果をまとめて国際学術誌に投

稿するための最終準備段階にある【澤田泰宏】 

さらに、昨年度に引き続き、運動の効果と激運動の有害作用について解析するために各種実験を

行い、炎症反応の関与とその予防対策としての機能性食品の効果を検討した。本年度は特に天然物

のポリフェノールの抗炎症作用に着目し、ポリフェノールの各種効果を探索すると同時に、その作

用機序の解明と新規評価法の検討を試みた。昨年度はタヒボ投与が激運動による筋損傷に及ぼす影

響についてマウスを用いて検討した結果、タヒボポリフェノールは疲労困憊運動による骨格筋の酸

化ストレスの発生を軽減し、エネルギー代謝を亢進させ持久力を向上させることが証明されたので、

論文投稿を行った (Scientific Report で査読中)。また、タヒボが激運動により生じる腎傷害を軽減

することも示されたため、激運動による腎傷害とそのメカニズムおよび機能性食品成分による予防

についてさらに検討を進めた。タヒボ以外にも、ぶどう種子ポリフェノール、アカシアポリフェノ

ール、クルクミン、さらに緑茶ポリフェノールである (+)-catechin, (-)-catechin, (-)-epicatechin, 

gallic acid, (-)-epigallocatechin-3-gallate（EGCG）などの抗炎症作用についてもマクロファージの

細胞培養法を用いた基礎的検討を行い、学会発表・論文投稿を進めた。そのなかでも、タヒボポリ

フェノールの作用は強力であり、他のポリフェノールと同様に炎症性サイトカイン産生の抑制など

抗炎症作用とともに、シクロオキシゲナーゼ 2 の選択的阻害剤としての薬理作用を分子ドッキング

法にて証明し、Frontiers in Nutrition に論文として発表することができた。また、運動誘発性筋損

傷と血中バイオマーカーの関連性については多くの研究がなされてきたが、両者の相関は十分では
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なかった。近年、プロテオミクスによりタンパク質発現の網羅的解析が可能となったため我々は伸

張性運動前後の尿中タンパク質の同定を試み、タイチン (別名コネクチン) の N 末端分子を発見

した。新規に酵素免疫測定法で測定系を設定し、運動による変動と既存の血中筋損傷マーカーおよ

び筋症状とに強い相関が認められたため、非侵襲的な筋損傷の新規バイオマーカーの可能性を示唆

することができた。【鈴木】 

人を対象とした研究では、生体には重力、身体運動、拍動、血流などにより様々な物理的刺激 (メ

カニカルストレス) が負荷されており、それらのストレスに応答して生体機能が調節されているこ

とや、⾧期的な生体組織の再構築（リモデリング）が行われていることが明らかになってきている。 

例えば、骨には重力により⾧軸方向への圧縮応力が負荷されており、関節軟骨では歩行などで生じ

る静水圧によってコラーゲンなどの細胞外マトリクス産生が影響を受けていると報告されている。 

逆にメカニカルストレスが負荷されない、あるいは激減する微重力環境、無動、不活動などでは廃

用性萎縮が惹起され、骨量の減少 (骨粗しょう) が起こる。 これらの現象は非常にダイナミック

であり、生物学的にも興味深いと同時に高齢社会を迎えた我が国における高齢者の寝たきりなどの

今日的課題とも関係性が深いため、 骨格筋等の運動器がメカニカルストレスを積極的に受容して

組織の恒常性を維持する仕組みを理解することは、学術的にもまた社会的にも有意義であると考え

ている。現在、メカニカルストレスがどのように骨格筋の可塑性を制御しているかについて、主に

培養細胞と実験動物を用いてアプローチしている。【秋本】 

また、循環器についての検討では、中心動脈は弾性に富んでおり、心臓から血液が拍出された際

に生じる血流の拍動性成分を緩衝する (O’Rourke & Safar, 2005)．この緩衝機能には中心動脈の硬

化度 (スティフネス) が大きく影響することが知られている (Tomoto et al., 2015)．先行研究では、

加齢や疾患により中心動脈スティフネスが増加することが報告されており、それに伴って、脳血流

拍動性が増大し (Tarumi et al., 2014)、脳血管障害が惹起される．レジスタンストレーニング (RT) 
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は筋量および筋力の増大をはじめとした様々な有効性が知られている．一方、RT は中心動脈ステ

ィフネスを増加させることが報告されており (Miyachi et al. 2004)、脳血流拍動性を増加させると

考えられる．実際に、我々は RT 鍛錬者が非鍛錬者と比較して中心動脈スティフネスおよび脳血流

拍動性が高値を示し、それらが負の相関関係を示すことを明らかにした (Nakamura et al., 2018)．

これまでの我々の研究結果を踏まえ、トレーニング介入実験にて RT による中心動脈スティフネス

の増加が脳血流拍動性に及ぼす影響を検討することが必要である。RT は中心動脈での緩衝機能を

低下させる一方で、末梢動脈の緩衝機能を向上させることが示唆されている (Beck et al., 2013)．

この適応は加齢や疾病とは異なり RT 特有のものである．血流の拍動性成分は中心動脈で全て緩衝

されるわけではなく、末梢動脈においても緩衝されている (Boardman et al., 2017)．RT では、中

心動脈の緩衝機能の低下を末梢動脈で補っている可能性がある．そこで、本年度は (1) 介入実験

にて、RT による中心動脈スティフネスの増加が脳血流拍動性に及ぼす影響を検討すること、（2） 

RT に伴う中心動脈の血流拍動性緩衝機能の低下を末梢で補っているのか否かを検討することを目

的とした．男性 18 名を筋力トレーニングを行う RT 群とコントロール (CON) 群に無作為に分け

た．RT 群は週 3 回の頻度で、8 週間トレーニングを実施した．トレーニング前および４週間後、8

週間後に中心動脈スティフネスおよび脳血流動態、末梢動脈の緩衝能を測定した．RT 群において、

中心動脈スティフネスはトレーニング前と比較して 4 および 8 週間後に増加した．しかし、脳血流

拍動性は変化が認められなかった．末梢動脈の緩衝機能はトレーニング前よりもトレーニング後に

向上した．以上の結果から、RT は中心動脈スティフネスを増加させるが、末梢動脈の緩衝機能が

向上するため脳血流拍動性を増大させないことを明らかにした．本研究結果は、2018 年に開催さ

れる ECSS にて発表を行う予定である。【村岡】 

免疫系の検討として、高齢者の身体活動量と免疫機能の関係を明らかにするために、身体活動の

強度が唾液中の分泌型免疫グロブリン A (secretory immunoglobulin A; SIgA) に及ぼす影響を検討
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した。過去に測定した高齢者 85 名に、新たに高齢者 26 名を追加測定して、高齢者 111 名 (平均

年齢 73.3±5.4 歳, 男性 23 名, 女性 88 名) を対象に解析を行った。身体活動量は、簡易活動量測

定器 (ライフコーダ) を 2 週間装着することで測定し、総消費量、運動量、歩数、運動強度別の活

動時間について、1 日あたりの平均値を算出した。唾液採取は、市販のミネラルウォーターで口腔

内を 30 秒間、3 回ゆすいだ後、滅菌された脱脂綿 (Salivette, Sersted) を 1 秒に 1 回、合計 60 回

咀嚼することで採取した。採取した唾液は遠心分離して回収し、回収した唾液量を 1 分間の唾液

分泌量 (唾液分泌速度; ml╱min) とした。唾液 SIgA 濃度は、酵素免疫測定法 (enzyme-linked 

immunosorbent assay; ELISA) で測定した。SIgA 濃度 (μg/ml) と唾液分泌速度 (ml╱min) の

積により、1 分間の SIgA 分泌量 (SIgA 分泌速度; μg/min) を算出した。身体活動量 (総消費量、

運動量、歩数、運動強度別の活動時間） と免疫機能 (唾液分泌速度、SIgA 濃度、SIgA 分泌速度) 

の関係について、Pearson の積率相関係数を用いて、統計解析を実施した。その結果、唾液分泌速

度と身体活動量には、有意な相関関係は認められなかった。SIgA 濃度については、運動量 (r = 

0.204, p < 0.05)、1.8 METS の活動時間 (r = 0.208, p < 0.05)、2.3 METS の活動時間 (r = 0.194, p 

< 0.05) と有意な正の相関関係が認められ、歩数 (r = 0.178, p = 0.061)、低強度 (1.8～2.9 METS) 

の活動時間 (r = 0.176, p = 0.065) と正の相関傾向がみられた。SIgA 分泌速度については、総消費

量 (r = 0.192, p < 0.05)、運動量 (r = 0.236, p < 0.05)、4.3 METS の活動時間 (r = 0.211, p < 0.05) 

と有意な正の相関関係が認められ、歩数 (r = 0.184, p = 0.053)、中強度 (3.6～5.2 METS) の活動

時間 (r = 0.184, p = 0.054) と正の相関傾向がみられた。身体活動量と免疫機能の関係については、

適度な運動習慣が免疫機能を向上させると考えられている。先行研究では、284 名の高齢者を対象

に歩数別の SIgA 分泌速度を検討しており、1 日の平均歩数が 5968～7673 歩の群で SIgA 分泌速度

が最も高かったと報告している。本研究においても、SIgA 分泌速度は総消費量、運動量と正の相

関関係を示しており、特に中強度の活動時間との関連性が明らかになっている。従って、唾液中の
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免疫機能を向上させるためには、単純に歩数を増やすだけでなく、速歩程度の運動強度での歩行時

間を増やすことが重要であると示唆された。今後、被験者数を増やし、血中の免疫指標との関連性

もあわせて検討していく必要がある。【赤間】 

潜水反射試験による自律神経機能の評価および脂質代謝機能と肥満や生活習慣病との関連に関

する研究では、運動負荷試験中止後の心拍回復応答と潜水徐脈とを比較検討し、潜水徐脈の有用性

を検討した。その結果、安全で簡便な潜水反射試験の徐脈化の程度により、ある程度迷走神経 (副

交感神経) 機能を判定可能であること、また運動負荷試験中における脂質酸化量の変動や、安静時

の脂質酸化量から最大脂質酸化量の推測が可能かどかを検討した。その結果より、最大脂質酸化量

の意義と、最大脂質酸化量時運動強度を運動処方作成の際に利用することの有用性を示唆した。【坂

本】 

【介入研究グループ】では、身体活動不足を検討する本研究事業で欠かすことのできない、身体

活動量調査の標準プロトコルの作成と各手法間の比較可能性の検討を開始した。身体活動量調査は、

運動疫学研究の根幹であり、その主な手法として、加速度計法と質問紙法がある。それぞれに種類

やアルゴリズム等に差があり、比較可能性を保つことは容易ではない。本プロジェクトでは、加速

度計法および質問紙法についての標準プロトコルを作成するとともに、そのプロトコルに基づいた

調査を実施することで、手法間の比較可能性を明らかにすることを目的としている。2017 年度は、

身体活動量評価のための標準プロトコルの作成に注力するとともに、調査研究の実施計画書を作成

するための協議を共同研究者らとともに進めた。【中田】 

また、これまでに実施した各世代を対象とした介入プログラムの効果検証について、フォローア

ップ調査・測定を実施し、短期的効果および中・⾧期的効果の検討また普及方策の開発を行った。 

はじめに、主に老年期と中・高年期の人を対象とした介入研究を実施した。老年期の研究としては、

2015 年度に実施した自治体に居住する全自立高齢者を対象とした調査データを用いて、健康アウ
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トカムとして膝痛、認知機能低下、および睡眠障害を設定し、それらの関係要因について解析した。

それらの結果を国内外での学会などで発表するとともに論文としてまとめ、国内外の学術雑誌に投

稿し、掲載された。また、今年度 1 月に、2015 年度に実施した調査をベースラインとした縦断研

究の観察 2 年時点での調査を実施した。そして、ベースラインデータと今年度の調査で得られた上

述の健康アウトカムとの関連について解析を行った。それらの結果については今後順次、学会発表

と論文投稿をする予定である。さらに、研究対象地域での地域介入の主たる手段として、高齢者が

自宅から 10 分以内で通える住民同士が交流できる場である「居場所」の開設を行政との協働で実

施した。また、居場所の運営にあたる支援リーダーの研修会を行政との協働により開催した。その

結果、2017 年度 3 月までに、地域全体で 20 か所の居場所が開設され、高齢者による自主運営がな

されている。また、中・高年期の研究としては、2016 年度に実施した横断的なデータを用いて、

健康情報の理解能力や収集した健康情報を自身の健康づくりに役立てる能力である「ヘルスリテラ

シーと身体活動の関連性」および「身体活動促進に効果的なインセンティブ条件」についての解析

を行った。それらの結果については、国内での学会発表を行い、邦文と英文の雑誌に論文として掲

載された。また、成人の野菜摂取量の格差縮小を目的とした、行動科学理論を組み合わせた構成か

ら成る web ベースの食教育プログラムを作成し、ランダム化比較対照試験による効果検証を行っ

た。方法は 30～59 歳の社会調査モニター1,500 人を対象とし、週 1 回の頻度で 5 週間に渡る web

食教育プログラムを用いた介入を実施した。その結果、介入前の低収入層の野菜に関する自己効力

感および行動変容段階は中収入層に比較して低値であったが、介入後にいずれも改善し、平均野菜

摂取量は 0.42 皿／日の増加となった。その結果、介入前にみられた低収入層と中収入層の平均野

菜摂取量の差は介入後には有意な差がなくなった．【荒尾】 

 また、高齢期における身体活動による生活習慣病予防・改善に関する研究において、日常生活下

での活動量を高めるために、無理なく実践できる生活活動を用い、食後中性脂肪の上昇の予防に対
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する身体活動の有用性を 12 名の高中性脂肪血症を有する閉経後女性を対象に無作為化比較試験に

て検討した。結果、日常生活下で安全かつ実践しやすい身体活動 (1 回 90 秒の歩行を断続的に 1

日合計 20 回) および身体活動指針で推奨されている連続性の身体活動 (1 回 30 分の歩行) により

高中性脂肪血症を有する閉経後女性の脂質代謝に改善が認められた。また、断続性の身体活動によ

る骨格筋の収縮と弛緩の有用性を検討する視点から、断続性の身体活動によるエネルギー負債を作

る条件やその活動で消費したエネルギーを食事で補充する条件を設け、エネルギー出納を考慮した

断続性の身体活動について、15 名の閉経後女性および 15 名の高中性脂肪血症を有する閉経後女性

を対象に検討した。これらの研究知見をもとに今後は、身体活動と身体不活動の両側面から生理学

的指標を主に用いながら、さらに横断研究、縦断研究および⾧期間の介入研究を進めていく。【宮

下】 

中枢神経疾患をもつ障害者の日常生活動作に大きな影響を及ぼす痙性についての基礎研究論文

と、高齢者の運動機能に関するフィールド調査から得られた知見を解析した臨床論文の 2 報を成果

として発表した。痙性は脊髄損傷を中心にみられる筋肉の不随意な収縮を呈する病態で、脊髄内の

神経伝達物室セロトニンへの反応性の変化が関連していること、運動療法が一定の効果を示すこと

がこれまで知られていた。本研究ではセロトニン作用性の内服薬と運動療法のコンビネーション療

法の効果を動物実験を用いて検討した。その結果、それぞれの効果が改めて確認されるものの、相

乗効果は得られないことが明らかとなった。一方、高齢者を対象とした調査では、運動機能の全般

的評価尺度であるロコモ度テストを用いて各年代および要介護状態の高齢者における横断調査を

実施した。ロコモ度テストは立ち上がり機能、歩行機能、自覚的移動機能の 3 要素から移動機能を

とらえる手法で、高齢者を中心に問題となるロコモ度テストの指標として提唱されている。今回は

地域住民 1500 名以上に対しての調査を行った。その結果、中年期から高齢期にかけては年齢とと

もに運動機能の低下が一般人口でみられるのに対し、要介護状態の集団では年齢は増悪因子となっ
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ておらず、個々の症例の状態が年齢以上に運動機能レベルに影響していることが明らかとなった。

いずれの論文も移動機能の病態に関するものであり、移動機能維持に向けた対策に関する知見に寄

与するものとなった。【緒方】 

肥満者に対する介入として 2016 年度までデータ収集をおこなってきた研究プロジェクト「肥満

者に対する減量介入後の体重維持に対する web 支援の効果検証をランダム化比較試験」について、

解析および論文執筆を進めてきた。本試験の結果、減量介入後の体重維持に対する web 支援の有

効性は認められなかったが、副次解析の結果、身体活動量を高められれば、体重維持が可能となる

ことが示唆された。さらに、企業との共同研究として、「肥満者に対するアミノ酸混合物の体脂肪

低減効果を評価する試験 (⾧期摂取の用量設定試験)」を実施し、その結果を論文発表（Sasai et al., 

Diabetes, Metabolic Syndrome and Obesity: Targets and Therapy）するとともに、その結果に基づ

く「肥満者に対する運動実践とアミノ酸混合物配合飲料併用による体脂肪低減作用および安全性を

評価する試験」を実施した。2 つの試験結果から、運動を実践しながらアミノ酸混合物を摂取する

ことで、体脂肪低減効果が高まることが示された。【中田】 

アスリートを対象とし、スポーツ傷害発症要因検討と予防介入効果の検証を引き続き実施した。

成⾧期アスリートの健全発育を促すために必要な成熟度評価に関する基礎情報を収集した。スポー

ツ傷害発症要因検討および介入効果検証の対象傷害は、野球肘 (肘内側側副靭帯損傷)、前十字靭

帯損傷、足関節捻挫、第 5 中足骨疲労骨折 (Jones 骨折) である。予防介入研究において、野球肘

では円背 (猫背) が危険因子のひとつであり、これを改善するためのトレーニング介入により予防

可能であることが明らかとなった (Sakata et al. 2017)。また女性アスリートに好発する前十字靭帯

損傷の危険動作として着地や切り返し動作時の膝外反、軽度屈曲位、股関節軽度屈曲を呈すること

が知られている。これらの動作不良に股関節のロッキングが関与していることから、予防トレーニ

ングとして股関節機能改善プログラムを実施した。その結果、対象期間に対して発症率が半減し、



 

78 
 

顕著な予防効果を示すことが明らかとなった (Omi et al., 2017)。【広瀬】また、レスリング選手を

対象とした減量期間の相違による生体への影響に関する研究では、減量期間 1 日、3 日および 7 日

に設定し、体組成測定、血液検査等を行い、脱水程度、参加ストレス、抗酸化能などを比較検討し

た。この減量期間においては、生体への影響は有意差を認めず、7 日間をかけた減量でも生体への

影響は大きく、生体への影響を最小限にするためにはより⾧期間の減量期間を必要であることが判

明した。また、朝方運動実施 (慢性トレーニング) と夕方運動実施 (慢性トレーニング) の脂質代

謝への影響に関する研究では、実際に前述のトレーニングを 3 ヶ月程継続し、朝方と夕方でのトレ

ーニングの生体への影響の相違を比較検討した。【坂本】 

認知機能に対する介入として、地域性を考慮した運動介入試験 (運動群 35 人・コントロール群

12 人) を行った。2017 年度は引き続き介入内容を洗練させ、新たに募集した高齢者を対象に介入

試験を行い、その認知機能に対する効果を検証した。首都圏近郊 A 市の総合型地域スポーツクラ

ブの会員のうち、身体的に健康な高齢者を対象とした。対象者を、運動群 (62 名) とコントロー

ル群 (17 名) に割り振り、12 週間の介入実験を実施した。介入前後において認知機能検査 (日本

語版 COGNISTAT: 「見当識」「注意」「言語理解」「復唱」「呼称」「構成能力」「記憶」「計算」「類

似」「判断」の 10 の下位項目からなる) を行った。運動群は週に 1 回の 90 分間の運動教室参加に

加えて、運動教室に準じた運動課題を週 3 回以上自宅で実施した。運動教室では、A 市の市歌に合

わせた体操、椅子の座り立ち、リズムに合わせて高低差のある台を上下するボックス歩行、二重課

題運動などを実施した。コントロール群は、月に 1 回運動教室における二重課題運動に参加し、そ

れ以外は普段通りに生活した。運動教室では参加者間の交流が生まれるように、チームやペアを組

むなどの工夫を行った。介入前の測定において対象者全員が正常域の全般的認知機能のスコアを示

したうえに、標準化サンプルと比べ「見当識」と「注意」を除く全ての下位検査項目で平均点以上

を示した。このことから、本研究の対象者はもともと十分な認知機能を維持していたことがわかる。
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介入後では、全般的認知機能、および「注意」、「記憶」で、運動群で統計的に有意な向上がみられ

た。本研究で行った運動介入は、もともと標準的な認知機能が維持されている健康な高齢者に対し

てさらに認知機能を高める効果を有し、その効果は、特に「注意」「記憶」といったワーキングメ

モリーや短期記憶に関わる機能において認められることが分かった。本研究で行った運動介入プロ

グラムの特色は、参加者同士の社会交流を促すことができるとともに、A 市の市歌を利用するなど

地域性を活用しながら認知機能を維持・向上させることができる点である。本運動教室は、今後積

極的に地域コミュニティの中で活用されていくことが望まれる。【熊野】 

普及戦略に関する研究では、主に次のような研究を進めた。がんでなくなることを防ぐには、が

んの予防及び早期発見が重要である。がん予防に関しては、適度な運動をはじめ、禁煙、節度のあ

る飲酒、バランスのとれた食事、体形の維持、肝炎やピロリ菌などの感染検査など、がん検診に関

しては、胃がんの X 線及び内視鏡検査、肺がん X 線検査、乳がんマンモグラフィー、子宮頸がん

細胞診、大腸がん便潜血検査が現在のところ、十分なエビデンスがあり、推奨できるものである。

しかしながら、喫煙割合は依然として高く、運動習慣があるものも多くなく、がん検診の受診率は

十分高くない。がんで苦しむ人を減らすためには、このエビデンス・プラクティスギャップをなく

すことが重要である。がん対策基本計画においては、これらのギャップを減らすことは第一義的に

地方自治体等の役割となっているが、義務ではないので、結局のところ、個人の行動変容をいかに

起こすかという問題に帰着する。そのためには、健康情報を普及し認知度を上げることはもちろん、

その後の行動変容をいかに起こすかということが重要となる。行動変容を促すためには、個人の行

動の契機となる要因、妨げとなっている要因を調べ、行動科学モデルを構築し、実証していくこと

が必要である。そこで我々は、がん検診、適度な運動 (身体活動量の増加)、禁煙などについて、

行動科学的アプローチ、特にソーシャル・マーケティングの手法を用い、その要因を検討した。ま

た、がんの予防だけでなく、乳がん患者に対しても、身体活動を増加することによって予後が改善
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するというエビデンスが集積しつつある。そこで、乳がん患者に対して身体活動を増加させるとい

う行動変容を促すための資材を作成しているところである。【山本】 

身体活動推進対策は主に個人および小グループを対象とした介入によって行われてきた。しかし、

国民全体の身体活動を推進するためには集団全体・地域全体に働きかけるポピュレーション戦略が

必要である。研究者らは 2009 年秋より島根県雲南市をフィールドに、地域住民全体の身体活動量

を推進する地域クラスターランダム化試験に取り組んできた。具体的には雲南市内よりランダムに

抽出した 12 地区を介入地区と対照地区にランダム割付けし、介入地区でソーシャル・マーケティ

ングを活用した地域介入を 5 年間実施した。本研究ではその成果の分析を進めてきたが、本年度は

学術論文（Kamada, Inoue et al., Int J Epidemiol, 2018）として成果を発信することできた。すなわ

ち、5 年間の地域介入によって、介入地区では対照地区と比較して活動的な生活習慣を有する者の

割合の変化が＋4.6％ (ポイント) であったことを報告した。本研究では更に介入戦略の普及を目

指して詳細なプロセス評価を進めている。 

また、上記の研究成果を基盤として、2016 年からは介入を雲南市内全域 (32 地区) に拡大する

研究を開始した。ベースライン調査は 2016 年 10 月に実施した。対象は市内全域より無作為に抽

出した 40-79 歳の男女 7,012 人であり、3,939 人 (回答率 56.2％、男性 47.9％、年齢 62.1±10.2

歳) より回答が得られた。これらの分析を進めると共に、2017 年度は介入の市内全域への展開を

本格化した。その手法はソーシャル・マーケティングを活用した Community-wide intervention (多

機関の協働によって行われ、広範囲に渡る様々な構成要素を含む介入アプローチ) であり、雲南市

では「情報提供」「教育機会」「サポート環境」の 3 要素に整理して介入を進めている。マーケティ

ングの原則に基づいて、主要ターゲットを決定し (60-70 歳代女性、身体活動関心期・準備期で、

腰または膝に痛みのある者：40-79 歳人口の 14%程度にあたる)、この層を中心に据えた戦略を構

築している。なお、ターゲットを決定するに際して全市民への波及効果も考慮しており、この層に
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働きかけることが全体を変える上で効果的であるとの考えに立脚している。介入は順調に進んでお

り、2018 年 10 月を目途に短期効果のための調査を実施する予定である。同時に実施した介入内容

を整理して地域介入手法の開発につなげる。【井上】 

さらに、クアオルト・ウォーキングに関する研究では、気候や地形といった自然環境を生かした

ウォーキング (クアオルト・ウォーキング) に関する研究結果、つまりクアオルト・ウォーキング

実施により呼吸・循環器系への負担度を軽減させながら、十分な運動効果が得られることを、某生

命保険会社の協力も得て自治体への普及に関わった (クアオルト・ウォーキングアワード)。【坂本】 

【4 年目】 

 コホートグループでは、世代ごとに種々の健康アウトカムに影響を及ぼす身体活動・座位行動の

要素やその決定要因を特定するとともに、これまでの研究成果を精査し、所管箇所へ提言を行うた

めの情報整理を行った。また、実験研究グループは、ヒトおよび動物を対象にした基礎実験を行い、

身体活動不足に起因する脳機能、骨格筋・腱機能、心血管・代謝機能、炎症反応・免疫機能低下の

機序を解明した。さらに、介入研究グループでは、各世代の身体活動不足解消に資する効果的な介

入プログラムを開発・試行した。各グループの詳細は以下のとおりである。 

【コホート研究グループ】では 2018 年度の研究においては、引き続き身体活動不足の健康影響

および決定要因を縦断的に評価した。代表的なものとして、早稲田大学の同窓生を対象としたコホ

ート研究“WASEDA’S Health Study”を推進し、身体活動・座位行動・体力・食生活の健康影響を

検討した。特に、所沢キャンパスに来所して、詳細な健康・体力測定を受診する WASEDA’S Health 

Study D コースの対象者については、2015 年度、2016 年度、2017 年度に引き続きデータを収集し

た。具体的には、40 歳以上の早稲田大学校友の男女を対象として、採血、動脈硬化度の測定、3

次元活動量計による身体活動量・座位行動評価、MRI による腹部脂肪面積の測定、DXA による身

体組成の測定、自転車エルゴメータによる最大酸素摂取量の直接測定、簡易型自記式食事歴法質問
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票 (BDHQ) による食事調査などを実施した。2019 年 3 月までに総計 1,168 名のデータを収集す

ることができた。さらに本年度は、WASEDA’S Health Study の対象者のデータを用いて横断的な

検討を行い、研究成果を国内外の学会で発表した。食事パターンと内臓脂肪量との関連について検

討した結果、野菜、きのこ、海藻などの副菜を十分に摂る食事をしている人、特に男性においては、

内臓脂肪量が少ないことが示唆された。また、副交感神経の指標である潜水徐脈反応と 2 型糖尿病

罹患との関連について検討した結果、2 型糖尿病患者において潜水徐脈反応が弱く、副交感神経機

能の低下が示唆された。今後、引き続き測定を継続して実施し、データを蓄積するとともに、身体

活動・座位行動・体力・食生活の健康影響についての解析を進める。【樋口】 

 また、身体活動不足の健康影響や決定要因を特定するため、身体活動や体力と糖尿病、高血圧、

腰痛、脂質異常症の関係を観察研究（コホート研究および横断研究）によって調査した。身体活動

や体力と糖尿病罹患の関係については、10,680 人の日本人中高齢女性を対象としたコホート研究

で、身体活動実施頻度が高い人は実施頻度が低い人と比較して糖尿病罹患率が低いことを確認した。

また、20,802 人の日本人男女を対象としたコホート研究では、閉眼片足立ちや握力測定の結果が

よい人は、これらの結果が悪い人と比較して糖尿病罹患率が低いことを確認した。7,804 人の日本

人男性を対象としたコホート研究では、20 年以上の追跡においても追跡開始時点の全身持久力が

高い人は、全身持久力が低い人と比較して糖尿病罹患率が低いことを確認した。さらに 2,235 人の

日本人男性を対象としたコホート研究では、厚生労働省が推奨している全身持久力を維持している

人は、維持していない人と比較して糖尿病罹患率が低いことを確認した。体力と高血圧罹患の関係

については、6,653 人の日本人男性を対象としたコホート研究で、厚生労働省が推奨している全身

持久力を維持している人は、維持していない人と比較して高血圧罹患率が低いことを確認した。ま

た、6,890 人の日本人男性を対象としたコホート研究では、高血圧家族歴の有無に関係なく、全身

持久力が高い人は、全身持久力が低い人と比較して高血圧罹患率が低いことを確認した。身体活動



 

83 
 

と腰痛の関係については、4,022 人の日本人男性を対象とした横断研究で、加速度計を用いて客観

的に測定した身体活動量と腰痛の間に負の関係があることを確認した。さらに、身体活動量と BMI

と腰痛の関係を確認したところ、身体活動量が少なく、BMI が多い人の腰痛有病率が高いことを

確認した。体力と脂質異常症の関係については、4,067 人の日本人男性を対象としたコホート研究

で、全身持久力が高い人は、全身持久力が低い人と比較して non-HDL-コレステロール異常値出現

率が低いことを確認した。体力と脂質異常症の関係については、2,476 人の日本人中高齢男女を対

象にロコモ度テストと体格の関係を調査し、片足立ち立ち上がりテストにおいて、身⾧が高い人に

ついては結果を過少評価してしまうことを確認した。【澤田亨】 

 さらに、脂質代謝能力の違いによる生活習慣病の発症リスクとの関連についても検討した。最大

脂質酸化量は運動負荷試験により測定された脂質酸化量の最大値であり、脂質代謝能力の指標と考

えられているが、我々が知る限り、最大脂質酸化量と生活習慣病の有病率との関係を調査した研究

は見当たらない。それゆえ本研究は、日本人中高齢者を対象に最大脂質酸化量と生活習慣病の関係

を横断的に評価することを目的とした。解析対象者は WASEDA'S Health Study において医学検査、

運動負荷試験を受けた中高齢男女 1,122 人のうち、データがすべてそろっている 991 人であった。

運動負荷試験中の代謝動態を呼気ガス分析より測定し、最大脂質酸化量を算出した。生活習慣病の

有無は自記式質問紙と医学検査の結果を用いて判定した。研究参加者は除脂肪体重当りの最大脂質

酸化量で三分位に分類され、ロジスティック回帰モデルを用いて潜在的交絡因子を調整した上で、

第 1 三分位群を基準にした場合の他の群の多変量調整オッズ比を算出した。潜在的交絡因子の調整

のために性別・年齢・飲酒量・喫煙・最大酸素摂取量・身体活動の有無・エネルギー摂取量をモデ

ルに投入した。高血圧の有病者数は 390 人、糖尿病もしくは境界型糖尿病は 117 人、脂質異常症

は 443 人であった。高血圧に関して、最大脂質酸化量の第 1 三分位群を基準にした場合の他の群

の多変量調整オッズ比は 1.35、1.17 であった（トレンド検定＝0.402）。糖尿病もしくは境界型糖
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尿病については 1.46、1.87 (トレンド検定＝0.024)、脂質異常症は 1.07、0.93 であった (トレンド

検定＝0.707)。本研究の結果は、日本人中高齢男女において除脂肪体重当りの最大脂質酸化量と糖

尿病あるいは境界型糖尿病有病率との間に正の相関関係がある可能性を示唆している。【坂本】 

また、中高年者における器官組織レベルの体組成と安静時エネルギー消費量に対する身体活動の

影響を検討した。中高年者における器官組織レベルの体組成に関する情報は、ほとんど無い。いく

つかの器官組織に関して、我々は DXA を使用して測定した骨組織には注目してきた。今回の研究

目的は、男性日本人中高年者の大規模サンプルを用いて、上肢と下肢の身体活動指標と骨格筋の主

要な要素である骨ミネラル量との関連を検討することであった。今回の研究に 386 名の男性日本

人中高年者 (40 歳台 127 名、50 歳台 133 名、60 歳台 93 名、70 歳台 33 名) が参加した。骨ミネ

ラル量と除脂肪軟部組織量は、上肢と下肢の解剖学的部分で DXA を使用して測定された。すべて

の対象において、上肢に関しては年齢と骨ミネラル量との間に有意な相関があったが、下肢に関し

ては相関傾向を認めたのみであった。さらに上肢と下肢において、年齢調整をした際には骨ミネラ

ル量と除脂肪軟部組織量との間に有意な相関関係が認められた。今回の研究結果は、除脂肪軟部組

織量の保持は日本人中高年男性の上下肢の骨ミネラル量を保持するためのキーファクターである

ことを示唆している。【坂本】 

認知機能に関しては、Mild Cognitive Impairment（MCI）から正常の認知機能に回復した高齢者

の共通したライフスタイルの特徴を抽出した。対象者は 2011 から 2012 年の調査に参加して MCI

と判定された 743 名のうち、2015 から 2016 年の調査を再度受けた 396 名（初回調査時平均 71 歳、

男性 181 名、女性 215 名）の高齢者とした。ライフスタイルの調査は手段的日常生活動作 4 項目 (バ

スや電車での外出、預金の管理、自動車運転、地図を使って外出)、認知的活動 4 項目 (読書、頭

を使う活動、カルチャー教室、パソコン利用)、社会的活動 4 項目 (会話、誰かの助けになる、地

域会合への参加、趣味やスポーツ活動)、生産活動 4 項目 (家事、畑仕事やガーデニング、孫の世
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話、有償労働) とした。分析は、MCI から正常の認知機能への回復の有無を従属変数とし、ライ

フスタイルを独立変数としたロジスティック回帰分析を行なった。また、感度分析として 50 回の

多重代入をしたデータセットを作成し合わせて分析した。結果として、396 名の対象者のうち 202

名 (51％) が MCI から正常の認知機能に回復した。また、多重代入したデータセットにおける回

復率は 34％であった。396 名のデータセットにおいては、MCI から正常な認知機能への回復に有

意に関連するベースライン時のライフスタイルは認められなかった。代入データセットにおいては

自動車運転 (odds ratio: OR, 1.5)、地図を使って外出 (OR, 1.1)、読書 (OR, 1.5)、カルチャー教

室 (OR, 1.1)、地域会合への参加 (OR, 1.2)、趣味やスポーツ活動 (OR, 1.1)、畑仕事やガーデニ

ング (OR, 1.1) をベースライン時に実施していた者は回復するオッズが有意に高かった。また、

回復しなかった群は追跡期間中に畑仕事やガーデニングを中止してしまう率が回復した群より高

かった (11％対 6％)。このように、いくつかの特異的な活動が MCI から正常の認知機能への回復

に関連することが明らかとなった。縦断的な変化からは畑仕事やガーデニング継続が認知機能の回

復につながる可能性が示唆された。【島田】 

 子供を対象とした研究については、2017 年度から引き続き、DXA 装置を用いて発育期の日本人

小児の運動器に関する標準値作成と、発育期スポーツが及ぼす影響に関する検討を行った。これま

で、骨量、軟骨厚の発育変化の標準値を作成してきたが、2018 年度は四肢筋量の発育に関する標

準値作成を行った。これにより、神経系を除く日本人小児の運動器の発育様式についてほぼ一通り

の知見を得ることができた。今後はこの結果をもとに、スポーツ活動が加わった際の発育変化につ

いての検討が容易になると期待できる。さらに 2018 年度には、発育期野球選手を対象に、肩・肘

障害の発生に関与すると思われる上肢の重量分布の発育変化を明らかにし、重量分布から推測され

る上肢の慣性値より、障害リスクが最も高くなると思われる年齢の特定ができた。この年齢は実際

の野球肘発生の好発年齢と一致しており、啓発活動に用いて行きたいと考えている。さらに、超音
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波断層装置を用いて、踵部の衝撃緩衝組織である脂肪褥厚の発育変化についても明らかにした。脂

肪褥厚は主に体重増加に伴って増大することがわかり、成人も含め体重が脂肪褥厚を決定する要因

であることが示された。脂肪褥厚の適応を越える体重増加や運動負荷の増大は衝撃緩衝が追い付か

なくなり、踵部痛の原因となることも想定された。その他、発育期の視機能の発達変化や野球のバ

ッティング能力との関連性など、先行研究がほとんどない独創性のある研究も着実に遂行中である。

【鳥居】 

 さらに、文部科学省や厚生労働省等が関係する健康づくりの施策および身体活動・運動・スポー

ツに関する指針の改訂や新規策定へつなげるべく、厚生労働省の健康づくりのための身体活動基準

2013・アクティブガイドの改定や自治体の身体活動施策の策定や遂行に資する身体活動に関する

疫学研究及び文献研究を実施した。2018 年度は、体力と生活習慣病等の発症との関連に関するコ

ホート研究の成果として、心肺体力と 2 型糖尿病について 3 篇、脂質異常症について 1 篇、高血

圧症に関して 2 篇の、合計 6 篇の論文を発表した。身体活動量の評価法の標準化に関する研究とし

て、我が国の代表的な疫学研究で用いられている 6 つの身体活動質問票による総エネルギー消費量

の推定の妥当性に関しても論文を公表した。また、東京都スポーツ審議会の委員として、東京都の

スポーツガイドラインの策定・監修に携わり、「TOKYO style 2019 スポーツの力ってすごい！」

の発行に寄与した。【宮地】 

【実験研究グループ】では、2018 年度は、身体活動不足に起因する健康障害の背景にある規定

因子の抽出とそれら因子の作用機序の解明に取り組んだ。動物実験では、骨格筋局所へのメカニカ

ルストレスによる廃用性筋萎縮抑制の分子メカニズムに関する基礎的研究として、マイルドな筋収

縮時に生じる筋内圧の変化 (50 mmHg) を再現するマッサージ様の局所介入 (局所的周期性圧迫) 

が、マウス後肢不動化による筋萎縮 (廃用性筋萎縮) を抑制すること、また、この局所的周期性圧

迫による廃用性筋萎縮抑制効果は、単球由来のマクロファージを除去すると消失することなどから、
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マクロファージにおける炎症反応、分けても MCP-1 発現の抑制が関与していると考えられること、

局所的周期性圧迫は組織内の間質液を動かす (間質流を促進する) こと、局所的周期性圧迫がもた

らす間質流により間質に存在する細胞に 1 Pa (パスカル) 程度の剪断応力刺激 (シアストレス) が

加わること、培養マクロファージに 50 mmHg の静水圧を負荷すると炎症反応が促進され、0.5 Pa

のシアストレスを負荷すると MCP-1 の発現が抑制されることから、廃用性筋萎縮には間質液の滞

留により局所のマクロファージにシアストレスが加わらなくなったことで増悪する炎症反応が関

与していること及びマッサージ様の介入が廃用性筋萎縮の予防・治療となり得ることを示した。ま

た、身体運動による脳機能維持に関する基礎的研究として、ウォーキングあるいは軽いジョギング

の際にヒトの身体に加わる程度のメカニカルストレスをマウス及びラットに与えると、1 mmHg

程度の脳内圧の変化が生じ、前頭前皮質 (prefrontal cortex) におけるセロトニン 2A 受容体シグナ

ルが抑制されることを明らかにした。【澤田泰】 

また、運動の効果と激運動の有害作用について解析するために各種実験を行い、炎症反応の関与

とその予防対策としての機能性食品の効果を検討し、総説も複数発表して研究成果の情報発信を進

めた。本年度は特にケトン食の持久力向上と疲労回復効果と機序究明に着目し、低炭水化物・高脂

肪食の各種機能性を探索すると同時に、その作用機序の解明を進めた。具体的には、マウスにケト

ン食を 8 ヶ月間投与し疲労困憊運動を負荷したところ、持久力向上効果が認められ、馬らの第一報

の論文は国際誌 Nutrients の表紙を飾り、１年足らずで 7000 件に及ぶダウンロードが世界中でな

され注目された。また、脂質代謝促進と疲労回復効果も証明し、6 月に中国広州で開催された The 

5th International Conference on Exercise and Health で優秀論文賞を受賞した。さらに、脂質代謝

の促進に赤筋優位のヒラメ筋から産生されたインターロイキン６が関与する可能性を示し、分子メ

カニズムまで解明することができた。ケトン食以外にも、各種ポリフェノール等の植物抽出物の抗

炎症作用についてマクロファージやその分化細胞の培養を用いた基礎的検討を行い、各種病態にお
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ける機能性評価とメカニズムの究明に関する論文を複数発表することができた。ヒトを対象とした

各種検討も進め、運動中の糖質補給の安全性と有効性の評価、および高齢者の運動を中心とした健

康改善プログラムで脂肪酸のプロフィールが改善することなどを報告することができた。また、運

動効果のメカニズムについて分子レベルでの解析を進め、非アルコール性脂肪性肝炎の予防にスカ

ベンジャーレセプターCD36 の発現抑制が関与することを証明した。さらに連携先のハンガリー

体育大学の Radak Zsolt 教授と運動効果の分子メカニズムに細胞内品質管理機構の活性化や活性酸

素種・窒素種が関与する可能性について Free Radical Biology and Medicine などに総説を発表し、

国際共同研究を進めることになった。【鈴木】 

また、イヌリンの有用性についてマウスの 1 日 2 食の実験モデルを用いて検討した。セルロース

に比較してイヌリンは腸内細菌の餌になることが知られている。そこで、セルロース含有餌を朝食

に、イヌリン含有餌を夕食に与えるマウスとその反対のパターン、朝食にイヌリン含有餌、夕食に

セルロース含有餌を与えるマウスを用意し、それぞれ食後の大腸管を摘出した。イヌリンを朝食ま

たは夕食に与えた時の腸内細菌叢の変化を調べる前に、大腸内の pH と腸内細菌の代謝産物の短鎖

脂肪酸量を測定した。朝食、夕食いずれの食餌においてもセルロースを摂取したマウスの pH は高

い値を示した。一方、イヌリンを食べたマウスの pH は低く保たれ、朝食と夕食での反応性を比較

すると、朝食でのイヌリン摂取の方がより pH を低下させた。乳酸、酪酸、プロピオン酸、コハク

酸などの量も pH が低いときに対応して増大していた。これらの結果は、イヌリンは朝食に摂取す

るとより効果的である可能性が示された。このような朝食におけるイヌリンの有効性は腸内細菌の

多様性においても見出せた。これらの結果より、イヌリン摂取に関する人介入試験の評価の手助け

となる基礎データの蓄積を行った。そこで、ヒト介入試験として、高齢者 30 名を対象とし、イヌ

リンが多く含まれている菊芋を朝または夕に 1 週間摂取してもらい、腸内細菌叢、排便状況および

血糖値の日内リズムに与える影響について検討を行った。菊芋 (粉末 5g) を朝食前または夕食前
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に 1 週間摂取してもらい、腸内細菌叢や排便状況、血糖値の日内リズムへの影響を検証した。試験

は 2 週間から構成され、最初の 7 日間は日常生活を維持してもらい、8 日間から指定された朝食前

または夕食前に菊芋 (粉末 5g) をお湯または水に溶かして摂取するように指示した。血糖値変動

を評価するためにフラッシュグルコースモニタリングシステムを使用し、2 週間の 24 時間連続的

な血糖値変動を観察することで菊芋摂取前と摂取期間中の血糖値変動の比較検討を行った。さらに、

便秘評価尺度のアンケートを用いて便通への影響についての検討を行った。その結果、菊芋の朝食

前と夕食前の摂取とも摂取前に比べて日中の血糖値上昇を緩やかにすることが示された。また、朝

食前の摂取では、引き継ぐ昼食、夕食においてもその効果の継続性が示され。た。以上、マウス、

ヒトにおいて、水溶性食物繊維の朝摂取は、血糖値コントロール、便秘、腸内細菌叢のいずれも効

果的であった。【柴田重】 

メカニカルストレスに関する実験研究についても引き続き実施した。生体には重力、身体運動、

拍動、血流などにより様々な物理的刺激 (メカニカルストレス) が負荷されており、それらのスト

レスに応答して生体機能が調節されていることや、⾧期的な生体組織の再構築 (リモデリング) が

行われていることが明らかになっている。例えば、骨には重力により⾧軸方向への圧縮応力が負荷

されており、関節軟骨では歩行などで生じる静水圧によってコラーゲンなどの細胞外マトリクス産

生が影響を受けていると報告されている。逆にメカニカルストレスが負荷されない、あるいは激減

する微重力環境、無動、不活動などでは廃用性萎縮が惹起され、骨量の減少 (骨粗しょう) が起こ

る。これらの現象は非常にダイナミックであり、生物学的にも興味深いと同時に高齢社会を迎えた

我が国における高齢者の寝たきりなどの今日的課題とも関係性が深いため、骨格筋等の運動器がメ

カニカルストレスを積極的に受容して組織の恒常性を維持する仕組みを理解することは、学術的に

もまた社会的にも有意義である。そこで、メカニカルストレスがどのように骨格筋の可塑性を制御

しているかについて、主に培養細胞と実験動物を用いてアプローチした。【秋本】 
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 人を対象とした実験では、メカニカルストレスを利用した機器を用いた健康増進に関する臨床研

究に着手した。2017 年度に特許出願を行なったメカニカルストレスを利用した健康機器を用いた

介入の血圧に対する影響を検討する臨床試験を、国立障害者リハビリテーションセンター倫理委員

会へ申請した。同委員会の承認を経て開始した臨床試験に、2018 年度内に合計 16 名の被験者が参

加した。試験開始後に家人の死亡あるいは試験参加前には不知であった既往症の発覚などで試験か

ら脱落した 4 名を除いたデータの解析を進めている。【澤田泰】 

 骨格筋・腱機能についての検討も昨年度に引き続き行った。身体の各筋が協調的に活動すること

で、課題遂行に適した身体機能が発揮される。このことは、スポーツの運動パフォーマンスを向上

させるだけでなく、障害予防にも重要な意味を持つ。2018 年度には、スポーツ動作やトレーニン

グ動作時の筋活動、関節運動を測定し、それぞれの筋の活動や関節運動の協調性解析を行った。腰

部障害の予防には、体幹深層に位置する筋と表層に位置する筋が協調的に活動し、脊柱の各分節を

動的に安定させることが重要な一因となる。腰方形筋は腰部の深層に位置し、腰椎の分節的コント

ロールに寄与している可能性があるが、その機能は未だ不明な点が多い。そのため、13 名の被験

者を対象に、ワイヤ電極を腰方形筋の前方線維と後方線維に刺入し、線維ごとの筋機能を明らかに

するとともに、他の腹筋群、背筋群、殿筋群との活動様式の差異を検証した。フロントブリッジ、

サイドブリッジ、バックブリッジ中の筋活動を測定した結果、サイドブリッジ時に前方線維、後方

線維とも最も高い筋活動量を示した。また、前方線維はフロントブリッジ、バックブリッジ時に後

方線維と比べて有意に高い筋活動量を示した。このことから、腰方形筋の両線維は冠状面上の運動

に対して体幹を安定させることに寄与していることが明らかになった。また、線維ごとの機能に差

異があることが示唆されたことから、今後、様々な動作時の筋活動を解析し、さらにその違いを検

証していくことを予定している。また現在、筋機能をそれぞれの筋単独で考えるのではなく、同時

に活動する筋をグループ単位で考え、その協調性を検証する“シナジー解析”という手法を用いて、
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体幹トレーニング時の筋協調性を検証中である。具体的には、上記の腰方形筋の研究や水泳動作時

の筋活動を測定した研究、性状の異なる床面上での体幹トレーニング時の筋活動を測定した研究に

おいて、この手法を用いた解析を行っている。【金岡】 

 また、幅広い身体能力レベルを有する人々を対象に、骨格筋の「機能的・形態的・材質的」特性

の機序解明を進展させた。当該年度は、主に「骨格筋機能を改善する新たなストレッチング様式の

開発」、「膜性組織の形態的・力学的特性および筋力発揮中の動態の解明」、「収縮様式が骨格筋適応

に及ぼす影響の解明」に向けて、以下に示す通り研究を推進した。受動的かつ連続的な細かな筋腱

複合体の⾧さ変化を付加するストレッチング法 (minute oscillation stretching：MOS) を開発し、

MOS が足関節底屈筋群の筋力と関節柔軟性およびその持続性に及ぼす影響を検証した。その結果、

MOS は筋力を低下させず、筋の伸⾧性を改善し、その効果は伝統的な静的ストレッチングと比較

しより⾧く保持されることが示された。また、膜性組織の特性を検証した研究においては、下腿三

頭筋の各筋における腱膜の形態的・力学的特性が異なり、方位特異性が存在することが明らかとな

った。さらに、成人男性を対象に、等尺性膝関節伸展時の大腿部深筋膜の動態を調査したところ、

大腿部の深筋膜は力発揮の強度が増加するにつれて硬くなり、⾧軸方向は周径囲方向と比較して硬

くなる程度が大きかった。その異方性から、深筋膜は運動中の大腿部の安定性を高めつつ、直下の

筋の変形を妨げない役割を果たすことが示唆された。収縮様式による骨格筋適応の差異については、

伸張性または短縮性膝関節伸展トレーニングにより生じる大腿四頭筋の筋肥大の筋間差を検証し

た。その結果、伸張性トレーニングは 4 筋全て（特に大腿直筋）において筋肥大を生じさせた一方、

短縮性トレーニングはいずれの筋においても筋肥大をもたらさなかった。スポーツにおける肉離れ

は伸張性負荷により生じ、大腿直筋で頻発することから、伸張性膝関節伸展運動は大腿直筋の肉離

れ予防に効果的なトレーニング手段となることが示唆された。さらに、スポーツ科学によるアスリ

ート支援事業では、埼玉県出身のエリートアスリートの骨格筋の収縮特性や筋力・筋パワー、持久
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性能力等の測定・評価を実施した。2018 年度は、2020 年東京オリンピックに向けて特に期待され

る競技種目 (競泳種目等) において、計測項目を増やしより詳細 (上肢骨格筋の量や筋力の左右差

等) にデータを取得し、身体パフォーマンスを規定する諸因子の解明を進めた。これら一連の研究

により、筋機能改善に向けた新たな方策を示したとともに、現在知見が極めて限られている膜性組

織の特性や筋力発揮中の動態についての解明を進めた。さらに、アスリート支援事業を通して得ら

れた知見を今後一般社会に応用することで、健康増進および疾病予防に向けた新たなパラダイムの

構築に繋がることが期待される。【川上】 

さらに、運動誘発性筋損傷および遅発性筋痛に及ぼす好中球動態および機能の関与として、水素

入浴の影響を検討した。運動誘発性筋損傷および遅発性筋痛に及ぼす好中球動態および機能の関与

を検討するとともに、これらに対する水素入浴の影響を明らかにした。本課題の結果、ダウンヒル

運動後における血漿インターロイキン-6 (IL-6) レベルと末梢好中球数、主観的な遅発性筋痛の程

度 (ヴィジュアルアナログスケール) および血清クレアチンキナーゼ活性との間にそれぞれ有意

な相関が認められた。一方、好中球動態および機能に対する水素入浴の影響は認められなかった。

これらの結果から、ダウンヒル運動後に生じる血漿 IL-6 レベルの上昇は、好中球の末梢血中への

放出とその後の運動誘発性筋損傷および遅発性筋痛に関与していることが示唆された。しかしなが

ら、水素入浴はダウンヒル運動後に生じる好中球を中心とした炎症反応の過程には効果がないこと

が示された。【村岡】 

 免疫系に関する検討では、日常的な運動習慣の違いが一過性運動による口腔内免疫機能の変動に

及ぼす影響について検討を行った。対象者は 18 名の健常成人男女 (平均年齢：39.0±8.4 歳) とし、

運動習慣アンケートによって、週 2 日以下の運動習慣の群 (LT 群：9 名) と週 3 日以上の運動習

慣の群 (HT 群：9 名) に群分けを行った。一過性の運動負荷として、90 分間のヨガを実施し、ヨ

ガ前、ヨガ途中の休憩時、ヨガ後に測定を行った。測定項目は、唾液中の分泌型免疫グロブリン A 
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(secretory immunoglobulin A; SIgA)、コルチゾール、心理ストレスとした。唾液採取は、市販のミ

ネラルウォーターで口腔内を 30 秒間、3 回ゆすいだ後、滅菌された脱脂綿を 1 秒に 1 回、合計

60 回咀嚼することで採取した。採取した唾液は遠心分離して回収し、回収した唾液量を 1 分間の

唾液分泌量 (唾液分泌速度; ml╱min) とした。唾液中の SIgA 濃度およびコルチゾール濃度は、

酵素免疫測定法 (enzyme-linked immunosorbent assay; ELISA) で測定した。SIgA 濃度 (μg 

╱ml) と唾液分泌速度 (ml╱min) の積により、1 分間の SIgA 分泌量 (SIgA 分泌速度; μg╱min) 

を算出した。心理ストレスは、日本語版 Profile of Mood States 2nd edition (POMS2) 短縮版を用

いて測定した。その結果、POMS2 スコアの「混乱ʷ当惑」、「疲労ʷ無気力」、「緊張ʷ不安」、「総

合的気分状態」、唾液コルチゾール濃度が、いずれの群においてもヨガ前と比較して休憩時、ヨガ

後に有意な改善を示した。唾液分泌速度および SIgA 分泌速度については、HT 群では有意な変動

を示さなかったが、LT 群でのみいずれもヨガ後に有意に増加した。また、ヨガ前の唾液分泌速度

においては、HT 群と比較して LT 群で有意に低値を示していた。我々の先行研究では、中高齢者

を対象に 90 分間のヨガを実施した結果、ヨガ前と比較してヨガ後に唾液 SIgA 分泌速度が有意に

増加したことを報告している。しかしながら、本研究において、対象者全体ではヨガ前後で唾液

SIgA 分泌速度の有意な変動は確認できなかった。ヨガによる唾液 SIgA 分泌への応答に違いが出た

原因として、対象者の年齢の違いや日常的な運動習慣の違いによる安静時の口腔内感染防御機能の

差が影響したと推察される。唾液分泌量や唾液 SIgA は加齢に伴って低下することや、適度な運動

習慣が唾液 SIgA 分泌を向上させることが多くの研究で明らかとなっており、安静時の口腔内感染

防御機能が低い者にはヨガの一時的な免疫機能増強効果が期待される。また、近年の研究では、日

常的なストレス状態の大きさが身体活動によって得られる感染症罹患リスクの軽減効果の大きさ

に影響することが報告されており、今後は被験者数を増やして、日常的なストレス状態や性差が唾

液 SIgA の運動応答に及ぼす影響も詳細に検討していく必要がある。【赤間】 
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 また、認知機能については、認知的負荷を伴う一過性有酸素運動が中年者の高次認知機能に与え

る影響を検討した。近年の研究では、どのような運動が高次認知機能の改善には効果的なのかとい

った運動の種類に注目した研究が行われている。習慣的運動に注目したいくつかの研究では、認知

的負荷を伴う運動 (e.g., exergaming) は単純な運動 (e.g., running) に比べて、実行機能をより大

きく改善することが示されている。しかしながら、認知的負荷を伴う一過性有酸素運動が高次認知

機能にどのような影響を与えるのかは不明である。そこで、研究分担者はこの影響に関して、これ

まであまり注目されてこなかった中年者を対象に検討を行った。その結果、認知的負荷を伴う運動

に比べて、単純な運動の方がより大きく実行機能を向上させた。認知的負荷を伴う運動は認知機能

の疲労をもたらし、運動のポジティブな効果を打ち消したと示唆される。本研究結果から、仕事中

の休憩時間に行う運動は、何も考えない単純な運動が適していると言えるのかもしれない。この研

究成果は、Medicine and Science in Sports and Exercise (Kamijo & Abe, 2019) に掲載され、ロイタ

ー電子版 (2018 年 9 月 15 日) でも紹介された。さらに、習慣的運動による子供の認知機能の変化

とベースラインパフォーマンスの関係も検討した。近年、いくつかの研究では、習慣的運動による

体力の向上が子供の学力や高次認知機能を向上させることが示されている (e.g., Hillman et al., 

2014; Kamijo et al., 2011)。しかしながら、習慣的運動によるこのようなポジティブな効果を認め

ていない研究もあり (e.g., Resaland et al., 2016)、見解が完全に一致しているわけではない。研究

分担者らは、先行研究を精査し、ベースラインパフォーマンス (pre-test の認知パフォーマンス) が

この矛盾した見解の主な要因になっているという仮説を立てた。この仮説を立証するため、3 つの

ランダム化比較試験のデータを再分析し、習慣的運動による認知機能の変化がベースラインパフォ

ーマンスにどのように影響されるのかを検討した。その結果、習慣的運動による認知機能へのポジ

ティブな効果は、ベースラインパフォーマンスが低い者ほど大きいこと、ベースラインパフォーマ

ンスが高い者でも運動時間が増えることによって、ネガティブな影響を受ける (認知機能が低下す
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る) ことはないことを示した。本研究結果は、これまでの研究間の矛盾点の原因を明確に示したも

のであり、当該研究分野においてインパクトのある知見であると言える。【紙上】 

 さらに、身体活動に関わる脳・認知機能の評価法の確立を目指した基礎研究も行った。機能的

MRI 研究については、3 テスラ MRI の導入に向けて、脳機能計測に必要な実験プロトコルの作成

と解析ツールの整備を進め、事象関連デザインでの高次機能計測の準備を完遂させた。2019 年度

より機能的 MRI の計測を本格的に開始する。事象関連電位を用いた研究では、スポーツ不安と課

題遂行結果を伝えるフィードバック処理との関係を調べた。学生アスリートの中から、スポーツ不

安の高い選手と低い選手を抽出し、フィードバック呈示に伴う脳波オシレーションを調べた。時間

評価課題を採用し、課題遂行中に実験者が参加者のパフォーマンスを評価する評価条件と、評価な

し条件を比較した。その結果、シータ成分の振動は低不安者よりも高不安者で小さくなった。また、

高不安者では正反応時のデルタ成分 (1.5–3.5 Hz) の振動が評価条件で大きくなることが明らかと

なった。高不安者にとっては、評価されている際の正反応は大きな意義を持つことが示唆された。

習慣的運動と一過性運動が実行機能 (抑制制御、作動記憶、認知的柔軟性) に及ぼす効果について、

特にレジスタンストレーニングに注目し、従来の研究知見をレビュー論文にまとめた。従来の知見

を概観した結果、習慣性に関わらずレジスタンストレーニングは抑制制御を顕著に向上させること

が示唆された。しかしながら、レジスタンストレーニングが作動記憶と認知的柔軟性も向上させた

とする報告も少数あるため、レジスタンストレーニングが選択的に抑制制御を向上させるかについ

ては更なる検証が必要であると結論づけられた。また、実行機能を向上させるためのレジスタンス

トレーニングの頻度、時間、強度、年齢層との関連等については未だ明らかになっていないことも

指摘した。運動学習の神経応答を調べる目的で、系列学習課題と適応課題を用いて、パフォーマン

スモニタリングと運動学習との関係を調べた。パフォーマンスモニタリングの指標であるエラー関

連陰性電位 (error-related negativity: ERN) に着目した結果、大脳基底核の活動に依拠する系列学
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習のパフォーマンス向上を、ERN が予測する結果を得たため、論文化の作業を行っている。2019

年度では、競技スポーツに関連する身体活動に注目し、特に学生アスリートのスポーツ不安と神経

応答について事象関連電位の計測を通してさらに検証を進めていく。【正木】 

 また、代謝機能については、低酸素環境および常酸素環境における同一相対強度での運動の実施

が、その後の常酸素環境下での回復期の脂質代謝に与える影響を検討した。常酸素環境と相対強度

を一致させた低酸素環境での運動の実施が、その後の常酸素環境下での回復期の脂質代謝に与える

影響を検討することであった。本課題の結果、運動強度を絶対強度で一致させた場合には、常酸素

環境で運動を実施した試行と比較して、低酸素環境で運動を実施した試行において、運動中の糖質

酸化量が有意に高い値を示した。また、低酸素環境で運動を実施した試行では、常酸素環境下での

運動後回復期における脂質酸化量が有意に亢進し、糖質酸化量が有意に抑制された。一方、運動強

度を相対強度で一致させた場合には、運動中における代謝応答に差は見られなかった。また、常酸

素環境下での運動後回復期における代謝応答にも有意な差は見られなかった。これらの結果から、

常酸素環境と相対強度を一致させた低酸素環境での運動の実施は、その後の常酸素環境下での回復

期の脂質代謝に影響を及ぼさないことが明らかとなった。また、運動後回復期における脂質酸化量

は、運動中の糖質酸化量の程度と関連していることが示唆された。さらに、運動後の脂質酸化の亢

進と糖質酸化の抑制の程度にも関連がある可能性が示された。【村岡】 

【介入研究グループ】では、これまでのコホートおよび実験グループからの研究成果を応用し、

介入研究を実施するとともに、昨年度まで実施してきた介入研究の⾧期的効果の検証を行った。 

 まず、スポーツ外傷・障害予防プログラムの開発とその科学的基盤形成について、主に下肢傷害

の予防、上肢・体幹部障害の予防、傷害発症に関わる運動中のコンディショニングの 3 つについて

検討を行った。下肢傷害予防では、股関節の可動性と安定性に着目したトレーニングプログラムを

練習や試合前に行うことで膝前十字靭帯 (以下 ACL) 損傷発症率を約半分に減少可能であること
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が分かった。またそのプログラムを ACL 損傷患者に対するリハビリテーション中に行うことで、

着地時の衝撃吸収能力向上とリスク肢位改善効果が得られることが明らかとなった。また下肢の筋

損傷、特にハムストリングスや下腿三頭筋の肉離れ予防を目指し、各種トレーニングによって賦活

されるハムストリングス筋群の特性を確認した。その結果、膝関節屈曲角度によって各筋の振る舞

いが異なることから、損傷組織によってトレーニング方法を変える必要性が示された。また上肢傷

害予防では、肩甲帯の機能改善、特に円背を改善するようなプログラムを投球前に行うことで、肘

障害発症率を約半分に減少可能であることが明らかとなった。さらに、肩甲帯機能評価方法として

ダンベルを保持した状態で肩関節挙上運動を行われることで翼状肩甲が惹起される、すなわち

Scapular Dyskinesis の状態が生じることがわかり、この際のエラーと肩関節機能の主観的評価指標

である KJOC と関連することが示された。さらに、スポーツ場面では試合の前半や後半開始直後、

もしくは試合終盤に傷害が好発するが、それを防ぐためにハーフタイム直後のスプリント能力向上

が必須である。その方法としてハーフタイム直後のリウォームアップを行うことが勧められている

が、適切な負荷や時間が明らかではない。Yanakaoka et al.はこれまで 7 分間の運動で得られてい

たリウォームアップによるパフォーマンス維持効果が、1 分間ｘ90％ of VO2max でも得られるこ

とを明らかにし、短時間高強度で選手に負担をかけずにパフォーマンス向上および傷害予防プログ

ラムの開発を進めている。【広瀬】 

児童における身体活動による血液指標へ与える影響に関する研究においては、学校血液検査にお

いて血中脂質項目の評価基準を上回った小学生を対象に運動および食習慣の改善を目的とした生

活習慣改善プログラムを実施し、その有用性を検証した。⾧野県 A 市の公立小学校 6 年生 3548 名

のうち、血中脂質値の改善を要する児童が 272 名 (7.7%) 該当した。このうち、生活習慣改善プ

ログラムへの任意参加を希望した 7 名を介入群、参加を希望しなかった 10 名をコントロール群と

し、血液検査および活動量計によるデータをもとに 6 ヶ月間のプログラムの効果を検討した。プロ
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グラムでは児童の生活習慣改善を目指し、運動と食事の両面からアプローチを行った。プログラム

終了後の血中脂質項目分析の結果、T-C 値と LDL-C 値で介入群に有意な改善がみられた。特に、

LDL-C は食生活との関連が指摘されている。児童の食事はおもに保護者が提供していると考えら

れるため、プログラムを通して保護者の食意識にも変化があったことが推察された。加速度計で評

価した中・高強度身体活動についても介入による改善がみられ、介入群ではコントロール群と比べ

て有意に身体活動量が多かった。したがって、本プログラムは対象児童の身体活動を増加させる可

能性が示唆された。【宮下】 

高齢者における研究では、身体活動による生活習慣病予防・改善に関する研究において、断続性

の歩行によるエネルギー負債が食後中性脂肪濃度に及ぼす影響について、17 名の閉経後女性を対

象にランダム化比較試験にて検討した。安静試行、1 回 1.5 分間の歩行運動を 8 時間中に計 20 回

行う運動試行、運動試行と同様の歩行運動に加え歩行によって消費したエネルギーを朝食に補充す

る運動+補充試行の 3 試行を無作為化交差実験にて実施した。その結果、空腹時の中性脂肪濃度は

3 試行間で差を認めなかった。8 時間中の中性脂肪濃度における総曲線下面積に 3 試行間で差が認

められた。その後の多重比較において、運動試行で安静試行と比較して 13％低い値を示した。運

動+補充試行と安静試行との間に差は認められなかった。閉経後女性における断続性の歩行による

食後中性脂肪の低減は、エネルギー負債を保持することで認められ、エネルギー出納を合わせた場

合、その低減効果は消失した。これらの研究知見をもとに今後は、身体活動と身体不活動の両側面

から生理学的指標を主に用いながら、さらに横断研究、縦断研究および⾧期間の介入研究を進めて

いく予定である。【宮下】その他、肥満者に対する減量介入後の体重維持に対する web 支援の効果

検証をランダム化比較試験や自己血糖測定器の精度比較、ラクトトリペプチドと運動の併用による

認知機能改善効果および住民主導型減量支援プログラムの成果検証についても、論文が掲載された。

【中田】 
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 さらに、食行動に関する介入研究も実施した。スポーツ食育の成果としてジュニア選手を含むア

スリートの栄養教育・食育に関しての研究を発展させて継続実施している。また、男性競技者を対

象とした食事記録法の栄養分析における食品重量見積もり誤差の特徴に関しても検討した。さらに、

アスリート向きの食物摂取頻度調査法 (Food Frequency Questionnaire for Athletes：FFQA) を開

発し、その妥当性について検討した。引き続き検討を行い、企業とも連携して活動的な人々を対象

とした FFQA の実用化を目指している。加えて国際的ネットワークの構築に力点を置いて活動を

実施した。韓国の高麗大学の朴鐘薫先生はエネルギー代謝の研究を実施されており、学術交流を行

った。朴研究室を訪問し、双方の大学院生・学生が研究発表を行い、ディスカッションを行った。

さらに、龍仁大学の呉泰雄先生および朴鐘薫先生との共同研究をスタートさせ、龍仁大学のアスリ

ートを対象として、測定を実施した。また、早稲田大学所沢キャンパスは東京オリンピック・パラ

リンピック開催直前の合宿でイタリアチームを受け入れることになっている。イタリアは食文化の

豊かな国であり、日本との共通点も多い。そこで、イタリアオリンピック委員会に所属する医師及

び栄養士の 2 名を招聘して国際シンポジウムを開催した。シンポジウムには国立スポーツ科学セン

ター栄養グループの研究員も招聘し、スポーツ現場における具体的な指導方法や食事管理の考え方

などについての情報交換を行った。アメリカはスポーツ栄養をリードする国の一つである。そこで、

アリゾナ大学が主催する Sports Nutrition Conference に 3 名で参加して情報収集を行い、USOTC

のシニア栄養士をはじめとして米国内のスポーツ栄養士と情報交換を行った。今後も継続して論文

発表と社会実装の両面から活動を推進する予定である。【田口】 

身体活動不足を検討する本研究事業で欠かすことのできない、身体活動量調査の標準プロトコル

の作成と各手法間の比較可能性の検討を引き続き実施した。身体活動量調査は運動疫学研究の根幹

であり、その主な手法として、加速度計法と質問紙法がある。それぞれに種類やアルゴリズム等に

差があり、比較可能性を保つことは容易ではない。本プロジェクトでは、加速度計法および質問紙
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法についての標準プロトコルを作成するとともに、そのプロトコルに基づいた調査を実施すること

で、手法間の比較可能性を明らかにすることを目的としている。2018 年度は、身体活動量評価の

ための標準プロトコルの作成に注力するとともに、わが国の人口構成比を勘案したランダムサンプ

リング集団約 2,000 人を対象とした web 調査を実施した。標準プロトコルについては、研究班で

協議を重ね、合意形成を図ってきた。また、プロトコルを理解する上で必要な用語の定義や調査を

実施する上での注意点、データを解析する上での注意点などについての解説文書を作成した。さら

に、質問紙のデータ入力やデータ解析に役立つ Excel ファイルなど、公開する価値のある文書・フ

ァイルの充実に努めた。調査研究については、得られたデータのクリーニング等を経て、データセ

ットを完成させた。関連論文として、身体活動質問票から推定した総エネルギー消費量の妥当性を

検証した研究、労働者の身体活動量を加速度計で評価した研究が論文掲載された。【中田】 

 昨年度までに実施している地域クラスターランダム化試験の⾧期的効果についても検討した。身

体活動不足の解消につながる地域介入手法の開発・評価として、従来の身体活動推進対策は主に個

人および小グループを対象とした介入を中心に実施されてきた。しかし、国民全体の身体活動不足

を解消するためには集団全体に働きかけるポピュレーション戦略の確立が求められる。研究者らは

2009 年秋より島根県雲南市をフィールドに、地域住民全体の身体活動量を推進する地域クラスタ

ーランダム化試験に取り組んできた。また 2013 年からは藤沢市において同様の地域介入を対照群

のない地域介入研究として実施している。雲南市では市内よりランダムに抽出した 12 地区を介入

地区と対照地区にランダムに割り付け、介入地区でソーシャル・マーケッティングを活用した地域

介入を実施した。その結果、対照群と比較して経年的に介入地域での運動習慣者割合が増加し、1

年後の結果、3 年後の結果、5 年後の結果はそれぞれ学術論文として発表している。 

・短期効果（1 年後）：群間で身体活動に関する知識に有意差が得られた。 

・中期効果（3 年後）：群間で身体活動実施者割合に 1.6％の差が得られた（非有意）。 
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・⾧期効果（5 年後）：群間で身体活動実施者割合に 4.6％の有意差が得られた。 

本研究は「身体活動推進の地域介入」に関するコクラン・レビューで「最も研究デザインの優れた

地域介入研究」と評価されている。雲南市の介入研究は 2016 年より雲南市全域に介入地域を拡大

し、対照地域も含めた全市介入としている。全市で展開している対照群のない介入研究のベースラ

イン調査は 2016 年 10 月に実施した。対象は市内全域より無作為に抽出した 40-79 歳の男女 7012

人であり、3939 人 (回答率 56.2％、男性 47.9％、年齢 62.1±10.2 歳) より回答が得られた。2018

年は介入の市内全域への展開を加速した。その手法はソーシャル・マーケッティングを活用した

Community-wide intervention (多機関の協働によって行われ、広範囲に渡る様々な構成要素を含む

介入アプローチ) であり、雲南市では「情報提供」「教育機会」「サポート環境」の 3 要素に整理し

て介入を進めている。マーケッティングの原則に基づいて、主要ターゲットを決定し (60-70 歳代

女性、身体活動関心期・準備期で、腰または膝に痛みのある者：40-79 歳人口の 14%程度にあたる)、

この層を中心に据えた介入を展開している。さらに 10 月には追跡調査 (介入開始 2 年後) を行い、

3173 人より回答が得られた (回答率 3173/3939＝80.6％)。現在、データベースを整備中であり、

2019 年には全市展開の介入効果を検討する。全市展開研究は研究成果を実社会に実装する普及研

究である。【井上】 

 さらにソーシャルマーケティングの手法を用いた介入研究も実施した。がんでなくなることを防

ぐには、がんの予防及び早期発見が重要である。がん予防に関しては、適度な運動をはじめ、禁煙、

節度のある飲酒、バランスのとれた食事、体形の維持、肝炎やピロリ菌などの感染検査など、がん

検診に関しては、胃がんの X 線及び内視鏡検査、肺がん X 線検査、乳がんマンモグラフィー、子

宮頸がん細胞診、大腸がん便潜血検査が現在のところ、十分なエビデンスがあり、推奨できるもの

である。しかしながら、喫煙割合は依然として高く、運動習慣があるものも多くなく、がん検診の

受診率は十分高くない。がんで苦しむ人を減らすためには、このエビデンス・プラクティスギャッ
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プをなくすことが重要である。がん対策基本計画においては、これらのギャップを減らすことは第

一義的に地方自治体等の役割となっているが、結局のところ、個人の行動変容をいかに起こすかと

いう問題に帰着する。行動変容を促すためには、認知度を上げるだけでは不十分であり、個人の行

動の契機となる要因、妨げとなっている要因を調べ、行動科学モデルを構築し、実証していくこと

が必要である。そこで我々は、これまでの研究により得られた知見を活かし、ソーシャルマーケテ

ィングの手法に加え、ナッジのアプローチを用い、実際の行動変容への介入を行った。具体的には、

乳がん検診の受診率向上のため、これまでにソーシャルマーケティングの手法を用いて作成した乳

がん検診受診勧奨資材を、テレビ番組による乳がん検診特集の放送日直前に全国の自治体より受診

勧奨資材を届けることによって、居住地区毎に具体的な動作指示を与え、がん検診受診率向上を全

国規模で目指す計画を実施した。これは、テレビ番組と勧奨資材の組み合わせによる、「みんなが

やっていることに影響を受ける」「タイムリーな働きかけに反応しやすい」といったナッジの理論

を応用したものである。番組としては、20 年以上続く NHK の人気番組「ガッテン！」を選定し

た。「ガッテン！」は科学番組としての評価も安定しており、公共の福祉に繋がる実験的な試みに

関心が高く、自治体にとっても協力しやすいことが選択の根拠である。2018 年 9 月 5 日放送予定

の乳がん検診を取り扱う番組に向け、これまでに構築した都道府県を介した市区町村とのネットワ

ークを利用して呼びかけを行うことにより、全国 44 都道府県、360 を超える市区町村から約 86

万人に当研究班作成の乳がん検診受診勧奨資材送付の申し出を受けることができた。勧奨結果であ

る検診受診率についての各自治体からの報告は来年度となるが、放送後の反応として、放送翌日に

NHK に約 1,000 件のコメントが寄せられ、新聞掲載 30 誌、インターネットニュース 22 サイト以

上に加え、個人のブログや Twitter などで多くの反響があった。本プロジェクトについては、各省

庁からヒアリングを受け、経済産業省第 2 回産業構造審議会 2050 経済社会構造部会、総務省独立

行政法人評価制度委員会、厚生労働省にて好事例として紹介されている。【山本】 
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【5 年目】 

 各グループにより得られた研究成果を統合し、メンバー間の融合研究、国際共同研究により得ら

れた研究成果の総括および今後の課題の整理を行い、さらなる研究成果を積み上げ、健康スポーツ

科学研究基盤の継続的な展開を図った。コホートグループでは、健康スポーツ施策を所管している

関係省庁 (地方自治体を含む) に対し、健康づくりの施策および身体活動・運動・スポーツに関す

る指針の改訂や新規策定 (たとえば、身体活動基準・指針、子ども・青少年を対象にした新しい運

動指針等) へつなげるべく、本事業により得られた子ども・青少年および中高齢者ごとの身体活動

不足の健康影響および決定要因に関するこれまでの研究成果を統合・精査し、所管箇所の担当者と

意見交換の場を持った。実験研究グループは、身体活動不足による脳・認知機能や運動機能・身体

組成の変化、骨格筋・腱機能低下、炎症反応・免疫機能異常における規定因子の抽出とそれら因子

の作用機序を解明した。介入研究グループでは、子ども・青少年の身体活動促進、スポーツ外傷・

障害予防、スタンディングデスクやワークステーションを活用した職域での座りすぎ防止プログラ

ム、高齢者の身体活動促進のための地域キャンペーン、虚弱高齢者の座りすぎ防止プログラム等、

新しい視点からの介入プログラムの開発・実施ならびに継続的な評価を行った。各グループの詳細

は以下のとおりである。 

【コホート研究グループ】では、まず「身体活動量調査の標準プロトコルの作成と各手法間の比

較可能性の検証」に取り組みつつ、関連する研究課題の論文化を進めた。本プロジェクトの目的は、

加速度計法および質問紙法についての標準プロトコルを作成するとともに、そのプロトコルに基づ

いた調査を実施することで、手法間の比較可能性を明らかにすることであった。2019 年度は、研

究プロジェクトの最終年度であることから、身体活動量評価のための標準プロトコルの完成、プロ

トコルを理解する上で必要な用語の定義や調査を実施する上での注意点、データを解析する上での

注意点などについての解説文書の作成および web 公開を進めた。2019 年度の関連論文として、12
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種類のウェアラブルデバイスによるエネルギー消費量の推定精度に関する論文（Murakami et al., 

JMIR mHealth and uHealth）、大腿部に装着する傾斜計である activPAL を用いた座位行動抑制に

向けたパイロット介入研究（Nishimura et al., International Journal of Environmental Research and 

Public Health）が論文掲載された。その他、1 回の講義での減量効果に関する研究（Nakata et al., 

Obesity Facts）、減量後の体重維持と客観的に評価した身体活動量および睡眠時間との関連

（Wakaba et al., Behavioral Sciences）などが論文掲載された。【中田】 

 成人を対象とした研究として、早稲田大学の同窓生を対象としたコホート研究「WASEDA’S 

Health Study」を推進し、身体活動、身体組成、体力、食生活などの要因と健康アウトカムとの関

連を、遺伝要因を踏まえて横断的・縦断的に明らかにするための研究基盤の構築を進めた。40 歳

以上の早稲田大学校友の男女 220 名を対象として、活動量計による身体活動・座位行動評価、MRI・

DXA による身体組成の測定、疾患リスクマーカーの測定、体力測定、食事調査などを行った。ま

た、昨年度までに研究に参加した者のうち、480 名について新たに網羅的な遺伝子多型の分析を行

った。これらの遺伝子多型データのクオリティコントロールを行い、使用可能な遺伝子多型データ

は昨年度までに収集した 388 名と合わせて 864 名分に達した。さらに、2020 年度より始まる開始

5 年後のフォローアップ調査に向け、他の研究分担者・研究協力者と議論を重ね、調査項目および

その収集方法を始めとして、フォローアップ調査の方向性を決定した。また、ベースライン調査の

データを用いた横断研究を推進し、野菜、きのこ、海藻などの副菜の摂取量が多い「健康的な食事

パターン」と微量栄養素の充足状況との関連についてまとめた論文を国際誌に発表した（Ito et al. 

Nutrients. 2019）。【谷澤】また、近年、身体活動不足の健康影響や決定要因に関する疫学研究が数

多く発表されている。しかしながら、アジア人を対象にした研究は数が限られている。そのため、

日本人及びシンガポール人を対象に観察研究 (横断研究) を実施した。757 人のシンガポール人を

対象に、座位行動・身体活動・体力レベルと睡眠の質の関係を横断研究によって評価した。座位行
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動・身体活動・体力レベルは睡眠の質と関係していた (Int J Environ Res Public Health)。また、

日本人を対象に、簡便な筋力テストが 2 型糖尿病の予測因子になりうるか横断的に調査した。脚筋

力が低い群は 2 型糖尿病有病率が高い傾向にあり、簡便な筋力テストが 2 型糖尿病リスクを評価す

るために使用できる可能性が示唆された(Phys Ther Sci）。【澤田(亨)】 

 子どもを対象とした研究グループでは、男子小中学生のサッカー選手や野球選手の測定を通じて、

運動器の発育発達についての基礎データの作成を継続した。2019 年度は野球選手の上肢の重量分

布から肩関節を中心として慣性値の算出から、肩や肘障害のリスクを検討した結果をまとめ、投稿

し掲載されている。また、高校生年代の陸上⾧距離走選手の身体計測や血液検査から、疲労骨折発

生や骨密度との関連のある骨代謝マーカーの年間変化の検討も続けた。男性ホルモンであるテスト

ステロン値と骨代謝マーカーとは負の相関を示し、発育途上の選手ではテストステロンが低いが骨

代謝マーカーは高値であることから、骨代謝マーカーの評価には発育段階への考慮が必要であるこ

とを示した。この他、これまで継続している近隣の小中学生の骨密度や身体組成の縦断的計測は

2019 年度も行われ、縦断データとして貴重なものとなった。【鳥居】 

【実験研究グループ】では、身体活動不足による脳・認知機能や運動機能・身体組成の変化、骨

格筋・腱機能低下、炎症反応・免疫機能異常における規定因子の抽出とそれら因子の作用機序を解

明した。まず、動物を対象とした研究では、骨のメカニカルストレス感知機能の分子メカニズムに

関する基礎的研究を行い、骨細胞 (オステオサイト) 特異的にメカノセンサー分子 p130Cas の発

現を欠失するマウスの詳細な解析を進めた。p130Cas による炎症関連タンパク質 NF-κB の活性抑

制のメカニズムを明らかにし、論文を発表した (Miyazaki et al., Science Advances, 2019)。加えて、

Cre リコンビナーゼの発現により野生型 p130Cas の発現が欠失すると共に NF-κB の活性抑制機

能を持たない変異体 p130Cas が発現する遺伝子を有するマウスを作製し、細胞種特異的変異体

p130Cas 発現マウス作製のための準備を完了した。また、生理的な脳機能制御におけるメカニカル
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ストレスの役割に関する基礎的研究では、動物実験で適度な運動として多用されている中速度トレ

ッドミル走行時に頭部に加わる加速度を計測し、約 1.0 x g の上下方向のピークであることを明ら

かにした。約 1.0 x g の上下方向のピーク加速度を再現する受動的頭部上下動を行うと、中速度ト

レッドミル走行と同様に、高用量セロトニン投与時の幻覚様反応である head-twitch 反応が抑制さ

れることを明らかにした。その分子メカニズムが間質液流動で神経細胞に加わる流体剪断力による

前頭前皮質におけるセロトニン 2A 受容体の内在化であることを明らかにし、論文として発表した 

(Ryu et al., iScience, 2020)。【澤田(泰)】さらに、メカニカルストレス反応性マイクロ RNA の機能

について、動物モデルと培養細胞を用いて検討した。その結果、マイクロ RNA の生合成に必須の

プロセシング酵素の Dicer1 を欠損させたマウスでは、筋再生に遅延が認められたことから、マイ

クロ RNA は筋再生において重要な役割を果たすことが明らかになった．個別のマイクロ RNA に

関しては，メカニカルストレス応答性マイクロ RNA の１つである miR-23 クラスターに属するマ

イクロ RNA は持久性運動による骨格筋の適応に関与しないことが明らかとなった。また、老化に

よる身体機能の低下に関連するホルモンと報告されている Growth differentiation factor-11 につい

ても、持久性運動による発現変動を老齢マウスにおいて検討した。【秋本】炎症反応・免疫機能に

ついては、運動の効果と激運動の有害作用について解析するために各種実験を進め、炎症反応の関

与を証明するとともに、その予防対策としての機能性食品の効果を検討し、総説も複数発表して研

究成果の情報発信を進めた。具体的には、スルフォラファンなどの植物由来機能性食品成分による

細胞保護作用や運動時の臓器傷害予防作用について分子メカニズムまで含めて詳細に検討するこ

とができた。また、イランの大学の PhD 外部審査に協力したことから発展し、Arazi 教授のグル

ープとの共同研究でレジスタンス運動を連続して行うと筋損傷や免疫機能が悪化する可能性があ

ることや、喫煙は運動時の酸化ストレスを助⾧すること、さらにロイシン誘導体の HMB に激運動

時の酸化ストレスや炎症反応を予防する作用があることなどを発表することができた。さらに、連
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携先のハンガリー体育大学の Radak Zsolt 教授と運動効果の分子メカニズムについて細胞内品質管

理機構の活性化や活性酸素種・窒素種が関与する可能性について総説を発表し、共同研究も開始す

ることができた。【鈴木】さらに、発酵オカラの肥満・糖尿病につかえるか否か、マウスを使った

実験を行った。高脂肪食を与えたマウス、あるいは遺伝性の KKY マウスは肥満・糖尿病を示すの

で、デンプンや糖の負荷で高血糖が現れることが良く知られている。そこでこのモデルを利用し、

発酵オカラを通常のオカラに比較した。その結果、デンプンによる高血糖は、発酵オカラにより顕

著に抑制された。その作用機序を調べると、発酵オカラは、食物繊維が増大していた。従来より食

物繊維は血糖値増大に抑制効果があることが知られている。また、デンプンを糖に分解するのに必

要な消化酵素α-グルコシダーゼの阻害作用が、発酵オカラでは強いことが分かった。この作用も

血糖値の急速な増大を抑制することが出来る。また、発酵オカラは腸内細菌叢により強く影響を与

える可能性が見出された。すなわち盲腸部のｐH がより酸性化した。これは短鎖脂肪酸が作られた

可能性を示唆する。本研究はシンガポールのシンガポールポリテックとの共同研究であり、それぞ

れの役割分担がうまくいった (Scientific Reports, 2019)。【柴田】 

 ヒトを対象とした脳・認知機能に関する研究では、過去 30 年間にわたる研究によって、習慣的

運動が認知機能を改善させることが示されてきたが、「どのような運動が認知機能の改善には効果

的なのか？」、「どれくらいの運動が認知機能の改善には必要なのか？」、「性別や年齢によって運動

が認知機能に与える効果は異なるのか？」などの疑問点に対して明確な答えは示されていない。こ

れは、これまでのメタ分析が、特定の年齢層や運動の種類に限定して行われてきたためである。そ

こで、過去 30 年間に行われた、健常者に焦点を当てた 80 件のランダム化比較試験を対象にメタ

分析を行った (Ludyga et al., in press)。その結果、①運動の種類にかかわらず、習慣的な運動は認

知機能を改善させるが、その効果は有酸素トレーニング、筋力トレーニングよりもコーディネーシ

ョントレーニングで大きい。②比較的⾧時間 (60～90 分) の運動を⾧期間 (22 週間以上) 継続す



 

108 
 

ると、運動が認知機能に与える効果は高まる。③認知機能の改善には、男性の場合、徐々に強度を

上げていく漸進性トレーニングが適しており、女性の場合、漸進性を有さない低強度～中強度のト

レーニングが適している。④運動が認知機能に与えるポジティブな効果は年齢にかかわらず認めら

れる。といった 4 点が主な知見として得られた。【紙上】また、3 テスラ MRI の新規導入を受けて、

事象関連デザインで高次機能計測を行い、脳波との対応を試みた。結果予期に関する脳活動を調べ

た結果、行為と結果の随伴性が強い場合には、報酬・罰の付与とは無関係に右島皮質前部の活動が

増大し、島皮質由来の脳波成分である刺激前陰性電位と振る舞いが合致した。また、陸上競技選手

の内受容感覚について刺激前陰性電位で検討した結果、刺激前陰性電位に差が生じたことから、⾧

距離選手よりも短距離選手の方が内受容感覚に優れていることが示唆され、島皮質活動に競技種目

の特徴が表れたものと解釈された。さらにアスリートのあがり防止策を確立するため、動作遂行直

前に左手によるボール把握を実施し、理想的な右半球賦活状態を創出する最良条件を探求した。そ

の結果、ゲージ圧 100hP のボールを 90 秒間把握すると、右半球の賦活が最も効果的に得られるこ

とが判明した。一過性の有酸素運動が認知機能 (認知的柔軟性) に及ぼす効果についても、タスク

スィッチング課題を用いて脳波の P3 で検討した。その結果、ワーキングメモリへの負荷が高い条

件でも、一過性運動後では P3 振幅は増大し、脳内情報処理に注意資源を配分できることが明らか

となった。【正木】 

運動機能・身体組成の変化については、子どもを対象とした研究では、児童・生徒における全身

持久力および筋力と血液指標に関する研究を行った。652 名の小・中学生を対象に、全身持久力お

よび筋力と Non-HDL コレステロールとの独立および組み合わせの関連性について検討した。その

結果、全身持久力が低く、かつ筋力が低い小・中学生において、Non-HDL コレステロールが最も

高かった。また、組み合わせの解析により、特に全身持久力が低い小・中学生において、筋力向上

が重要である可能性が示唆された。成人を対象とした研究では、高齢期における日常生活中の身体
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活動の増加と食後代謝に関する研究を実施した。閉経後女性 26 名を対象に 3 ヶ月間、日常生活の

中での身体活動 (運動・生活活動) を断続的に実施することで食後の中性脂肪値の上昇抑制が認め

られるか否かを検討した。対象者を断続性身体活動群 11 名と日常生活維持群 15 名に無作為に振

り分け、断続性身体活動群では、「健康づくりための身体活動指針」に則した時間・強度として 1

日計 10 分以上の自由な活動強度で日常生活の中で身体活動を実施した。なお、身体活動による食

後中性脂肪に対する急性効果を排除するために測定日前日の身体活動を両群で制限した。その結果、

日常生活における活動時間を生活の中で 3 ヶ月間増加しても今まで通りの生活を維持した群と同

様に、食後の血中脂質・糖質代謝関連項目の値に変化を示さなかった。【宮下】また、脂肪の燃え

やすさは代謝性疾患の影響を受けるか否か、疾患別の最適な運動強度の比較を行った。最大脂質酸

化量時運動強度 (Fatmax) は代謝疾患の影響を受ける可能性が示唆されているが、日本人を対象と

した Fatmax と代謝疾患との関連の検討は実施されていない。それゆえ本研究では日本人中高齢者

を対象に Fatmax と生活習慣病の関係を横断的に評価した。早稲田大学の校友およびその配偶者を

対象としたコホート研究“WASEDA'S Health Study”において医学検査、運動負荷試験を実施した中

高齢男女 1100 名を対象とした。運動負荷試験中の代謝動態を呼気ガス分析器で測定し Fatmax を

算出した。研究参加者は Fatmax で三分位に分類し、ロジスティック回帰モデルを用いて潜在的交

絡因子を調整し、Fatmax が高い第 1 三分位群を基準にし、他の群の多変量調整オッズ比を算出し

た (潜在的交絡因子調整のために性別・年齢・体格指数・体脂肪率・飲酒頻度・喫煙歴・最大酸素

摂取量をモデルに投入)。その結果、1) 高血圧の有病者数は 386 名、糖尿病もしくは境界型糖尿病

は 143 名、脂質代謝異常症は 488 名、2) 高血圧に関して、Fatmax が高い第 1 三分位群を基準に

した場合の他の群の多変量調整オッズ比は 1.17、1.27 (トレンド検定＝0.27)、3) 糖尿病もしくは

境界型糖尿病については 0.98、0.88 (トレンド検定＝0.67)、4) 脂質代謝異常症は 1.18、1.31 (ト

レンド検定＝0.15)。以上のことより、日本人中高齢男女でも Fatmax は生活習慣病の有病率と関連
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する可能性が推測された。【坂本】さらに、部位別の皮膚血流量に及ぼす運動強度の影響を検討し

た｡その結果、運動時の皮膚血流量はいずれの部位においても増加したが、その応答には部位差が

認められた。具体的には、前腕部および大腿部の皮膚血流量は、それぞれ VO2max の 50%および

30%強度でプラトーとなったが、胸部の皮膚血流量は 70% VO2max 強度でも増加することが観察

された。これらのことから、運動強度の増加は皮膚血流による体温調節反応を一部抑制するが、こ

の反応には部位差が生じることが示唆された。また、フリーダイバーにおける潜水反射の性差およ

び二酸化炭素感受性とパフォーマンスとの関係を検討した。その結果、フリーダイバーにおける潜

水反射の程度は、全ての血流動態パラメーターにおいて、男女間で同等であった。また、フリーダ

イバーにおける二酸化炭素感受性とパフォーマンスとの間には有意な相関関係は認められなかっ

た。これらのことから、フリーダイバーにおいて、潜水反射には性差がないことと、二酸化炭素感

受性とパフォーマンスは関係しないことが明らかとなった。【村岡】 

骨格筋・腱機能低下については、人間の筋腱複合体および周囲の軟組織の「機能的・形態的・材

質的」特性の機序解明を目指す研究を遂行した。特に、「膜性結合組織の力学的特性解明」と「筋

機能の改善方策の確立」を目指した研究を推進した。⾧距離ランナーと一般男性の足底腱膜の比較

を通して、足底腱膜の可塑性に関する可能性を検証した。ランナーでは一般男性と比較してランニ

ング直後の足底腱膜の「へたり」 (物性疲労) が小さかった。また、安静時の足底腱膜について、

右足では競技特異性は見られなかったのに対し、コーナーを走る際により大きな負荷がかかる左足

では、ランナーの足底腱膜の近位部がより硬かいことが示された。これらの知見は、走行中に機械

的ストレスの繰り返しにさらされる粘弾性体である人間の足底腱膜が、「日常的なランニングの継

続によって機械的ストレスへの抵抗性を獲得すること」や「適応が生じる力学的な閾値が陸上トラ

ックのコーナーリングで生じる負荷の左右差の間に存在していること」を示唆するものである。筋

腱複合体のコンディショニングに関しては、専用器具を用いたファシアスリックテクニックによる
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骨格筋へのモビリゼーション介入 (Instrument-assisted soft tissue mobilization: IASTM) の影響

を検討した。IASTM は、対象とした骨格筋の収縮要素の弾性特性や神経-筋の連関を有意に変える

ことなく、関節可動域を拡大することが明らかとなった。この知見は、関節をまたぐ筋腱複合体を

覆う筋膜が関節の可動性に影響することを示唆し、骨格筋のコンディショニングの理論的基盤に大

きく貢献し得るものである。【川上】また、腰方形筋は腰部の深層に位置する筋で、腰椎の分節的

コントロールに寄与し、腰部障害の予防に重要な役割を果す可能性のある筋である。そこで、腰方

形筋の筋活動データの解析を中心に実施した。健常成人男性 13 名を対象に、素早い上肢挙上運動

時の体幹筋発火タイミングを検証した結果、上肢運動の主動作筋である三角筋や他の体幹筋である

内腹斜筋、外腹斜筋、脊柱起立筋に先行して腰方形筋が活動することが明らかとなった。このこと

から、腰方形筋は主動作筋や体幹の表層筋に先行して活動し、上肢挙上運動に伴う重心位置の変化

に対応する機能を有すると考える。また、歩行や走行、片脚着地動作時の腰方形筋筋活動解析の結

果、接地脚と対側の腰方形筋の活動が高まり、骨盤の側方傾斜を制御する可能性が示唆された。こ

れらの結果は、腰方形筋が体幹や骨盤のコントロールに寄与する可能性を示唆するもので、腰痛予

防の運動療法プログラムを作成するために有用なデータとなる。【金岡】さらに、予防の観点から、

スポーツ活動中の下肢・上肢の障害予防および傷害発症に関わる運動中のコンディショニングにつ

いて研究を進めた。下肢障害予防においてはハムストリングス肉離れ既往者のスプリント動態を定

量化し、その特徴から再発予防に向けた指針作りの基礎資料を得た (Higashihara et al., 2019)。ま

た足関節捻挫予防では、再発のリスク要因となる慢性足関節不安定症の有無を確認する質問紙票が

本邦においてなかったことから、IdFAI 日本語版を作成し、その信頼性と妥当性について検証を行

った (Mineta et al., 2019)。【広瀬】 

炎症反応・免疫機能異常については、上気道感染症 (URTI) の罹患リスクを反映する新たな指

標として、唾液中の多反応性分泌型免疫グロブリン A (secretory immunoglobulin A; SIgA) に着目
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し、これを検出するための実験基盤の確立を試みた。本研究では、先行研究において報告されてい

た DNA と Lipopolysaccharide（LPS）を多反応性 SIgA の抗原とし、抗 LPS 抗体を検出する間接

ELISA 法と、DNA を競合させてから抗 LPS 抗体を検出する競合 ELISA 法を用いて、多反応性 SIgA

の定量方法を検討した。間接 ELISA 法と競合 ELISA 法によって定量された SIgA の濃度の差が、

多反応性 SIgA の量を示すと考えられた。8 つの唾液サンプルを用いて測定を行った結果、6 つの

サンプルで多反応性 SIgA が確認されたことから、本研究で用いた抗原に対して反応可能な多反応

性 SIgA が存在することが示唆された。【赤間】 

【介入研究グループ】では、2016 年度より島根県雲南市全域を対象とした身体活動促進のため

の地域介入研究を行っている。研究デザインは対照地域を設けない単群の前後比較研究で、WHO

の身体活動ガイドラインが推奨する身体活動実施者割合がアウトカムである。介入はソーシャル・

マーケティングを活用した地域介入 (community wide intervention) である。本研究は、それ以前

に同市の一部地域で実施した地域クラスター・ランダム化試験の知見を、より広く社会に実装する

普及研究であり、⾧期的な介入を目指している。介入 5 年後にあたる 2021 年度までは継続が決ま

っており、2019 年度は短期データの分析と、介入戦略の再検討を行った。その結果、介入開始後

2 年間で推奨される身体活動の実施者割合が有意に増加していた (有効回答数 3171 人、48.4%か

ら 55.0%へ 6.6%ポイントの増加、P<0.001)。介入の有効性が確認できたことを受けて、地域介入

はこれまでの戦略を継続し、市議会、市関係部局、地域自主組織等に向けた情報発信を行うなどし

て、ネットワークの連携強化を図った。また、市内ケーブルテレビを活用した情報発信、普及用リ

ーフレットの改訂、地域運動ボランティアによる運動普及などに取り組んだ。【井上】また、日本

人及びシンガポール人を対象に介入研究（ランダム化比較試験）を実施した。日本人高齢者を対象

に、プロ野球観戦が健康に与える影響をランダム化比較試験によって評価した。スタジアムにおけ

る定期的なプロ野球観戦は高齢者の認知機能を高め、抑うつ傾向を改善した (Geriatr Gerontol 
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Int)。【澤田(亨)】 

さらに、前年度までに確立した上肢の障害予防プログラムの効果検証を行い、介入により発症率

は半減するものの、その効果はコンプライアンス、すなわち正しい実施率の低下により減少するこ

とを確認した (Sakata et al., 2019)。また、投球障害肩はじめ、成⾧期には傷害が好発する。その

予防のためには適切なトレーニングプログラムの確立が必須であることから、成⾧期の運動能力と

成⾧の個人差について調査し、早熟な子どものスピードやパワーが晩熟な子どもより優れ、その影

響は体格の大小に起因することを明らかにした。これらの知見は成⾧期から成人までのアスリート

が、それぞれの特性に応じて傷害を防ぐためのプログラム構築に貢献するものと考える。【広瀬】 

 

＜優れた成果が上がった点＞ 

コホート研究グループでは、【澤田(亨)】らが行った 20～60 歳の男性を対象にした⾧期にわたる

追跡研究から、全身持久力と糖尿病罹患の関連について検討したものが特筆すべき研究成果として

挙げられる。具体的には、全身持久力は一時的にではなく、⾧期にわたって維持することにより 2

型糖尿病を予防することが可能であることが明らかとなった。また、コホート研究の基盤となる身

体活動・座位行動の評価指標の確立に関して、【岡】【石井】【柴田】らが実施した異なる加速度計

の精度比較に関する研究では、特に評価が難しい座位行動を精確に評価する加速度計を特定できた。

このことは、本研究プロジェクト全体を推進していく上で、非常に大きな貢献をしたと考えられる。

さらに、【岡】は本研究課題の成果、特に身体活動不足の規定要因として地域の建造環境に着目す

る必要性に関する論文を、Nature Review Cardiology 誌上 (2018-19 Impact Factor: 17.420) へ発

表した。今後、厚生労働省が発表している「健康づくりのための身体活動基準」を改訂する際に、

これらの研究成果に基づいた提言を行うことができる。 

実験研究グループにおける特に優れた成果としては、【澤田(泰)】【緒方】らの身体不活動により
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生じる局所組織の炎症とメカニカルストレスによるその救済の分子機構を解明した研究が挙げら

れる。具体的には、不動性の筋萎縮には局所の間質流不全による局所の単球/マクロファージの活

性化が関与しており、エクササイズ (筋委縮) ではなくメカニカルストレスによる介入にて局所の

単球/マクロファージの活性を抑制することができれば、不動性の筋萎縮を抑制あるいは最小限に

できる可能性があることを示した。これらの成果は、身体活動不足によるサルコペニア等の予防を

考えていく上で重要な基礎的知見となる。 

介入研究グループでは、特に【井上】らが実施している地域在住中高齢者を対象にした身体活動

不足解消のための地域キャンペーンが特筆すべき成果として挙げられる。この効果検証のための大

規模なクラスターランダム化試験の成果の一部は、身体活動の地域介入に関するコクラン・レビュ

ーに収載されており、検討対象となった 33 研究中で最もバイアスのリスクが小さい研究として高

く評価されている (唯一、7 項目中 7 点の満点評価を得た)。また、Annual Review of Public Health

誌の Practice-Based Evidence に関する総説で、実践的な地域介入試験として紹介されており、身

体活動に留まらず広く公衆衛生領域で参考となる先進的な取り組みとして認知されている。 

 

＜課題となった点＞ 

最終年度に明らかとなった課題として、個人の研究成果は十分であったが、研究者間ならびにグ

ループ間の融合についてはさらに推進することができた可能性がある。そのため、本研究課題終了

後も、研究者間、グループ間で情報共有のための会議を頻繁に開催し、融合研究をさらに推進して

いくことにより、より本研究課題の意義を示すことができると考える。 

 

＜自己評価の実施結果と対応状況＞ 

本研究課題で設定した研究計画は順調に進み、目標は十分に達成できたと評価できる。本研究課
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題からの成果として、学術論文約 640 本、その他(図書)の刊行物約 40 本、また社会への波及効果

を踏まえると、費用対効果の高い研究実施体制であった。特に、インパクトファクターが 10 点を

超える雑誌への論文 (Nature Review Cardiology、Nature Communications 等) が掲載されている

ことや、それらの研究成果が評価され、現在進行中である我が国の身体活動指針の改定作業に本研

究課題に従事した研究者の多くが参画することにつながっている。そのため、本研究成果が今後、

国民全体へ大きく波及する可能性があり、このことは我が国における健康施策や指針へ成果を活か

すという本研究の大きな目的を達成している証と言える。また、研究設備・施設の整備に拘わる費

用以外の研究費としては、論文の掲載に係る費用および研究に直接必要な消耗品に多くを配分して

おり、これらが質の高い研究成果を生み出した一因であると考える。 

 

＜外部（第三者）評価の実施結果と対応状況＞ 

本研究課題期間中、当該研究分野の第一人者合計 9 名 [サウスカロライナ大学 (アメリカ) のア

ンドリュー・カジンスキー准教授；スウィンヴァン工科大学 (オーストラリア) のタケミ・スギヤ

マ教授；ハーバード大学 (アメリカ) のアイミン・リー教授；サウスカロライナ大学 (アメリカ) の

スティーヴン・ブレア教授；ベイカー心臓病・糖尿病研究所 (オーストラリア) のネヴィル・オー

ウェン教授；オーストラリアカソリック大学 (オーストラリア) のアリソン・カーヴァー研究員；

ディーキン大学 (オーストラリア) のアナ・ティンペリオ教授；カルガリー大学 (カナダ) のガヴ

ィン・マコーマック准教授；メルボルン大学 (オーストラリア) のスザンヌ・マヴォア研究員] を

海外から招聘し、計 5 回の国際シンポジウムや海外の研究者の基調講演を行っている。その際、本

研究課題の進捗状況を報告し、第三者評価としてこれらの研究者より本研究プロジェクト全体の評

価や問題点、国際共同研究拠点としての今後の課題や方向性等についてコメントを取得し、それら

に基づいて研究を推進してきた。研究遂行状況については、概ね計画通りであるとの評価を受けた。
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今後の課題や方向性については、研究者間ならびにグループ間の融合を図るための方策を検討する

ことが指摘された。そのため、最終の 2 年間についてはこの点についても改善を図り、研究を深化

させた。研究成果の評価について、有益な研究成果が合計～～本もの学術論文として多数生み出さ

れたことについて、非常に高い評価を受けた。 

 

＜研究期間終了後の展望＞ 

研究期間終了後は、各グループにより得られた研究成果をさらに統合し、健康スポーツに関する

施策を所管している関係省庁 (地方自治体を含む) 等へ積極的に提言を行った成果を踏まえ、さら

なる研究成果を積み上げる。また、本研究課題遂行中に構築できた国際的ネットワークを駆使し、

我が国における身体活動不足解消を具現化する健康スポーツ科学の基盤ならびに国際共同研究拠

点の更なる発展に向けて継続的な展開を図る。 

 

＜研究成果の副次的効果＞ 

関連する施策・指針への提言 

本研究の大目標である「中高齢者の健康寿命の延伸や子ども・青少年の健全育成の促進につなが

る施策や指針へ研究成果を活かす」という観点から、様々な知見が得られている。たとえば、【澤

田(亨)】らのコホート研究の成果である「高い全身持久力を⾧期間にわたって維持することが 2 型

糖尿病を予防し、健康寿命の延伸に向けて重要であること」は、厚生労働省が発表している「健康

づくりのための身体活動基準 2013」の今後の改訂に反映させるべき具体的内容として提言できる。

現在、本研究課題の総合的な成果を基に、【岡】【澤田(亨)】【井上】【柴田(愛)】【石井】らは、

本身体活動指針の改定作業に従事している。また、【井上】は健康日本 21 を推進するスマート・

ライフ・プロジェクトの身体活動担当の委員を務めており、様々な機会において本研究の知見を活
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かした提言を行っている。また、【島田】らは、認知症予防のための身体活動・運動に関するコホ

ート研究・介入研究の成果に基づき、愛知県や神奈川県の自治体に対して介護予防の普及に関する

施策立案のための提言を行った。さらに、【川上】は、委員を務める日本学術会議健康・生活科学

委員会健康・スポーツ科学分科会が公表した「子どもの動きの健全な育成をめざして～基本的動作

が危ない～」(平成 29 年 7 月 11 日) の中で、子どもの身体活動不足解消に向けた提言を、また日

本学術会議による「科学的エビデンスに基づく『スポーツの価値』の普及の在り方に関する委員会」

の一員として、スポーツ庁の諮問に基づき討議を行った。一方、高齢者の座位行動研究に従事する

世界各国の研究者がメルボルン (オーストラリア) に 2016 年に一堂に会し、高齢者の座りすぎ是

正に関する国際合意声明をまとめるための会議が開催された。本研究プロジェクトから【岡】およ

び【井上】がその会議に参加し、成果として「Sedentary time in older men and women: an 

international consensus statement and research priorities」と題する国際合意声明が、2017 年に

British Journal of Sports Medicine (2018-19 Impact Factor: 11.645) に公開された。さらに【澤田

(亨)】は、厚生労働省の健康増進施設認定制度における体力測定の標準プログラム作成のエビデン

スを、またスポーツ庁に対して「見るスポーツ」の価値に関するエビデンスを提供した。 

国民への普及・啓発 

【岡】は、本研究プロジェクトの成果に基づき、新潟県⾧岡市、静岡県南伊豆町、埼玉県所沢市・

本庄市・朝霞市、東京都千代田区・杉並区、富山県氷見市等の自治体において、身体活動不足 (座

りすぎを含む) の健康リスクとその対策に関する住民向けの講演を複数回実施した。さらに「⾧生

きしたければ座りすぎをやめなさい (ダイヤモンド社)」「『座りすぎ』が寿命を縮める (大修館

書店)」の書籍出版、さらには多数のメディア出演 (クローズアップ現代、あさイチ、世界一受け

たい授業等) を通じて、国民に向けて座りすぎの健康問題に関する普及・啓発を行った。また、【川

上】は健康応援団副団⾧を務める西東京市をフィールドとして実施した高齢者の体力測定や体力向
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上介入研究の知見を、市内の講演等で紹介している。また VOGUE JAPAN や上田ケーブルビジョ

ン等の媒体でこれまで推進してきた研究活動を基に、身体運動能力に関する啓蒙活動を行った。さ

らに、がん予防・がん患者の再発防止に向けた身体活動推進に関する研究として、【山本】は乳が

ん患者を対象にした身体活動促進のための資材の作成に着手しており、今後全国の病院での利用お

よび YouTube などで配信し、多くの乳がん患者の予後改善に資する成果が見込まれている。【中

田】は「身体活動研究プラットフォーム (Japan Physical Activity Research Platform：JPARP)」と

して、身体活動量評価に関して、必要な知識やツールを提供するためのサイトを立ち上げた 

(http://paplatform.umin.jp)。このサイトでは、研究成果を発信するとともに、標準プロトコルや

その解説文書等を公開している。また、研究課題全体でプレスリリースを通し、成果をわかり易く

まとめ普及効果に努めた。 

特許出願 

 特願 2016ʷ130005 (2016 年 6 月 30 日) 発明者：川上泰雄・藤岡大悟 

歩行の際に足裏の土踏まず部分をサポートし、蹴り出し時において前方への推進力を発揮するこ

とで着地から蹴り出しまでをスムーズに行うことができる靴のインソール【川上】 

 特願 2017-104095 (2017 年 5 月 26 日) 発明者：小西あおい・秋下雅弘・澤田泰宏・柳泳在・前

川貴郊・村瀬修平・井上剛伸・高嶋淳・硯川潤 

身体へのメカニカルストレスによる臓器機能維持を企図した機器の特許【澤田(泰)】 

 US62931347 申請代表者：Norikazu Hirose 

Device and method for knee flexion angle modulated Nordic Hamstring exercise【広瀬】 

国際的ネットワークの構築ならびに国際共同研究の推進 

本研究プロジェクト期間中に、海外研究機関と協働し、研究ネットワークの構築ならびに共同研

究を積極的に推進してきた。たとえば、【岡】【石井】【柴田(愛)】らは、座りすぎの健康影響お
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よび決定要因の解明に関する研究において、オーストラリア (メルボルン) にあるベイカー心臓

病・糖尿病研究所、メルボルン大学、スウィンヴァン工科大学、オーストラリアカソリック大学、

カルガリー大学 (カナダ)、南カロライナ大学 (アメリカ) との共同研究を進め、多数の共同論文

を執筆した。子どもを対象とした身体活動不足解消に関する研究においては、【宮下】がラフバラ

大学 (イギリス) と共同研究を継続しており、新たにフランスやタイや台湾の研究者らとの共同研

究に着手した。また、【岡】【石井】【柴田(愛)】らは、子どもの座りすぎの研究が盛んに行われ

ているオーストラリア (ディーキン大学やオーストラリアカトリック大学) の研究者らとの共同

研究を行い、シンポジウム開催や共同論文を執筆した。一方、高齢者の認知症予防に関しては、【島

田】が、シンガポール国立大学 (シンガポール)、アインシュタイン医学校 (アメリカ) と共同研

究を実施し、【井上】が身体活動不足を解消する地域キャンペーンの効果検証に関する研究につい

て、ハーバード大学 (アメリカ)、シドニー大学 (オーストラリア) と共同論文を執筆した。さら

に【宮下】は高齢者を対象とした研究においても既存の英国とシンガポールのグループとの共同研

究を継続すると同時に、新たに身体活動が不足している若年者を対象に食後代謝能の評価のための

国際多施設共同研究を 2019 年度より英国とシンガポールのグループと開始した。また、香港のグ

ループと肥満者への身体活動介入を目的とした共同研究にも着手し、国際的ネットワークの構築を

積極的に行った。 

身体活動不足に関わる測定評価に関する内容として、【川上】はメイヨークリニック (アメリカ)、

ボアズィチ大学 (トルコ) とデータ解析技術の開発を共同で進めており、測定技術のノウハウを世

界に先駆けて発信した (オランダ・ドイツ・ベルギー・フランス・台湾・シンガポール・タイとも

共同で研究を遂行)。認知機能評価に関する研究では、【正木】が、フンボルト大学 (ドイツ)、ブ

ロック大学 (カナダ)、ミズーリ大学 (アメリカ)、バルセロナ大学 (スペイン) との国際ネットワ

ークを構築し、共同研究を進めている。 
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一方、【鈴木】はハンガリー体育大学と運動効果の分子メカニズムに関して、中国華南農業大学

と機能性食品の効果と機序究明について、イランの大学と激運動の有害作用と予防対策について共

同研究を行った。その他、メンバーそれぞれが European Fascia Research Community【広瀬】や

ベルギーのルーヴァン・カトリック大学【金岡】、アメリカ、スイス等の研究者・施設との共同研

究を推進した【紙上】【澤田(亨)】。 

国際シンポジウム、セミナー、レクチャー等の開催 

【岡】が主催し、身体活動不足の解消に対する環境的アプローチに関する国際シンポジウムを

2017 年 4 月および 2019 年 10 月に開催した。この研究分野の権威である Sugiyama 教授 (オース

トラリアカソリック大学、現スウィンヴァン工科大学)、Kaczynski 准教授 (南カロライナ大学)、

埴淵准教授 (中京大学)、McCormack 准教授 (カルガリー大学)、Mavoa 研究員 (メルボルン大学) 

をシンポジストとして招くとともに、早稲田大学からは Koohsari 研究員が話題提供を行い、身体

活動不足解消に向けた多方面からの建造環境整備の重要性について議論を行った。また、2017 年

9 月には、座位行動研究の世界的権威である Neville Owen 教授 (ベイカー心臓病・糖尿病研究所) 

の招待講演「Sedentary Behavior and Health: Workplace Research Findings and Opportunities」を

早稲田大学において開催した。当日はテレビ収録も行われ、後日番組が放映された後は大きな反響

を呼んだ。また、2017 年 2 月には、身体活動・運動の推進に関する研究の世界的権威であるアイ

ミン・リー教授 (ハーバード大学)、2017 年 7 月には Steven Blair 教授 (南カリフォルニア大学) を

日本に招き講演いただき、本研究プロジェクトの中核的な役割を果たしている「WASEDA’S Health 

Study」の研究紹介を行い、今後の展開について詳細な議論を行った。その他、2019 年には子ども

の座位行動・身体活動に関する研究の世界的に中心的な研究者である Timperio 教授 (ディーキン

大学) や Carver 研究員 (オーストラリアカソリック大学) を招聘し、有意義なセミナーを開催し

た。  
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関連する研究分野の人材育成・輩出 

様々な研究プロジェクトに数多くの大学院生が参加し、測定・評価の実施や論文執筆したり、大き

な研究プロジェクトのマネジメントに関わったりすることができており、当該研究分野における研

究者・実践家育成のプラットフォームを構築することができた。また、本研究プロジェクトに参加

した大学院生が、期間中に明治大学文学部、関東学院大学経済学部、横浜桐蔭大学スポーツ健康政

策学部、千葉工業大学先進工学部等の大学で研究・教育職を得るとともに、日本学術振興会特別研

究員 (PD) や順天堂大学博士研究員として研究を継続しており、次世代の健康スポーツ科学の分

野を牽引する多くの有為な人材を育成・輩出することができた。 
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通計画全国会議, 2019. 

93. 及川哲志・李ミンジョン・本橋紀夫・前田清司・秋本崇之. 生体マウスにおける Dicer の欠損
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居俊・澤田亨・鈴木克彦・岡浩一朗・樋口満・坂本静男. 最大脂質酸化量の決定要因の検討

-WASEDA’S Health Study-. 第 74 回日本体力医学会学術総会, 2019. 
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＜研究成果の公開状況＞（上記以外） 

シンポジウム：身体活動不足の解消に対する環境的アプローチに関する国際シンポジウムを

2017 年 4 月および 2019 年 10 月に開催した。この研究分野の権威である Sugiyama 教授 (オー

ストラリアカソリック大学)、Kaczynski 准教授 (南カロライナ大学)、埴淵准教授 (中京大学)、
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McCormack 准教授 (カルガリー大学)、Mavoa 研究員 (メルボルン大学) をシンポジストとして

招くとともに、早稲田大学からは Koohsari 研究員が話題提供を行い、身体活動不足解消に向け

た多方面からの構築環境整備の重要性について議論を行った。 

レクチャー： 2017 年 9 月には、座位行動研究の世界的権威である Neville Owen 教授 (ベイカ

ー心臓病・糖尿病研究所) の招待講演「Sedentary Behavior and Health: Workplace Research 

Findings and Opportunities」を早稲田大学において開催した。2017 年 2 月には、身体活動・運

動の推進に関する研究の世界的権威であるアイミン・リー教授 (ハーバード大学)、2017 年 7 月

には Steven Blair 教授 (南カリフォルニア大学) を講師として日本に招き講演いただいた。 

セミナー：2019 年 4 月には子どもの座位行動・身体活動に関する研究の世界的に中心的な研究

者である Timperio 教授 (ディーキン大学) や Carver 研究員 (オーストラリアカトリック大学) 

を招聘しセミナーを開催した。 

 

＜その他の研究成果等＞ 

 森永製菓株式会社との共同研究により、虚弱高齢者の身体活動不足ならびに身体機能低下を予防

するために、運動 (筋トレ)＋栄養 (タンパク質摂取) による包括的介入プログラムを開発し、

富山県氷見市の虚弱高齢者を対象に、ランダム化比較試験によりその効果検証を行った。【岡】 

 (株) 早稲田エルダリーヘルス事業団との共同研究により、フレイル状態にある虚弱高齢者を対

象に、⾧時間の座位行動 (座りすぎ) を是正するための新しい介入プログラムを開発し、ランダ

ム化比較試験によるその効果の検証を行った。【岡】 

 東レ・オペロンテックス (株) との共同研究によるコンプレッションウエアの研究開発：東レ・

オペロンテックス (株) との共同研究では、運動パフォーマンスの向上や疲労の軽減に寄与しう

る至適圧を明らかにした。また、現行のコンプレッションウエアでは身体各部位に均一に至適圧

を加えることが難しく、ウェアデザインに改良の余地があることを明らかとした。【川上】 
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 (株) ジャパーナとの共同研究による、歩行や走行時に推進力を付加するインソールの研究開

発：ジャパーナとの共同研究では、特殊加工を施したインソールは、歩行・走行中の地面蹴り出

し方向の力積を増加させるという結果が得られた。また、弾性を付加したインソールが脚バネに

与える影響を検証した研究では、低速度の走行中に弾性インソールは脚バネを柔らかくさせるこ

とが明らかとなった。【川上】 

(株) アシックスとの共同研究によるキッズシューズの研究開発および、身体各部位に応じたコ

ンプレッションウエアの研究開発：2017 年度より、(株)アシックスと「子どもの運動特性評価

に関する研究：キッズシューズ開発に向けて」と「身体セグメントの圧迫が身体運動パフォーマ

ンスを向上させる機序と至適着圧制御方法の解明」の 2 件について共同研究を行った。【川上】 

 


